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はじめに 

 

第５次日野市基本構想・基本計画（2020プラン）後期基本

計画では、まちづくりの柱の一つとして、「子どもが輝くま

ち」を掲げています。また、平成２４年８月に制定された子

ども・子育て支援法をはじめとする関連３法に基づき、平成

２７年度から５年間の計画として、「新！ひのっ子すくすくプ

ラン（日野市子ども・子育て支援事業計画）」を策定し、市民

ニーズに基づく幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援

の量の拡充や質の向上の取り組みを進めてきました。 

主な成果として、平成２９年４月１日現在２５２人であった保育園の待機児童数

は、平成３１年４月１日現在４６人となりました。平成２９・３０年度の２年間で保

育施設の定員数を８６４人分増員する緊急対策により、大幅な待機数の減少を図りま

した。子どもの居場所づくりでは、滝合小の学童クラブ受入枠の拡大と放課後子ども

教室「ひのっち」の活動場所を確保するため、一体型施設を建設し運営を開始すると

ともに、２か所の学童クラブでは、民間活力を導入し育成時間の拡大を図りました。

また、放課後子ども教室「ひのっち」事業における夏季休業中の「なつひの」は、平

成２７年度当初４校より始め、令和元年度は１２校で実施しました。 

昨今、急速な少子化による家族形態の変化や地域コミュニティの弱体化などによっ

て、子育てにおける不安や孤立感を抱える人が増え、児童虐待や子どもの貧困問題が

深刻化しています。また、女性の就労意欲の向上等により保育園の待機児童も増加し

ており、子どもとその家庭を取り巻く状況は大きく変化しています。 

このたび、現行の計画期間が終了することに伴い、今後の社会動向を見据え、計画

の見直しを行い、新たに「新！ひのっ子すくすくプラン（第２期 日野市子ども・子

育て支援事業計画）」を策定することとなりました。 

次期計画では、すべての子どものすこやかな成長を切れ目なく支援する体制を強化

するため、子ども・家庭・地域の子育て機能の総合支援拠点となる「(仮称)子ども包

括支援センター」を設置します。また、学童クラブ希望者の全員入所を堅持しなが

ら、育成時間延長等のニーズに応えるための民間活力導入や放課後子ども教室「ひの

っち」事業の「なつひの」の全校実施等を目指してまいります。保育の量的確保につ

いては、児童人口や保育需要等の状況を見ながら慎重に対応を検討してまいります。

また、保育の質的確保のため市独自の検査実施に向けた訪問指導を行ってまいりま

す。 

これらの事業を実施するために、地域社会全体が連携・協働しながら、日野市の将

来を担う子どもたちとその子育て家庭に向き合い、子どもたちが元気で健やかに育つ

ことができるまちづくりに努めてまいります。 

最後に、本計画の策定にあたり、活発なご議論・ご提言を賜りました日野市子ど

も・子育て支援会議委員の皆様、ならびに市民意向調査やパブリックコメント等にお

いて多大なご協力と貴重なご意見をいただきました市民の皆様に心より感謝申し上げ

ます。 
 

令和２年３月 

日野市長  大坪 冬彦  
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第１章 計画の策定にあたって 
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１ 計画策定の背景 

我が国の急速な少子・高齢化の進展は、人口構造にひずみを生じさせ、労働力人口

の減少や社会保障負担の増加、地域社会の活力低下など、社会経済への深刻な影響を

与えるものとして懸念されています。 

また、核家族化の進展、地域におけるコミュニ

ティの希薄化、児童虐待の顕在化、経済的に困難

な状況にある世帯における子どもたちへの貧困

の連鎖、若年層における自殺の深刻化など、子ど

もと家庭を取り巻く環境は大きく変化していま

す。加えて、IoT（Internet of Things：インタ

ーネットにつながっていなかったモノをつなぐ

こと）、ロボット、人工知能（AI）、ビッグデータ

といった社会の在り方に影響を及ぼす新たな技

術の進展が進んできており、学校や学びの在り

方など新たな局面を迎えています。 

こうしたことから、子どもを産み、育てる喜びが実感できる社会の実現、次世代の

子どもたちが未来を生き抜く力を身に付けることができる社会の構築など、子育て・

子育ちを社会全体で支援していくことが喫緊の課題となっています。 

このような社会情勢の変化の中、これまで国では、平成 24 年８月に『子ども・子

育て支援法』をはじめとする子ども・子育て関連３法を成立させ、平成 27 年４月か

ら幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を進める『子ど

も・子育て支援新制度』をスタートさせました。 

しかしながら、25 歳から 44 歳の女性就業率の上昇や、それに伴う保育の申込者

数の増加などにより、平成 30 年４月時点の全国の待機児童数は１万 9,895 人と以

前に比べれば減少傾向となっているものの、保育を必要とするすべての子ども・家庭

が利用できていない状況です。 

待機児童の解消は待ったなしの課題であり、国では平成 29 年６月に『子育て安心

プラン』を公表し、平成 30 年度から令和４年度末までに女性の就業率 80％にも対

応できる約 32 万人分の保育の受け皿を整備することとしています。 

また、就学児童においても、更なる共働き家庭等の児童数の増加が見込まれており、

平成 30 年９月には、『新・放課後子ども総合プラン』を策定し、次代を担う人材を育

成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行う

ことができるよう、放課後等に全ての児童を対象として学習や体験・交流活動などを

行う事業の計画的な整備等を進めていくこととされました。  
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２ 計画策定の趣旨 

本市においては、『子ども・子育て支援法』に基づき、平成 27 年 3 月に『新！ひ 

のっ子すくすくプラン（日野市子ども・子育て支援事業計画）』を策定しました。 

このような中、平成 27 年度に策定した第５次日野市基本構想・基本計画（2020

プラン）後期基本計画では、将来都市像「ともに創ろう 心つながる 夢のまち 日

野」の実現に向けて「市民が主役のまち」、「水とみどりのまち」、「つながりを大切に

するまち」、「持続可能なまち」の４つの基本理念のもと、７つのまちづくりの柱「参

画と協働のまち」、「子どもが輝くまち」、「健やかでともに支えあうまち」、「日野人・

日野文化を育てるまち」、「自然と調和した環境に優しいまち」、「安全で安心して暮ら

せるまち」、「地域の魅力を活かした活力あるまち」を掲げました。 

まちづくりの柱の一つ「子どもが輝くまち」では家庭・地域と連携し、子どもの学

びを支え育む、また妊娠から出産・子育てまで切れ目なく支える事を重点目標として

取り組みを進めています。 

本市では、これまでも子どもの健やかな成長と子育て家庭を支援するため、保育の

量的拡充や多様な保育サービスの提供、地域における子ども・子育て支援などに取り

組み、次代を担う子どもたちが強く、たくましく生き抜けるよう、生まれる前から進

学や就労まで、切れ目ない施策の一層の充実を図ってきました。 

教育・保育事業、地域子ども子育て支援事業について、現状ではニーズに対し提供

体制が確保されていますが、今後においては、提供内容の質の向上に向けて、さらな

る追求を行い、子育て支援事業の充実を図っていくことが必要です。 

この度、『新！ひのっ子すくすくプラン（日野市子ども・子育て支援事業計画）』が

令和元年度で最終年度を迎えることから、引き続き計画的に施策を推進するため『新！ 

ひのっ子すくすくプラン 第２期日野市子ども・子育て支援事業計画』を策定し、社

会状況の変化に対応しつつ、各計画と連携しながら、子ども・子育て支援施策を総合

的に推進していき、切れ目のない支援による子育て環境の充実を目指していきます。 
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３ 計画の位置付け 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく子ども・子育て支援事業計画と

して、すべての子どもの健やかな育ちと子育て中の保護者を支援するとともに、市民

が子育てについて理解と認識を深め、家庭、教育・保育施設、学校、事業者や行政機

関などが相互に協力し、地域社会が一体となって子ども・子育て支援を推進するもの

です。 

また、本計画は、次世代育成支援対策推進法による「市町村行動計画」として策定

するとともに、第５次日野市基本構想・基本計画（2020 プラン）後期基本計画の子

ども・子育てに関連する分野の部門別計画として位置づけ、日野市 SDGs※未来都市

計画等とも整合を図り将来を見据えた計画とします。 

 

 

 

 

     

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※SDGs：国連が決議した世界が 2030 年までに目指す持続可能な開発目標  
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４ 計画の期間と対象 

【計画の期間】 

「子ども・子育て支援法」において、市町村は 5 年を 1 期とする計画を定めるもの

となっており、5 年ごとに策定するものとされていることから、日野市における本計

画は令和 2 年度から令和 6 年度までを計画期間とします。 

 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

     

 
【計画の対象】 

本計画は、日野市に生活する 18 歳未満の子どもとその育成に関わりのあるすべて

の人々・関係する機関等を対象としています。 

※本計画においては「人々」と表現します。 

 

５ 計画の策定体制 

（１）市民ニーズ調査の実施 

本市では、令和２年度から令和６年度を計画期間とする「新！ ひのっ子すくすく

プラン 第２期日野市子ども・子育て支援事業計画」の策定に伴い、この事業計画に

必要となる子育て世帯の保護者の就労状況や教育・保育施設等の利用に関する意向、

その他の実状を把握するため「日野市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」を実

施しました。 

 

① 調査区分と主な調査目的 

未就学児童保護者：教育・保育及び地域子育て支援事業量のニーズ量を把握する。 

小学生本人   ：放課後の居場所など、生活実態と意識を把握する。 

小学校児童保護者：地域子育て支援事業量のニーズ量（学童クラブ）を把握する。 

中学生     ：子ども本人の生活状況と意識、将来に対する意識を把握する。 

高校生     ：子ども本人の生活状況と意識、将来に対する意識を把握する。 

成人男女  ：将来のライフコース、ワーク・ライフ・バランスの現状を把握する。 

関連事業者・団体：子育てに関する担い手の現状を把握する。 

市内の企業   ：子育て支援策の実施状況を把握する。 

新！ ひのっ子すくすくプラン 

第２期日野市子ども・子育て支援事業計画 
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② 調査期間 

平成 30 年 10 月から平成 30 年 12 月 

 

③ 回収状況 

区分 調査対象 配布数 回収数 回収率 

未就学児童保護者 ０～５歳の子どもの保護者 1,600通 990通 61.9％ 

小学生本人 ５年生の子ども 1,529通 1,409通 92.2％ 

小学校児童保護者 １～６年生の子どもの保護者 1,200通 740通 61.7％ 

中学生 中学１～３年生の本人 400通 209通 52.3％ 

高校生 高校１年生の本人 320通 319通 99.7％ 

成人男女 
子どものいない 18～30代の

成人 
400通 100通 25.0％ 

関連事業者・団体 
保育園、幼稚園、子育て活動

グループ、ＮＰＯなど 
67通 48通 71.7％ 

市内の企業 日野市商工会加入事業所 100通 33通 33.0％ 

 

（２）日野市子ども・子育て支援会議による審議 

計画の策定にあたり、子育て当事者等の意見を反映するとともに、子どもたちをと

りまく環境や子育て家庭の実情を踏まえた計画とするため、市民、事業主、学識経験

者及び子ども・子育て支援に関する事業に従事する者等で構成する「日野市子ども・

子育て支援会議」を設置し、計画の内容について協議しました。 

 

（３）パブリックコメントの実施 

令和 2 年（2020 年）1 月 1 日～1 月 31 日に、パブリックコメントを実施し、

計画素案に対する幅広い意見を聴取しました。 

  



 

7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 日野市の現状 
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年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上）

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

１ 日野市の状況 

（１）人口の状況        

① 年齢３区分別人口の推移 

本市の各年の3月末における人口推移をみると、総人口は年々増加し、平成31年で

185,530人となっています。また、年齢３区分別人口構成の推移をみると、年少人口

（０～14歳）は減少しているのに対し、老年人口（65歳以上）は増加しており、少

子高齢化が進んでいます。 

 

年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

 

② 年齢別就学前児童数の推移 

本市の０歳から５歳の子ども人口は平成28年以降減少傾向にあり、平成31年４月

現在で9,107人となっています。特に他の年齢に比べ、１歳の減少率が高くなってい

ます。 

 

子ども人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）  

資料：住民基本台帳（各年３月末現在）

23,944 23,999 23,926 23,710 23,532

114,961 114,903 115,158 115,594 116,102

43,031 44,051 44,901 45,457 45,896

181,936 182,953 183,985 184,761 185,530

0

50,000

100,000

150,000

200,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

資料：住民基本台帳（各年３月末現在）

1,505 1,587 1,528 1,368 1,400

1,577 1,569 1,612 1,548 1,407

1,605 1,582 1,575 1,607 1,547

1,571 1,602 1,574 1,581 1,625

1,626 1,573 1,597 1,578 1,559

1,599 1,630 1,570 1,598 1,569

9,483 9,543 9,456 9,280 9,107 

0

4,000

8,000

12,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)
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６歳 ７歳 ８歳 ９歳 10歳 11歳

一般世帯数 核家族世帯数 一般世帯に占める核家族世帯の割合

 

 

③ 年齢別就学児童数の推移 

本市の６歳から11歳の子ども人口は平成27年以降横ばいで、平成31年４月現在で

9,616人となっています。平成27年と平成31年を比較すると、特に他の年齢に比べ、

９歳は増加率が高くなっており、10歳は減少率が高くなっています。 

 

子ども人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

 

（２）世帯の状況        

① 一般世帯・核家族世帯の状況 

本市の核家族世帯数は年々増加しており、平成27年で46,582世帯となっています。

また、一般世帯数も年々増加していますが、一般世帯に占める核家族世帯の割合は横

ばいです。 

 

世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  

資料：住民基本台帳（各年３月末現在）

1,564 1,613 1,630 1,561 1,605

1,605 1,561 1,603 1,634 1,565

1,594 1,617 1,554 1,606 1,649

1,487 1,593 1,604 1,577 1,602

1,633 1,487 1,603 1,602 1,588

1,638 1,639 1,487 1,612 1,607

9,521 9,510 9,481 9,592 9,616 

0

4,000

8,000

12,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

77,349 80,040
84,823

43,283 45,107 46,582

56.0 56.4 54.9

0.0

20.0

40.0

60.0

0

40,000

80,000

120,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)
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平成17年 平成22年 平成27年

18歳未満の子どもがいる一般世帯 18歳未満の子どもがいる核家族世帯

18歳未満の子どもがいる核家族世帯の割合

６歳未満の子どもがいる一般世帯 ６歳未満の子どもがいる核家族世帯

６歳未満の子どもがいる核家族世帯の割合

 

 

② 18歳未満の子どもがいる世帯の状況 

本市の18歳未満の子どもがいる一般世帯数は年々増加しており、平成27年で

17,419世帯となっています。また、18歳未満の子どもがいる核家族世帯数、核家族

世帯の割合も年々増加しています。 

 

18歳未満の子どもがいる世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

③ ６歳未満の子どもがいる世帯の状況 

本市の６歳未満の子どもがいる一般世帯数は横ばいで、平成27年で7,253世帯と

なっています。また、６歳未満の子どもがいる核家族世帯数も横ばいですが、核家族

世帯の割合は年々増加しています。 

 

６歳未満の子どもがいる世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  

16,033 16,771 17,419

14,620 15,404 16,114

91.2 91.8 92.5

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

0

6,000

12,000

18,000

24,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)

7,247 7,136 7,253
6,788 6,738 6,907

93.7 94.4 95.2

0.0

25.0

50.0

75.0

100.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)
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18歳未満の子どもがいる母子世帯 18歳未満の子どもがいる父子世帯

 

 

④ ひとり親世帯の推移 

本市の18歳未満の子どもがいる母子世帯は年々減少しており、平成27年で692世

帯となっています。また、18歳未満の子どもがいる父子世帯も年々減少しています。 

 

ひとり親世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

（３）出生の状況        

① 出生数の推移 

本市の出生数は平成28年までは増加傾向となっておりましたが、年々減少しており、

平成29年は1,414人と過去５年間で最も少なくなっています。 

 

出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都保健福祉局 人口動態統計 

  

1,497 1,457
1,558 1,568

1,414

0

600

1,200

1,800

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

(人)

803

700 692

118 88 65

0

300

600

900

平成17年 平成22年 平成27年

(世帯)
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日野市 東京都 全 国

 

 

② 合計特殊出生率の推移 

合計特殊出生率は１人の女性が一生の間に産むとしたときの平均の子どもの数であ

り、この数字は一般に少子化問題との関係で用いられます。本市の合計特殊出生率は

増減を繰り返しながら推移しており、平成29年で1.35と最も低くなっています。ま

た、全国・都と比較すると、都より高く、全国より低い値となっています。 

 

合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：東京都保健福祉局 人口動態統計 

 

③ 母親の年齢（５歳階級）別出生割合の推移 

本市の母の年齢（５歳階級）別出生割合の推移をみると、平成25年に比べ平成29

年で、20～29歳の割合が減少しているのに対し、30～44歳の割合が増加している

ことから晩産化が進行していることがうかがえます。 

 

母の年齢（５歳階級）別出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：東京都保健福祉局 人口動態統計  

0 .6 4 .7 

22 .8 

37 .4 

26 .7 

7 .4 
0 .4 1.3

5.7

25.5

36.1

26.3

4.7
0.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45歳

以上

（％）

1.38
1.35

1.45

1.49

1.35

1.13 1.15

1.24 1.24
1.21

1.43 1.42
1.45

1.44

1.43

1.00

1.20

1.40

1.60

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

平成29年 平成25年
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平成27年 平成22年

平成27年 平成22年

 

（４）未婚・結婚の状況        

① 年齢別未婚率の推移 

本市の年齢別未婚率の推移をみると、平成22年に比べ平成27年で、特に29歳以下

の未婚率が減少していることから、晩婚化が進行していることがうかがえます。 

 

年齢別未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 

 

（５）就業の状況        

① 女性の年齢別就業率の推移 

本市の女性の年齢別就業率は、出産・育児期に落ち込み、再び増加するM字カーブ

を描いています。落ち込みの大きい30～39歳の就業率は平成22年に比べ平成27年

で上昇し、近年ではＭ字カーブは緩やかになっています。 

 

女性の年齢別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査  

92.4 
85.8 

59.0 

32.1 

20.8 

17.8 14.3 

98.6
91.7

61.9

32.9
22.5

16.4 13.7

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

15～
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20～
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25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

（％）

12.7 

47.8 

65.1 

59.7 
57.0 

60.0 

65.1 

65.0 
60.7 

45.5 

27.7 

14.7 7.5 
4.3 

1.7 

14.5

52.8

67.9

56.9
54.2

59.0

66.0

63.2
57.0

40.4

23.5

13.2

7.2
4.1

2.1

0.0

25.0

50.0

75.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）
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既婚 未婚 差分

日野市 東京都 全 国

 

 

② 女性の年齢別就業率（国・都比較） 

本市の平成27年の女性の年齢別就業率を全国、都と比較すると、各年代で全国より

低いものの、59歳以下では東京都より高くなっています。 

 

女性の年齢別就業率（国・都比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 27年） 

 

③ 女性の年齢別就業率（既婚・未婚比較） 

本市の平成27年の女性の未婚・既婚別就業率をみると、特に20歳代から30歳代に

おいて既婚者に比べ未婚者の就業率が高くなっています。 

 

女性の年齢別就業率（既婚・未婚比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 27年） 
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２ アンケート調査結果からみえる現状 

本項では、アンケート調査の主な結果のみ掲載しています。なお、５ページの

「（１）市民ニーズ調査の実施」において、調査対象など調査の概要を掲載していま

す。また、詳細な調査結果は、日野市ホームページ（http://www.city.hino.lg.jp/ 

shisei/keikaku/kodomo/hoiku/shien/1009118.html）の「平成30年度第５回

日野市子ども・子育て支援会議 資料１」に掲載しています。 

 

（１）子どもと家族の状況について        

① 日常的・緊急時にみてもらえる親族・知人の有無 

「緊急時もしくは用事の際には祖父

母等の親族に預かってもらえる」の割

合が 57.6％と最も高く、次いで「いず

れもいない」の割合が 17.6％、「日常

的に祖父母等の親族に預かってもらえ

る」の割合が 16.3％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「緊

急時もしくは用事の際には祖父母等の

親族に預かってもらえる」の割合が増

加しています。 

 

② 母親の就労状況 

「以前は就労していたが、現在は就

労していない」の割合が 34.5％と最も

高く、次いで「フルタイムで就労してお

り、産休・育休・介護休業中ではない」

の割合が 28.3％、「パート・アルバイ

ト等で就労しており、産休・育休・介護

休業中ではない」の割合が 19.4％とな

っています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「フ

ルタイムで就労しており、産休・育休・

介護休業中ではない」の割合が増加し

ています。一方、「以前は就労していた

が、現在は就労していない」の割合が減

少しています。  

平成30年度調査

(回答者数 = 990)

平成25年度調査

(回答者数 = 858)

％

日常的に祖父母等の親族に預
かってもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖

父母等の親族に預かってもらえ
る

日常的に子どもを預けられる友

人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子

どもを預けられる友人・知人が
いる

いずれもいない

無回答

16.3

57.6

2.1

14.3

17.6

6.1

17.5

51.2

2.6

13.8

20.6

6.9

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 990)

平成25年度調査

(回答者数 = 858)

％

フルタイムで就労しており、産
休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、
産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労して
おり、産休・育休・介護休業中で
はない

パート・アルバイト等で就労して
いるが、産休・育休・介護休業
中である

以前は就労していたが、現在は
就労していない

これまでに就労したことはない

無回答

28.3

12.2

19.4

1.6

34.5

3.0

0.9

23.2

7.7

14.8

1.2

45.8

5.7

1.6

0 20 40 60 80 100
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③ 母親の就労意向（就労者の就労意向） 

「パート・アルバイト等の就労を続

けることを希望」の割合が 47.1％と最

も高く、次いで「フルタイムへの転換希

望はあるが、実現できる見込みはない」

の割合が 29.3％、「フルタイムへの転

換希望があり、実現できる見込みがあ

る」の割合が 10.6％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、大

きな変化はみられません。 

 

 

④ 母親の就労意向（未就労者の就労意向） 

「１年より先、一番下の子どもが

（   ）歳になったころに就労した

い」の割合が 56.5％と最も高く、次い

で「すぐにでも、もしくは１年以内に就

労したい」の割合が 16.9％、「子育て

や家事などに専念したい（就労の予定

はない）」の割合が 15.3％となってい

ます。 

平成 25 年度調査と比較すると、「１

年より先、一番下の子どもが（   ）

歳になったころに就労したい」の割合

が増加しています。一方、「子育てや家

事などに専念したい（就労の予定はな

い）」の割合が減少しています。 

 

※（   ）には回答者が任意の数字を記入しています。 

 

 

 

 

 

平成30年度調査

(回答者数 = 208)

平成25年度調査

(回答者数 = 137)

％

フルタイムへの転換希望があ
り、実現できる見込みがある

フルタイムへの転換希望はある
が、実現できる見込みはない

パート・アルバイト等の就労を
続けることを希望

パート・アルバイト等をやめて子
育てや家事に専念したい

無回答

10.6

29.3

47.1

5.3

7.7

0.0

12.4

26.3

47.4

4.4

9.5

0 20 40 60 80 100

％

子育てや家事などに専念したい
（就労の予定はない）

１年より先、一番下の子どもが（
）歳になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に
就労したい

無回答

15.3

56.5

16.9

11.3

0.0

21.3

50.2

20.6

7.9

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 372)

平成25年度調査

(回答者数 = 442)
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（２）平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について        

① 平日の定期的な教育・保育事業の利用の有無 

「利用している」の割合が 70.6％、

「利用していない」の割合が 29.1％と

なっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「利

用している」の割合が増加しています。

一方、「利用していない」の割合が減少

しています。 

 

② 平日の定期的に利用している教育・保育事業 

「認可保育所（国が定める最低基準

に適合した施設で都道府県等の認可を

受けた定員２０人以上のもの）」の割合

が 54.4％と最も高く、次いで「幼稚園

（通常の就園時間の利用）」の割合が

30.6％、「幼稚園の預かり保育（通常の

就園時間を延長して預かる事業のうち

定期的な利用のみ）」、「自治体の認証・

認定保育施設（認可保育所ではないが、

自治体が認証・認定した施設）」の割合

が 5.6％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「認

可保育所（国が定める最低基準に適合

した施設で都道府県等の認可を受けた

定員２０人以上のもの）」の割合が増加

しています。一方、「幼稚園（通常の就

園時間の利用）」の割合が減少していま

す。 

 

※「小規模な保育施設（国が定める最低基準に適合した  

施設で市町村の認可を受けた定員概ね６～19 人の 

もの）」は今回からの選択肢です。  

平成30年度調査

(回答者数 = 990)

平成25年度調査

(回答者数 = 858)

％

利用している

利用していない

無回答

70.6

29.1

0.3

0.0

63.4

36.4

0.2

0 20 40 60 80 100

％

幼稚園（通常の就園時間の利

用）

幼稚園の預かり保育（通常の就

園時間を延長して預かる事業の

うち定期的な利用のみ）

認可保育所（国が定める最低基

準に適合した施設で都道府県

等の認可を受けた定員２０人以

上のもの）

認定こども園（幼稚園と保育施

設の機能を併せ持つ施設）

小規模な保育施設（国が定める

最低基準に適合した施設で市

町村の認可を受けた定員概ね６

～１９人のもの）

家庭的保育（保育者の家庭等

で５人以下の子どもを保育する
事業　※保育ママ　）

事業所内保育施設・企業主導
型保育事業　（企業が主に従業

員用に運営する施設）

自治体の認証・認定保育施設

（認可保育所ではないが、自治

体が認証・認定した施設）

その他認可外の保育施設

居宅訪問型保育（ベビーシッ

ターのような保育者が子どもの

家庭で保育する事業）

ファミリー・サポート・センター

（地域住民が子どもを預かる事

業）

その他

無回答

30.6

5.6

54.4

3.9

2.3

0.1

1.3

5.6

1.3

0.1

0.7

2.3

0.0

37.5

5.9

48.9

3.1

-

0.2

1.1

6.8

1.1

0.2

0.9

2.4

0.0

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 699)

平成25年度調査

(回答者数 = 544)
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③ 平日、定期的に利用したい教育・保育事業 

「認可保育所（国が定める最低基準

に適合した施設で都道府県等の認可を

受けた定員２０人以上のもの）」の割合

が 58.1％と最も高く、次いで「幼稚園

（通常の就園時間の利用）」の割合が

45.1％、「幼稚園の預かり保育（通常の

就園時間を延長して預かる事業のうち

定期的な利用のみ）」の割合が 31.7％

となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、「認

可保育所（国が定める最低基準に適合

した施設で都道府県等の認可を受けた

定員２０人以上のもの）」の割合が増加

しています。一方、「幼稚園（通常の就

園時間の利用）」「事業所内保育施設・企

業主導型保育事業 （企業が主に従業

員用に運営する施設）」の割合が減少し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 990)

平成25年度調査

(回答者数 = 858)

％

幼稚園（通常の就園時間の利

用）

幼稚園の預かり保育（通常の就

園時間を延長して預かる事業の

うち定期的な利用のみ）

認可保育所（国が定める最低基

準に適合した施設で都道府県

等の認可を受けた定員２０人以

上のもの）

認定こども園（幼稚園と保育施

設の機能を併せ持つ施設）

小規模な保育施設（国が定める

最低基準に適合した施設で市

町村の認可を受けた定員概ね６

～１９人のもの）

家庭的保育（保育者の家庭等

で５人以下の子どもを保育する

事業  ※保育ママ  ）

事業所内保育施設・企業主導

型保育事業　（企業が主に従業

員用に運営する施設）

自治体の認証・認定保育施設

（認可保育所ではないが、自治

体が認証・認定した施設）

その他認可外の保育施設

居宅訪問型保育（ベビーシッ

ターのような保育者が子どもの

家庭で保育する事業）

ファミリー・サポート・センター

（地域住民が子どもを預かる事

業）

その他

無回答

45.1

31.7

58.1

24.9

10.3

3.4

3.9

7.8

1.4

4.9

8.1

1.4

1.8

53.0

34.0

48.1

23.0

9.4

3.4

9.0

7.5

0.8

5.8

10.8

1.5

3.0

0 20 40 60 80 100
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（３）地域の子育て支援事業の利用状況について   

※ 地域の子育て支援事業とは、親子が集まって過ごしたり、相談をしたり、情報提供を受けたりする場で、地域子ども

家庭支援センター、保育園、児童館などで開設され、「子育てひろば」と呼ばれるものを指します。    

  

① 地域子育て支援拠点事業の利用状況 

「地域子育て支援拠点事業」の割合

が 27.0％、「利用していない」の割合

が 69.7％となっています。 

 

 

 

② 地域子育て支援拠点事業の利用希望 

「新たに利用したり、利用日数を増

やしたいとは思わない」の割合が

59.6％と最も高く、次いで「利用して

いないが、今後利用したい」の割合が

22.1％、「すでに利用しているが、利用

日数を増やしたい」の割合が 10.6％と

なっています。 

 

（４）一時預かり等の利用状況について        

① 不定期の教育・保育の利用状況 

「利用していない」の割合が 78.4％

と最も高く、次いで「幼稚園の預かり保

育」の割合が 10.0％、「一時預かり」の

割合が 5.1％となっています。 

 

 

 

 

② 宿泊を伴う一時預かり等の有無と対応 

「あった」の割合が 13.5％、「なか

った」の割合が 83.8％となっています。 
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（５）小学校就学後の過ごさせ方について        

① 就学児童保護者の小学校就学後（低学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「習い事 （ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）」の割合が 43.9％

と最も高く、次いで「自宅」の割合が

41.8％、「放課後子ども教室「ひのっち」」

の割合が 36.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 就学児童保護者の小学校就学後（高学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「習い事 （ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）」の割合が 58.5％

と最も高く、次いで「自宅」の割合が

53.9％、「放課後子ども教室「ひのっち」」

の割合が 33.6％となっています。 
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（６）育児休業制度の利用状況について        

① 育児休業の取得状況 

母親では「取得した（取得中である）」

の割合が 44.7％と最も高く、次いで

「働いていなかった」の割合が 41.8％、

「取得していない」の割合が 11.9％と

なっています。 

父親では「取得していない」の割合が

87.8％と最も高く、次いで「取得した

（取得中である）」の割合が 4.0％とな

っています。 

 

 

（７）相談の状況について        

① 就学前児童保護者の気軽に相談できる人の有無 

「いる／ある」の割合が 83.6％、「い

ない／ない」の割合が 7.3％となってい

ます。 

平成 25 年度調査と比較すると、「い

る／ある」の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

② 就学児童の保護者の気軽に相談できる人の有無 

「いる／ある」の割合が 89.3％、「な

い」の割合が 10.0％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、大

きな変化はみられません。 

  

母親

(回答者数 = 990)

父親

(回答者数 = 990)

％

働いていなかった

取得した（取得中である）

取得していない

無回答

41.8

44.7

11.9

1.5

0.0

0.8

4.0

87.8

7.4

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 990)

平成25年度調査

(回答者数 = 858)

％

いる／ある

いない／ない

無回答

83.6

7.3

9.1

0.0

90.1

5.6

4.3

0 20 40 60 80 100

％

いる／ある

ない

無回答

89.3

10.0

0.7

0.0

89.3

10.2

0.5

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 740)

平成25年度調査

(回答者数 = 655)
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③ 就学前児童の保護者の気軽に相談できる相談先 

「友人や知人」の割合が 80.9％と最

も高く、次いで「祖父母等の親族」の割

合が 80.1％、「保育士」の割合が

30.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 就学児童の保護者の気軽に相談できる相談先 

「友人や知人」の割合が 84.0％と最

も高く、次いで「祖父母等の親族」の割

合が 71.0％、「学校の職員・先生」の割

合が 26.9％となっています。 
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（８）子育て全般について        

① 就学前児童保護者の地域における子育ての環境や支援の満足度 

「3」の割合が 43.9％と最も高く、

次いで「4」の割合が 28.5％、「2」の

割合が 17.3％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、大

きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

② 就学児童の保護者の地域における子育ての環境や支援の満足度 

「３」の割合が 47.4％と最も高く、

次いで「４」の割合が 30.3％、「２」の

割合が 12.7％となっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、大

きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 990)

平成25年度調査

(回答者数 = 858)

％

1

2

3

4

5

無回答

3.1

17.3

43.9

28.5

5.1

2.1

0.0

4.3

13.9

40.7

33.1

5.9

2.1

0 20 40 60 80 100

満足度が低い 

満足度が高い 

平均点 3.2 

％

1

2

3

4

5

無回答

3.2

12.7

47.4

30.3

5.1

1.2

0.0

2.7

16.2

49.0

26.4

4.3

1.4

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 740)

平成25年度調査

(回答者数 = 655)

満足度が低い 

満足度が高い 

平均点 3.2 
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３ 第２期計画に向けた現状と課題 

第 2 期計画に向け、「国の方針及び社会動向」「市の現状」「アンケート調査結果」な

どを踏まえ、課題を整理しました。 

 

基本目標Ⅰ 子育ての豊かさと楽しさの発見        

《保育所や学童クラブ等の整備等》 

〇子どもの人口減少傾向が予測される中、母親の就業率の増加や保護者の就労形態の

変化を踏まえて利用者のニーズに対応し、施設整備の必要性を見極めていくこと。 

〇学童クラブについては、必要とする児童全員の受け入れと育成環境の充実ができる

よう民間活力を積極的に取り入れて、計画的な整備を行うこと。 

○保育士及び支援員等の担い手の確保をしていくこと。 

○保育士及び支援員等の資質向上に努め、質の高い保育を進めること。 

〇児童館機能の充実と職員の専門職化を目指すこと。 

《相談等》 

○保護者の孤立を防ぎ、子育ての悩みや保護者自身の悩みを抱え込むことがないよう、

身近で気軽に相談できる仕組みや体制を構築し、妊娠、出産、産後、子育て期にお

ける切れ目ない支援を行うこと。 

〇相談相手がいない方や子どもの預け先がない方への対策（周知やアウトリーチなど）

を行い、既存事業へつなげること。 

〇複雑化かつ深刻化した相談内容に対応するため、専門相談できる体制の整備や専門

機関同士の連携を行うこと。 

《生活に困難を抱える家庭への支援》 

〇支援が必要な家庭に、適切なサービスや支援を結び付けるとともに、地域の支援者

と連携しながら、生活に困難を抱える家庭への支援を行うこと。 

〇ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援するため、日常生活を支援し、相談体制を

充実すること。 

《虐待防止対策》 

〇児童虐待防止の広報・啓発の充実に努めるとともに、要保護児童対策地域協議会の

機能強化を図り、子どもの虐待（疑いを含む）を発見した際に、速やかに通告し連

携、支援できる体制を強化すること。 

〇関係機関とともに、虐待防止対策に対する知識を深めること。 
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《ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた環境づくり》 

〇母親の育児休業の取得は進んでいるものの、希望する保育所に入るために、仕事へ

早期復帰している現状があるため、利用者のニーズに対応して多様な子育て支援サ

ービスの展開や保育所や学童クラブなど整備の必要性を見極めていくこと。 

○女性の育児休業取得率は、制度の着実な定着が図られているものの、男性の取得率

が依然低いことから、社会全体で育児休暇制度を利用しやすい気運の醸成を図るこ

と。  

 

基本目標Ⅱ 一人ひとりが輝く主体的でたくましいひのっ子育ち       

《心を豊かにする学習・体験》 

〇体験的な学習活動を通じて子どもの創造性と自主性を育む教育を充実させていくこ

と。 

《特別な配慮を必要とする子どもへの支援》 

〇障害児への対応をはじめ、児童虐待等配慮を必要とする子どもの個々の状況に応じ

たサポート体制を充実すること。 

《子ども、家庭、学校への支援》 

〇関連機関が連携し、一貫した支援体制を整備すること。 

〇発達に支援が必要な子どもを早期発見・早期支援を行うために連携を強化し、相談

体制の充実を図ること。 

〇発達に支援が必要な子どもの地域の居場所において、地域支援体制の充実を図るこ

と。 

〇いじめや不登校の未然防止、早期発見・早期対応できる対策を総合的に進めていく

こと。 

〇学校の集団生活や学習に困難を抱える子どもの増加に伴い、指導方法の助言など学

校支援のニーズに対応していくこと。 

 

基本目標Ⅲ 共に生き、互いに育てあうまち        

《地域の担い手》 

〇地域における支え合いの基盤が弱まる中、新たな担い手を発掘していくこと。 

《環境整備》 

〇乳幼児を連れて子育て中の方が気軽に外出できる環境を整備すること。 
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《安心・安全》 

○警察・生活安全関係機関との連携強化を図り、安全への注意喚起の継続をすること。 

〇子どもが事件や事故に巻き込まれないよう、子どもが利用する空間を、地域ぐるみ

で見守る意識を高めること。 

 

基本目標Ⅳ 命を慈しむ心を育て、次の世代の親を育てる      

《家族や地域とのふれあい》 

 

〇子どもの成長にとって家庭の役割がいかに重要であるかの再認識を促すこと。 

〇学校、地域社会などそれぞれの場で多様な人々との交流を促すこと。 

《子どもの人権意識》 

 

〇子どもがひとりの人間として、人格や個性を最大限に尊重され、自分の意見を表明

できるように支援すること。 
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第３章 計画の基本理念、基本目標 
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１ 基本理念 

本計画では、「子どもが育ち・子どもと育つ・寄り添う地域・あふれる笑顔」の理念

や方向性などを引き継ぐとともに、計画の基本的な視点をさらに明確に反映し、これ

からの日野市を支える子どもたちの成長を地域とともに支え、未来に夢と希望のもて

るまちをめざしていきます。 

「日野市子ども条例」にうたわれているように、い

つの時代にも子どもは社会の宝であり、日本の尊い「財

産」であり、未来への希望です。すべての子どもはかけ

がえのない存在として、その尊厳は守らなければなり

ません。 

また、「子どもの最善の利益」のために、子どもの育

ちにとって何が望ましいのかを第一に考えることが重

要です。 

さらに、子ども・子育て支援は、父母その他の保護者

が子育てについての第一義的責任を有するという基本

的認識のもと、子どもの過ごす場にいる大人がどうい

うまなざしをもって子どもと接するかが大切です。 

加えて、本計画を策定していく議論の中で、子ども一人ひとりを大切にし、発達段

階に応じた支援を受けられるように環境を整え、様々な施策の「量」よりも「質」を

重視していくという考え方が示されました。これらを実現するため、育ってほしい子

どもの姿を「一人ひとりが輝くたくましいひのっ子育ち」として基本理念に掲げるこ

ととしました。 

その実現のために、行政をはじめ、家庭、地域、そして子どもたち自身もそれぞれ

の役割を果たしながら、連携・協力を図り、社会全体で子ども・子育てを支援する新

しい支え合いの仕組みを築いていく計画とします。 

 

基 本 理 念  

子どもが育ち・子どもと育つ 

・寄り添う地域・あふれる笑顔 

～ 一人ひとりが輝くたくましいひのっ子育ち～ 
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２ 基本的な視点 

（１）子どもの育ちの視点        

子どもは、社会の希望、未来をつくる力です。そのためにも、子どもは、家族の愛

情や地域の見守りのもとに養育され、自らも家族や地域・社会の一員としての様々な

役割を果たしながら成長を遂げていくことが必要です。子どもの視点に立ち、幼児期

の人格形成を培う教育・保育については、一人ひとりの子どもにとって良質かつ適切

な内容のものとなるように配慮し、子どもの健やかな成長と発達が保障され、「児童の

権利に関する条約」に定められている「子どもの最善の利益」が実現される社会をめ

ざす取り組みを進めます。 

 

（２）すべての子どもと家庭への支援の視点        

「すべての子どもと家庭」への支援を実現するため、父母その他の保護者が子育て

についての第一義的責任を有することを前提としつつ、保護者の子育てに対する負担

や不安、孤立感を和らげ、自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整える

ことが必要です。 

地域の実情を踏まえ、子どもの成長にとってより良い環境づくりのために身近な地

域で子どもや子育てを見守り、行政だけではなく地域全体で子育てを支援できるよう

な仕組みづくりに取り組みます。 

 

（３）親としての育ちの視点        

教育・保育施設を利用する子どもの家庭のみならず、在宅の子育て家庭を含むすべ

ての家庭及び子どもを対象として、地域のニーズに応じた多様かつ総合的な子育て支

援を量・質両面にわたり充実させることが必要であり、妊娠・出産期からの切れ目の

ない支援を行っていくことが必要です。そのためにも、保護者の気持ちを受け止め、

寄り添いながら相談や適切な情報提供を行うこと、発達段階に応じた子どもとの関わ

り方等に関する保護者の学びへの支援を行うことが重要です。 

 

（４）地域での支え合いの視点        

社会のあらゆる分野におけるすべての人々が、子ども・子育て支援の重要性に対す

る関心や理解を深め、各々が協働し、それぞれの役割を果たすことが必要です。 

子どもの見守りや子育てにおいて、人々が相互に関わり合うことができるような地

域を目指します。  
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３ 基本目標 

「子どもの最善の利益」が実現される社会をめざすため、本計画では、以下の基本

目標に基づき、日野市が主に行う取り組みを位置づけました。 
 

Ⅰ 子どもの育ちと子育ての楽しさの発見        

核家族化や共働き家庭の増加などの社会状況の変化によって、保育ニーズが高まっ

ています。安心して仕事と子育てを両立できる環境づくりの観点から、多様な保育サ

ービスや地域の子育て支援拠点の強化などの充実を図っていくとともに、ワーク・ラ

イフ・バランスの理解や促進に努め、仕事と子育てを両立するための環境づくり、ま

た、男女共同参画による子育てを促進し、「子育てしやすい環境づくり」を推進します。 

地域において子どもたちが健やかに成長していける質の高いサービスが提供され、

すべての家庭がそれぞれの子育てに合ったサービスを利用できるよう、利用者に寄り

添った子育て支援に取り組み、子育てに関する様々な不安や負担感の軽減のため、相

談・情報提供の充実を図ります。 

また、子どもが安心して外出し、のびのびと遊ぶことができるよう、安全・安心な

環境の整備に努めていきます。身近な地域の大人たちが子どもを見守る取り組みを推

進するため、子どもや保護者が参加して交流できる場づくり、新・放課後子ども総合

プランを踏まえた放課後児童対策など、地域資源を活かした総合的な子育て支援体制

づくりをさらに推進します。 
 

Ⅱ 切れ目なく一人ひとりを大切にする支援の充実        

子育ての状況は、核家族化の進行、ライフスタイルや価値観の変化に伴い、多様化

しており、各々の子どもや家庭のニーズに対応したサービスの質・量を充実させる必

要があります。安心して子育てをするためには、教育・保育施設を利用する子どもの

家庭のみならず、在宅の子育て家庭を含むすべての子ども及び子育て家庭を対象とし

て、妊娠・出産期からの切れ目のない支援を行っていくことが必要です。 

増加の一途をたどる児童虐待への対応として、児童虐待防止の広報・啓発の充実 

に努めるとともに、要保護児童対策地域協議会の機能強化を図り、虐待（疑いを含む）

を発見した際に、速やかに関係機関とともに連携、支援できる体制を強化します。 

「子どもの貧困」についても、国が示す方向性等を踏まえながら、相談対応の充実

や負担軽減などの支援施策の充実など、経済的困難を抱える家庭への対応を図ります。  

また、障害者差別解消条例の趣旨を踏まえて、障害のある児童等、配慮が必要な子

どもや保護者を対象に、関係機関等が連携を図りながら、子どもの特性に合わせた継

続的な支援を充実させます。 



 

31 

 

Ⅲ 共に生き、互いに育てあうまち        

次代を担う子どもたちが、社会の一員として自立するためには、心身ともに健やか

に成長し、自ら学び考え行動する力や、社会の発展に主体的に貢献する力を身に付け

ていくことが必要です。地域や子育て支援を行う団体等と密接に連携、協力して、子

どもの成長に応じた適切な支援が受けられる、子育てしやすい環境の整備を進めます。 

また、安全な道路交通環境や防犯・防災といった観点からも、安心して子育てでき

る環境づくりに取り組みます。 

 

Ⅳ 命を慈しむ心を育て、次の世代の親を育てる        

子どもが権利をもつ主体であるといった認識のもと、子どもの育ちを第一に考え、

今後も子どもが健やかに、安心して成長していける環境づくりに努めます。また、心

豊かに育ち合ううえで、子どもと親の健康づくりは重要な課題であり、すべての子ど

もが心身ともに健康で過ごせる環境づくりに取り組みます。 

いじめ防止対策を含めた子どもの人権を守る取り組みや、その権利擁護について広

く市民に周知、啓発を行うとともに、就学前の教育や保育、学校教育の充実を図りま

す。 
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４ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

～
一
人
ひ
と
り
が
輝
く
た
く
ま
し
い
ひ
の
っ
子
育
ち
～ 

子
ど
も
が
育
ち
・
子
ど
も
と
育
つ
・
寄
り
添
う
地
域
・
あ
ふ
れ
る
笑
顔 

［基本理念］ ［ 施策の方向 ］ ［ 基本目標 ］ 

１）多様なニーズを受け
止められる子育て 
支援 

（１）多様な保育の場づくり 
（２）保育の質の向上 
（３）地域の子育て支援拠点の強

化 

（１）市民による子育て支援の輪
づくり 

（２）子育て相談・支援の充実 

（１）子育て世帯への経済的支援 
（２）男女が共同で安心して子育

てできる就労環境づくり 

（１）遊びの場の充実 
（２）学びの場の充実 
（３）農や自然を大切にする体験

活動の充実 
（４）スポーツ活動の充実 

（１）児童虐待への取り組み 
（２）ひとり親家庭への相談機

能・情報提供の充実 
（３）ひとり親家庭の自立に向け

た支援 
（４）不登校・ひきこもりの子へ

の支援 

（１）心の健康を守る支援の充実 
（２）障害のある子どもとない子

どもが共に育つ環境づくり 
（３）食育事業などの充実 
（４）母子保健と医療体制の充実 

（１）子育て支援の強化に向けた
市民活動（ＮＰＯなど）の
支援 

（２）地域で推進する子どもの健
全育成 

（３）地域と学校の連携 

（１）安全、安心なまちづくりの
推進 

（２）子育てしやすいまちづくり 

（１）家族のふれあいの促進 
（２）異年齢交流の促進 
（３）子どもの人権を尊重する意

識の向上 

（１）安心して出産し、育児がで
きる支援 

（２）出産前から育児を学ぶ機会
の充実 

（１）（仮称）子ども包括支援セン
ターの設置 

２）子育てを励ます人と
場づくり 

３）ゆとりをもって子育
てするための環境づ
くり 

４）健やかな成長を支え
る遊び・学びの場づ
くり 

３）心と体の健やかな成
長を支える環境づく
り 

１）周産期における医
療・保健・福祉の支
援体制づくり 

２）様々な背景や課題を
抱えた家庭への支援 

１）地域で子どもの成長
を支える仕組みづく
り 

２）安心して子育てがで
きる 安全なまちづ
くり 

１）家族や地域の人との
ふれあいの促進 

Ⅰ 子どもの育
ちと子育て
の楽しさの
発見 

Ⅲ 共に生き、
互いに育て
あうまち 

Ⅱ 切れ目なく
一人ひとり
を大切にす
る支援の充
実 

Ⅳ 命を慈しむ
心を育て、
次の世代の
親を育てる 

４）「すべての子どもの
健やかな成長を切れ
目なく支援する子ど
も・家庭・地域の子
育て機能の総合支援
拠点」の設置 

［ 方針 ］ 

→ p.34 

 

→ p.63 

→ p.85 

→ p.97 

※基本目標については 30～31

ページをご覧ください。 
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第４章 施策の展開 
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基本目標Ⅰ 子どもの育ちと子育ての楽しさの発見 

方針１）多様なニーズを受け止められる子育て支援        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

方針１）多様なニーズを受け止められる子育て支援 

（１）多様な保育の場づくり 

保育園 
認定こども園 
小規模保育 
家庭的保育（保育ママ） 
事業所内保育 
幼児園 
学童クラブ（放課後児童健全育成事業） 
市立幼稚園 
私立幼稚園 
延長保育 
病児・病後児保育 
ファミリー・サポート・センター事業 
トワイライトステイ 
ショートステイ 
一時保育 
休日保育 
外国にルーツがある方への子育て支援の充実 
民間活力導入の推進（保育園・学童クラブ） 

（２）保育の質の向上 

（３）地域の子育て支援拠点の強化 

第三者評価の実施 
保育園の機能の充実 
保育士の研修・交流等 
児童館と学童クラブ職員の研修・交流等 
巡回指導 

地域子ども家庭支援センター 
子育てひろば 
児童館 
放課後子ども教室「ひのっち」 
駅前ミニ子育て応援施設「モグモグ」 
スーパーひのっち「なつひの」全校実施 
児童館の開所時間拡大 
運営協議会の実施（児童館） 
学童クラブの育成時間の延長・拡大 

p.35 

 

p.36 

p.37 

p.38 

p.39 

p.39 

p.40 

p.41 

p.42 

p.43 

p.44 

p.45 
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（１）多様な保育の場づくり 

近年、女性の就労率の上昇や育児休業制度の普及などにより、子育て家庭において

も共働きが増えています。また、変則的な勤務に応じた保育や、急な用事や育児疲れ

解消などを目的とした保育など、ニーズも多様化しており、それらに柔軟に対応した

保育サービスを提供していきます。 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

保育園 

■各保育施設で、保護者
の労働又は疾病その他の
理由で、家庭において必
要な保育を受けることが
困難な未就学児の保育を
実施。 

■就学前児童人口の推移
等を注視し、保育需要を把
握するとともに、各保育施
設が将来にわたり安定し
た事業運営が継続できる
よう、需要と供給のバラン
スを見極めながら、必要な
対応を検討していく。 

継続 保育課 

認定こども園 

■保護者の就労状況等に
かかわらず、幼児期の学
校教育・保育を一体的に
行う、幼稚園と保育所の
両方の機能を併せ持つ施
設。 

■保護者の就労状況等に
関わりなく、3～5歳の子
どもが教育・保育を一緒
に受けられるため保護者
の多様なニーズに対応す
ることができる。 

■多様化する幼児期の教
育・保育ニーズに対応でき
るよう、国・都の動向や私
立幼稚園の意向等を踏ま
え必要に応じて検討して
いく。 

継続 保育課 

小規模保育 

■平成27年度から市町
村の認可事業として開始
された事業。 

■0～2歳児を対象とし、
19人以下の少人数の単
位で、家庭的な雰囲気の
中できめ細かな保育を行
う。 

■３歳以降も保育を希望
する場合の円滑な利用を
図るための連携施設を設
定する。 

■就学前児童人口の推移
や保育需要を注視しなが
ら、必要な対応を検討して
いく。開設が見込まれる場
合には、卒園後の受け皿と
なる連携施設の確保がで
きるよう、必要に応じて支
援していく。 

 

継続 
保育課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

家庭的保育 

（保育ママ） 

■家庭的な雰囲気のも
と、0～2歳児の少人数
（定員5人以下）を対象に
きめ細やかな保育を行
う。 

■日野市では、保育士、教
諭、助産師、保健師又は看
護師のいずれかの資格を
有する者を要件とし、良
質な保育を提供してい
る。 

■事業者の意向や保護者
のニーズ等を踏まえなが
ら、方向性を検討してい
く。 

継続 保育課 

事業所内保育 

■事業所その他の様々な
スペースで、主に企業の
従業員の子どもを預かる
施設だが、一定割合の地
域の子どもを受入れるこ
ととし、一緒に保育を行
う事業。 

■市内事業所の意向や保
護者のニーズ等を踏まえ
ながら方向性を検討して
いく。 

継続 保育課 

幼児園 

■平成17年度から、市立
あさひがおか保育園と市
立第七幼稚園が共通のカ
リキュラムにより遊び・
生活する活動を行ってい
る。 

■同じ地域に住む子ども
たちが保護者の就労に左
右されず、共通の理念で
共に育つことを目指して
開設された。 

■幼児園事業を継続し、保
護者との交流・行事等を通
して地域とのつながりを
深めながら充実を図って
いく。 

継続 
保育課 

学校課 

学童クラブ（放課後児
童健全育成事業） 

■就労等の事由により、
放課後等の時間、家庭に
保護者(養育者)がいない
児童を預かり、育成する
事業。 

■対象:小学校1～3年生
（ただし、障害児は4年生
まで） 

■事業概要 

①施設数（令和2年3月時
点） 

41か所（1施設内に2か
所の学童クラブを設置し
ている場合を含む） 

②育成日 

月曜日から土曜日まで
（祝日・年末年始を除く）
通年利用コースと三季休
業利用コースの選択制 

■学童クラブの利用児童
数は近年増加傾向にあり、
平成31年4月1日現在の
登録児童数は1,981人と
なり、対象児童人口の約
43％が登録されている。 

働く女性の増加等により、
今後も学童クラブを必要
とする児童は増えていく。
引き続き、子どもの発達や
成長、自立の状況に応じ
て、学童クラブを必要とす
るすべての児童が入会で
きるよう、施設整備と拡充
及び学童クラブの職員（放
課後児童支援員）の人員の
確保を実施していく。 

■子どもたちの放課後の
居場所として、児童館、学
童クラブ、ひのっちの3つ
でしっかりと支えること
ができるよう、各事業との
連携を図っていく。 

継続 子育て課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

市立幼稚園 

■生きる力の基礎を培う
幼児教育、幼保小連携教
育、特別支援教育を柱と
して就学前教育に取り組
み、子どもの健やかな成
長を育む事業。 

■対象：4歳児・5歳児 

■事業概要 

①施設数（令和2年3月時
点）4園※令和3年4月よ
り３園 

②保育時間 

月～金9時～14時 

（水曜日は11時半まで） 

■幼稚園公開や職員の研
修を通じて他の幼児機関
と連携を図り、市全体の幼
児教育・保育の充実・発展
に向けて取り組んでいく。 

継続 学校課 

私立幼稚園 

■市内に10園が設置さ
れており、2千人以上の児
童が在籍している。 

■保護者ニーズに対応
し、夕刻までの預かり保
育、送迎サービス、給食の
提供などを実施する園が
増えている。 

■預かり保育などの保育
を補完する事業について
継続し、多様なニーズに応
えていく。 

■新制度に移行しない幼
稚園については幼稚園の
意向を踏まえながら、必要
な支援を行っていく。 

継続 保育課 

延長保育 

■保育園の基本の開所時
間は11時間だが、就労形
態の多様化、長時間の通
勤等に対応するため日野
市内の保育園全園で1～
2時間の延長保育を実施
している。 

■現在の事業を継続し、保
護者のニーズに応えてい
く。 

継続 保育課 

病児・病後児保育 

■保護者が仕事や冠婚葬
祭などの理由により、病
気中や病気の回復期にあ
る0歳から小学校3年生
までの子どもで家庭での
保育が困難な場合に、一
時的に保育をする施設。 

■病児・病後児保育室1か
所、病児保育室1か所、病
後児保育室1か所の合計3
か所で実施していく。 

■ニーズ等踏まえ方向性
を検討する。 

継続 保育課 

ファミリー・サポート・
センター事業 

■手助けが必要な方（依
頼会員）と手助けができ
る方（提供会員）を登録
（無料）して組織化し、
様々な援助活動で助け合
う有償ボランティア活
動。 

■主な活動：「保育援助」
「妊産婦援助」「家事援
助」「高齢者援助」 

■事業のさらなる周知に
より市民の相互援助活動
に関わる会員を増やすと
ともに、ニーズの多様化等
に対応するため、提供会員
の資質の向上と対応力強
化に努める。 

継続 

 

子ども 

家庭支援
センター 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

トワイライトステイ 

■家族の入院、残業等で
保護者の帰宅が夜間にわ
たり、一時的に子どもの
保育ができない場合に夕
方から夜まで預かる事
業。 

■事業概要 

場所：多摩平の森ふれあ
い館２階 

時間等：18時～22時 
月～土 

 ※日曜・祝日・年末年始
は未実施 

対象：1歳～小学校3年生
まで。 

■この事業の利用の主な
理由は保護者の就労や傷
病等であり、共働き家庭の
増加に伴い、夕方から夜に
かけての一時預かりは今
後も利用ニーズが見込ま
れる。現体制を維持、継続
実施し、積極的に周知を行
っていく。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 

ショートステイ 

■家庭における子どもの
養育が様々な事情で困難
となった場合に、宿泊を
伴って一時的に子どもを
預かる事業。 

■事業概要 

対象：2歳～小学校6年生
まで。 

利用日数制限：1利用につ
き7日間まで。 

■子どもの養育が一時的
に困難となり、宿泊を伴う
一時預かりが必要な世帯
は多く存在する。必要とす
る方が利用しやすい事業
となるよう、利用者からの
意見、要望を聞き取ると共
に、積極的に周知も行って
いく。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 

一時保育 

■育児疲れ、通院、出産等
の理由により、乳幼児を
一時的・緊急的に預かる
事業。 

■事業概要 

対象児童：生後3か月～就
学前まで。 

利用時間：8時30分～17
時まで 月～土 

※0歳児の受入れは施設
による 

※利用時間は施設により
異なる 

※一部超過保育あり 

※祝日・年末年始は未実
施 

■就労形態の多様化やリ
フレッシュ等により、一時
保育の利用は、今後も多く
見込まれる。0歳児専用の
施設を含め、令和2年度か
らは市内9か所で実施す
る。今後も継続実施し、積
極的に周知を行っていく。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 

休日保育 

■認可保育園の休園日で
ある、日曜日・祝日等に就
労などで保育が必要な家
庭のための事業。 

■市内2か所で実施してい
く。 

継続 保育課 

外国にルーツがある方
への子育て支援の充実 

■業務で必要とする外国
語版資料の翻訳の推進を
する。 

■施設の表記を外国語で
併記する。 

■相談窓口業務を強化す
る。 

■外国人に必要とされる
情報の検討を進める。施設
内外の表記、児童館の利用
案内、学童クラブの入会案
内等の翻訳等検討と充実
を図る。 

新規 子育て課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

民間活力導入の推進
（保育園・学童クラブ） 

■将来にわたり安定した
保育サービスを提供し、
多様化する保育ニーズに
柔軟に対応するために市
立保育園の民営化を推進
する。（保育課） 

■学童クラブへの民間活
力の導入 

 平成31年4月現在 

 2施設（しんめい学童ク
ラブ、七小学童クラブ）。 

歳出増加の抑制と育成時
間の拡大等を目的に令和
元年度より導入開始 (子
育て課) 

■民営化に伴う子どもや
保護者への影響に配慮し
ながら進めていく。また、
今後の就学前児童人口の
推移等を踏まえ、保育需要
に応じた定員枠の調整等
を必要に応じて検討して
いく。（保育課） 

■学童クラブ入会児童数
の増加や施設の老朽化に
伴う育成環境の整備に向
けた歳出増加の抑制を図
ることや育成時間の拡大
等、学童クラブ事業の充実
を図るため、引き続き民間
活力の導入を実施してい
く。きめ細かい引継ぎを実
施するとともに、民間への
移行後も日野市が責任を
もって指導や助言、研修の
機会を提供していく。(子
育て課) 

拡充 

保育課 

 

子育て課 

 

 

 

（２）保育の質の向上 

幼児教育・保育は、利用希望者の増加にともない、「量的拡充」と「質の向上」が

求められています。提供するサービスの「質の向上」のために、保育士等に研修を行

い、人材の資質向上を目指します。また、福祉サービス第三者評価制度など、チェッ

ク機能も充実していきます。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

第三者評価の実施 

■事業者のサービスの質
の向上と、利用者のサー
ビス選択の参考とするた
め、公正・中立的な第三者
機関が、専門的かつ客観
的な立場からサービスの
質を評価するもの。 

■原則として3年に1回
以上評価を行うことが求
められている。 

■継続して実施すること
で、事業所の最新の情報
を利用者に提供すること
や、絶えずサービスの質
の向上を図っていくこと
ができる。 

■民間保育園等において
は、福祉サービス第三者評
価の定期的な受審が定着
の傾向にあるため、引き続
き実施し、保育の質を向上
させるよう求めていく。 

継続 保育課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

保育園の機能の充実 

■市全体の保育園の機能
を地域で活用するため
に、園庭や行事を地域に
開放、また、講座や体験保
育、保育園児以外の育児
相談等の地域における子
育て支援も重視してい
く。 

■各保育園が特色ある活
動を通して保育の充実を
図ると共に食育・自然観
察、身体づくり、日本伝統・
伝承遊びなどに取り組み、
地域の子育て支援事業を
行っていく。 

継続 保育課 

保育士の研修・交流等 

■保育士の研修について
は、市主催の全体研修、東
京都主催研修、保育園内
研修及び外部研修受講な
どを行っている。 

■全体研修は公立保育
園・民間保育園・認証保育
所の職員を対象としてお
り交流を図っている。 

■民間保育園と公立保育
園の交流事業を通じて「子
育てしたいまち、しやすい
まち日野」を目指す。 

■保育の向上を図るため
に、研修、子ども・職員の
相互交流、地域のネットワ
ークづくりの3本を柱に事
業を進める。 

継続 保育課 

児童館と学童クラブ 
職員の研修・交流等 

■児童館の職員（児童厚
生員）、学童クラブの職員
（放課後児童支援員）の
研修は、市主催の独自研
修、東京都主催等の外部
研修、施設間研修などを
体系的に行っている。 

■独自研修は公設公営・
公設民営の児童館、学童
クラブの職員を対象とし
ており交流を図ってい
る。 

■東京都児童館等職員研
修（基礎研修・中堅テーマ
別研修・リーダー研修）に
参加し、経験年数に応じた
児童厚生員としてのスキ
ルを取得する。 

■児童館の分室である学
童クラブの質を維持・向上
させるため、サポート体制
を強化するとともに、学童
クラブ事業を支援するた
めのスキルアップ研修を
児童館職員に実施する。 

■学童クラブの業務遂行
における基本的な考え方
や心得、必要最低限の知
識・技能を習得することを
目的に、引き続き東京都放
課後児童支援員認定資格
研修を受講する。 

新規 子育て課 

巡回指導 

■子ども・子育て支援法
に基づき、市内の特定教
育・保育施設等の運営状
況等について、助言、指導
することで日野市全体の
保育の質の向上を図る。 

■市内の特定・教育保育施
設等に適正な運営を行っ
てもらうため、施設を巡回
しながら助言、指導し、市
全体の保育の質の向上を
図る。 

新規 保育課 
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（３）地域の子育て支援拠点の強化 

在宅で子育てをする家庭に寄り添う子ども家庭支援センターや児童館などでは、地

域の住民と連携して、子どもの居場所や子育て親子の拠点としての機能拡充を図ると

ともに、悩みなどが気軽に相談でき、ストレスや不安が解消できる場として充実を図

ります。 

利用者間において自然に結びつきが生まれ、子育て仲間の輪が広がっていくことで、

笑顔があふれる地域の姿を目指します。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

地域子ども家庭支援 
センター 

■多摩平、万願寺の2カ所
の地域子ども家庭支援セ
ンターとして、地域の子
育て拠点及び子育てひろ
ばの運営、相談事業、各種
子育て啓発事業、地域の
子育てサークルの支援を
行う。 

■市内21か所の子育てひ
ろばの基幹的役割を担っ
ていく。それぞれの地域
の子育てひろばの見本と
なるような子育てひろば
事業、相談事業、子育て啓
発事業を積極的に実施し
ていく。 

■解決困難な相談、専門
的な知識を必要とする相
談は、子ども家庭支援セ
ンター（高幡本部）との連
携を図り、個別対応につ
なげていく。 

■地域における保護者の
自主的な子育てサークル
等の組織づくりの支援を
積極的に行っていく。 

継続 

 

子ども 

家庭支援
センター 

子育てひろば 

■乳幼児と保護者が気軽
に集い、語り合い、交流で
きる場を提供し、地域で
子育てを支えあう関係づ
くりと相談体制を充実さ
せ、親子が安全に安心し
て過ごせる場を提供する
事業。 

■地域の子育て支援拠点
施設として、市内に21か
所設置。（平成31年4月現
在） 

■地域の親子の居場所と
して、子育て相談や仲間
づくりができる場とし
て、運営の質的向上を図
っていく。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

児童館 

■地域の子どもたち（０
歳から18歳未満）の遊び
や活動の援助と、地域の
子育て支援、子どもたち
の健全な育成を図ること
を目的とした施設。 

■子どもたちにとって身
近で安心安全な居場所、
遊び場であると共に、親
など保護者の子育てに関
する不安の解消や子育て
力向上を目的とする事業
を実施するなど、地域の
子育て・子育ち支援の活
動拠点である。 

※平成31年4月現在 

①施設数 基幹型3館、地
域型7館（内指定管理2
館、運営業務委託1館）合
計10館 

②開館日 月曜日から土
曜日（日曜、祝日、年末年
始は休館） 

※たまだいら児童館ふれ
っしゅ、みなみだいら児
童館ぷらねっとは火曜日
から日曜日（月曜、祝日、
年末年始は休館） 

③開館時間 9時30分～
18時 

※たまだいら児童館ふれ
っしゅ、みなみだいら児
童館ぷらねっとは9時30
分～19時 

④利用対象者  

市内の18歳未満の児童、
及びその保護者 

■児童館ガイドライン
（平成30年10月改訂）に
基づき、新しい児童館構
想を策定。拠点性、多機能
性、地域性を３本柱とし
て、各種運営、事業の展開
等を図る。 

■学童クラブ、ひのっち
とともに、小学生の放課
後を支えていく。 

■子どもや子育て支援に
関する幅広い情報を集約
し、分かりやすい情報発
信を行う。 

■関連諸機関との連携・
役割分担し、子育て家庭
に対する相談・援助等を
行い子育て支援の充実を
進める。 

■切れ目のない地域の子
育て支援の拠点としてと
らえ、妊婦の利用など幅
広い保護者の子育て支援
を進める。 

■基幹型児童館は、地域
の子育て・子育ち支援の
中核を担う総合施設とし
て位置づけ、公・民問わず
全体の児童館と学童クラ
ブの質の向上を目指し調
整・支援等を行う。 

■第5次行財政改革大綱
や各種計画を踏まえて事
業を進め、より身近な児
童館として、子育て支援
を充実させる。 

継続 子育て課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

放課後子ども教室「ひ
のっち」 

■地域の中で、心豊かで
健やかに育まれる環境づ
くりを提供していくこと
を目的として、放課後の
子どもたちの安全で安心
な居場所を提供する事
業。 

■放課後、学校内の教室・
校庭・体育館などに安全
管理員（ひのっちパート
ナー）を配置し、安全な遊
び場環境を提供する。さ
らに、学習アドバイザー
による学習プログラムを
行っている。 

■地域の人材であるひの
っちパートナー、学習ア
ドバイザーの協力を得な
がら、子どもたちの「仲間
づくり」の場として、ま
た、地域の高齢者と子育
て世代が関わり、「三世代
で取り組む子育て」「人と
人が支えあう輪づくり」
の場となっている。 

■受付教室と他の特別教
室を借用し、放課後の子
どもの居場所として、学
校との連携を図る。 

■地域の方々の協力によ
り成り立つ事業であるこ
とを保護者に理解しても
らう。 

■地域の方々の協力を得
やすくするための短時間
ボランティア制度である
アシストパートナー制度
の検討をする。 

継続 子育て課 

駅前ミニ子育て応援施
設「モグモグ」 

■市民ワーキンググルー
プによるカフェ方式の子
育てひろばの提案を市が
具体化した事業で、学童
クラブ終了後の夜間の児
童育成を加えて平成19
年度から行っている。 

■子育て広場事業 

①内容：飲食物を有料で
提供し各種イベントを実
施する等、乳幼児とその
保護者が気軽に集える子
育てカフェの運営を行っ
ている。 

②開設日 月～金、第3土
曜日 

③開設時間 10時～16
時  

ランチタイム 11時30
分～13時 

■夜間の児童育成事業 

①内容：通常の学童クラ
ブ終了後、児童育成を行
うことで、共働き家庭に
安心・安全な子どもの居
場所を提供する。夕食も
提供し、食生活のリズム
の確立、食育へのきっか
け作りとなっていく。 

②開設日 月～金（祝日
を除く） 

③開設時間 17時45分
～21時 

■昼間の子育てカフェ
は、手軽に軽食等を楽し
みながら乳幼児親子がく
つろげる子育てひろばで
あり、子育て中の母親を
孤立させないよう乳幼児
親子が集える場、子育て
の悩みを相談できる場と
して、今後も運営を継続
する。 

■夜間の児童育成は、利
用状況により事業の見直
しを検討する。 

継続 子育て課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

スーパーひのっち「な
つひの」全校実施 

■小学生の放課後の居場
所としての「ひのっち」を
夏季休業中における一定
期間スーパーひのっち
「なつひの」として実施。 

■平成27年度より4校で
試行、令和元年度現在12
校で実施。 

■毎年2～3校拡充し、令
和3年度17校(全校）実施
を目指す。 

■猛暑の期間に協力でき
るパートナーの獲得に努
力する。 

■猛暑の期間であり、外
遊びが難しいので、遊び
や学びのプログラムを検
討する。 

拡充 子育て課 

児童館の開所時間拡大 

■開館日 

月曜日から土曜日（日曜、
祝日、年末年始は休館） 

※たまだいら児童館ふれ
っしゅ、みなみだいら児
童館ぷらねっとは、火曜
日から日曜日（月曜、祝
日、年末年始は休館） 

■開館時間 

9時30分～18時 

※たまだいら児童館ふれ
っしゅ、みなみだいら児
童館ぷらねっとは、9時
30分～19時 

※しんめい児童館は、学
校の三季休業期間（春休
み、夏休み、冬休み）、8
時30分から開館 

■共働き世帯や中高生世
代等にも、これまで以上
に利用しやすい児童館を
目指し、開館日や開館時
間について検討してい
く。 

新規 子育て課 

運営協議会の実施 
（児童館） 

■児童館活動の充実を図
るため、民生委員、主任児
童委員等の地域組織の代
表者他、学識経験者、学校
教職員、子どもや保護者
等を構成員とする協議会
を設置し、積極的に情報
提供を行い、その意見を
聴き児童館運営に生かし
ていく。 

■運営協議会の実施に向
け、構成員や回数及び内
容について、各児童館が
検討を開始する。 

■実施が可能な児童館か
ら運営協議会を開催し、
方法や内容等について、
他の児童館に情報提供
し、すべての児童館での
開催を目指す。 

新規 子育て課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

学童クラブの育成時間
の延長・拡大 

■育成日 

月曜日から土曜日（日曜・
祝日・年末年始は閉所） 

平成27年度より、通年コ
ースと三季休業コースの
選択制を実施。 

■通常育成時間（令和元
年度現在） 

公設公営・公設民営 

【学校のある日】下校時
から17時45分 

【土曜日】8時30分から
17時45分 

【学校休業日】８時00分
から17時45分 

■延長育成時間（令和元
年度現在） 

公設公営 

【学校のある日】17時
45分から18時30分 

【土曜日】なし 

【学校休業日】17時45
分から18時30分 

公設民営 

【学校のある日】17時
45分から19時 

【土曜日】17時45分か
ら19時 

【学校休業日】17時45
分から19時 

■東京都内の他市の実施
状況や保護者ニーズを踏
まえ、引き続き午後７時
までの延長育成を民間活
力の導入（運営委託）に取
り組む中で進めていく。 

■同じ学校の敷地内で複
数の施設がある場合は、
財政面や延長育成のニー
ズ量から、一方の施設に
民間活力の導入を図り育
成時間を拡大し、子育て
支援の充実を図ってい
く。 

 

拡充 
子育て課 
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方針２）子育てを励ます人と場づくり        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）市民による子育て支援の輪づくり 

親など保護者が安心して地域で子育てをするため、同じ趣味を持つ仲間が集うこと

や、子どもの年齢が近い人同士での話など、悩みや思い、時には感動を共有する場や

機会を充実させます。 

さらに、親など保護者の子育てをバックアップするためには、行政、ＮＰＯ法人、

子育て経験者や専門家、地域の高齢者など、様々な機関や人材と連携・協力していき

ます。（子ども食堂などを含む） 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

市民参加での居場所 

づくり 

■市民の参加による「子
育てパートナー事業」は、
万願寺交流センターや南
平駅西交流センター（出
張ひろば）等様々なかた
ちでの居場所づくりを行
っている。 

■ NPO法人が「なかだの
森であそぼう」を開催し、
幼児の親子から中高生ま
で自然にふれあい、スト
レス解消等の居場所づく
りを行っている。 

■子どもの居場所づく
り、遊びを通した育ちと
体験の場づくりとして
「共に生き互いに育てあ
うまちの実現」に向け、
様々な機関や人材と連
携・協力をする。 

■市民が、子育て支援に
積極的に関われるよう人
材の育成、確保を行い、居
場所づくりを継続してい
く。 

■子どもを中心に捉え、
市民・地域・まち全体が活
性化するための拠点づく
りの支援を行う。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 

 

子育て課 

方針２）子育てを励ます人と場づくり 

（１）市民による子育て支援の輪づくり 

市民参加での居場所づくり 
子育てサークルへの支援 
地域における子育て人材育成 

（２）子育て相談・支援の充実 

乳幼児健康相談事業 
乳幼児歯科相談事業など 
相談支援事業 
子どもと家庭の総合相談 
育児支援家庭訪問事業 
利用者支援事業 

p.46 

p.47 

p.47 

p.48 

p.49 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

子育てサークルへの 

支援 

■子どもとその保護者が
定期的に集まって、一緒
に遊びながら友達づくり
をしたり、情報交換をし
たり、悩みを相談しなが
ら「子育てを共にしてい
こう」とする地域の自主
的な子育てサークル活動
を支援していく事業。 

■子育てサークルや子育
て支援グループの活動を
継続的に支援していく中
で、情報交換の場や交流
の場を設定していく。 

■子育てサークルが必要
と思われる地域に子育て
サークル立上げの支援を
行っていく。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 

地域における子育て人
材育成 

■子育て支援者や協力者
の人材育成と市内子育て
関連施設でのボランティ
ア活動等の人材育成のた
め、子育て支援者の養成
講座を実施する。 

■子育てパートナー数 
42名 ※平成31年3月
現在 

■子育て支援者養成講座
の継続と充実が、市内の
子育て支援に係る人材の
量と質の確保や子育てひ
ろば等でのボランティア
活動の登用につながるよ
うに進めていく。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 

 

 

（２）子育て相談・支援の充実 

健診事業や育児相談などの各種の相談事業について、一人ひとりの状況を受け止め、

家庭や地域の中で孤立しないように、必要な支援を行うとともに、地域での様々な人

や場へつなげていけるような支援を行います。 

専門の相談窓口では、教育・保育施設の円滑な利用に向けた情報提供や助言等を行

い、利用者に寄り添った子育て支援を実施します。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

乳幼児健康相談事業 

■「育児全般に関する気
がかり」や「子育てをめぐ
る母親自身の不安や悩
み」を抱えながら育児を
している保護者に対して
相談支援を行い、適切な
方法で保護者自身や家族
の健康の維持・増進につ
なげていく。 

■育児中の保護者を対象
としているが、妊婦が産
院以外で気軽に相談でき
る場が少ないため、今後
妊婦にも対象を広げると
ともに、子育て中の者同
士や子育て経験者との顔
の見えるつながりの場と
もなるため、今後も継続
していく。 

継続 健康課 

乳幼児歯科相談事業 
など 

■日野市歯科医会の協力
のもと、乳幼児歯科相談、
1歳6カ月児歯科健康診
査、3歳児歯科健康診査等
を実施。 

■私立の幼稚園・保育園
の保護者や職員を対象に
歯科医師によるむし歯予
防講習会を実施。 

■健診時の判断により、
個別の対応が望ましい児
童に対しては、個別相談
等にて支援を行う。 

■乳幼児のむし歯予防の
ため、地域の幼稚園、保育
園、子ども家庭支援セン
ター等の関係機関との連
携をより強化する。 

継続 健康課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

相談支援事業 

日野市発達・教育支援セ
ンター（エール）にて、０
歳から18歳までの、発達
面、行動面、学校生活面に
おいて支援を必要とする
子ども、子どもの育ちに
ついて不安のある保護
者、関係機関からの相談
を実施。一般相談、発達相
談、教育相談、就学入級転
学相談、医療相談等を実
施。 

■０歳から18歳まで、切
れ目のない相談支援体制
を確立していく。 

継続 
発達支援

課 

子どもと家庭の総合 

相談 

■子ども家庭支援センタ
ーにて、子どもと家庭に
関する相談を受ける事業
で、児童虐待、障害、非行、
育成等様々な相談を受け
ている。 

■個人だけでなく、学校、
保育園、幼稚園等の子育
て関連機関からの相談も
受け、個別対応をする中
で、必要に応じて要保護
児童対策地域協議会のネ
ットワークを生かした対
応を行い、子ども家庭支
援ワーカーが調整役とし
て対応をしていく。 

■子育て相談が増え続け
ている中、妊産婦、０歳か
ら18歳までの子どもと家
庭の問題に関する総合相
談窓口としての機能を充
実させていく。 

■個人だけでなく、他の
子育て関連機関で解決困
難な相談にも積極的に対
応していく。困難なケー
スについては、要保護児
童対策地域協議会の枠組
みの中で、子ども家庭支
援ワーカーが、各関連機
関と連携し、関係機関間
の調整役としての機能を
強化していく。 

■児童虐待相談及び心理
相談等専門的な相談の対
応も強化していく。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 

育児支援家庭訪問事業 

■養育に不安を抱え、特
別な支援が必要な家庭に
「育児技術訪問指導員」
または「育児家事訪問支
援員」を派遣し、子育ての
孤立化を緩和し、子育て
に自信を持ち、要支援家
庭が安定した児童の養育
を行えるよう支援してい
く。 

■訪問支援について、さ
らなる充実を図ってい
く。また、潜在的に支援を
必要としている家庭につ
いて把握し、支援の漏れ
がないようすくいあげる
体制づくりを進めてい
く。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

利用者支援事業 

■保健師等の専門職がす
べての妊産婦等の状況を
継続的に把握し、必要に
応じて関係機関と協力し
て支援プランを策定する
ことにより、妊産婦等に
対しきめ細かい支援を実
施する。（母子保健型） 

■子ども及びその保護者
が様々な子育て支援事業
等の中から適切なものを
選択し、円滑に利用等で
きるよう、身近な場所で
情報提供や相談、援助を
行う事業。平成30年度か
ら保育課窓口に保育コン
シェルジュ3人を配置し、
保育所入所相談等を行っ
ている。（特定型） 

■保健師等の専門職が、
妊娠から出産、子育てに
わたるまでの母子保健や
育児に関する様々な相談
に応じ、その状況を継続
的に把握することで、切
れ目のない支援体制を構
築する。（健康課） 

■多様化する保育ニーズ
に応じて、相談者に分か
りやすい情報提供等を行
っていく。（保育課） 

継続 
健康課 

保育課 
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方針３）ゆとりをもって子育てするための環境づくり        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）子育て世帯への経済的支援 

子育て家庭の経済的負担を軽減するため、子育て支援医療費支給、児童手当、就学

援助など、現在行っている施策をより一層充実させるとともに、新たな支援の方策を

検討します。 

※児童育成手当、児童扶養手当、ひとり親家庭医療費助成制度については、基本目標Ⅱ方針2）

（３）「ひとり親家庭の自立に向けた支援」に記載しています。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

児童手当 

■中学校終了前（15歳到
達後最初の年度末）まで
の児童を養育している父
母等の主たる生計者に児
童手当を支給。 

■児童１人につき、所得
制限限度額未満の者の支
給 月 額 は 3 歳 未 満
15,000円、３歳以上小
学校修了前（第1子、第2
子）10,000円、3歳以上
小学校修了前（第3子以
降）15,000円、小学校修
了 後 中 学 校 修 了 前
10,000円、所得制限限
度額以上の者の支給月額
は特例給付として5,000
円。 

■支給時期は6月、10月、
2月にそれぞれ4か月分
を支給。 

※令和2年3月現在 

■児童手当法による国の
制度であり、国の動向を
注視しつつ、法令に則っ
た、より一層適正な支給
に努める。 

継続 子育て課 

方針３）ゆとりをもって子育てするための環境づくり 

（１）子育て世帯への経済的支援 

児童手当 
子ども医療費の助成 
就学援助 
奨学金 

（２）男女が共同で安心して子育てできる就労環境づくり 

日野市男女平等行動計画の推進 
幼児教育無償化 
認証保育所など入所児童の保護者への補助 
私立幼稚園園児の保護者への補助 

p.50 

p.53 

p.51 

p.52 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

子ども医療費の助成 

■医療保険の加入要件に
該当し、所得制限の範囲
内の者で、６歳に達する
日以後の最初の年度末ま
での乳幼児を養育する者
には乳幼児医療証、6歳に
達する日以後の最初の４
月１日から15歳に達す
る日以後の年度末までの
義務教育就学期にある児
童を養育する者に子ども
医療証を発行し、該当乳
幼児・児童の受診時に保
険診療の一部負担金（の
一部）を助成。 

■日野市では乳幼児医療
証の所得制限はなし。 

※令和2年3月現在 

■乳幼児医療費助成事業
実施要綱、義務教育就学
児医療費助成事業実施要
綱等に基づく東京都の制 

度であり、市でも条例等
を整え事業遂行してい
る。現状、乳幼児医療助成
は市単独で所得制限なし
の取り扱いとしている。 

■所得制限、助成範囲等
について、東京都の動向
を踏まえ、充実に向けて
調査研究に努める。 

■条例等に基づいたより
一層適正な助成に努め、
乳幼児・児童の保健・福祉
の向上を図る。 

継続 子育て課 

就学援助 

■経済的理由により小・
中学校への支払いが困難
な家庭に対し、学校で必
要とする費用の一部を援
助する。 

■学用品費、通学用品費、
新入学学用品費、校外活
動費、修学旅行費、移動教
室費、卒業記念アルバム
代については、市内に住
所を有し、学校教育法第
１条に規定する学校に就
学している児童・生徒の
保護者が支給対象。 

■医療費、給食費は、市立
小・中学校に就学してい
る児童・生徒の保護者が
支給対象となる。 

■対象者は、次のいずれ
かにあてはまる家庭 

①生活保護受給中または
昨年度以降生活保護の停
止・廃止を受けた、 

②昨年度、市都民税が非
課税、 

③児童扶養手当受給中、 

④経済的理由で子どもの
教育費に困っている。 

■所得要件 生活保護基
準の1.3倍  

■保護者の負担軽減を図
るために、今後も制度を
継続していく。 

継続 庶務課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

奨学金 

■市内に住む経済的理由
により修学が困難な高校
生を援助し、教育上の機
会均等を図るため奨学金
を支給している。この奨
学金は返済の必要はな
し。 

■申請方法は、募集期間
に申請書等必要書類を提
出し、選考審査会に諮っ
て決定する。選考にあた
っては、所得制限があり。 

■前学年時における学習
意欲・生活態度などによ
り選考している。 

■所得要件 生活保護基
準の1.2倍  

■高校の授業料無償化な
どの施策が展開されては
いるが、まだ支援として
は不十分である。経済的
な理由で意欲のある学生
の就学機会を奪うことの
ないように、また保護者
への負担軽減を図るため
にも、今後もこの制度を
継続していく。ただし、国
の施策の動向次第では、
制度の継続・変更も視野
に検討を重ねていく。 

継続 庶務課 

 

 

 

 

（２）男女が共同で安心して子育てできる就労環境づくり 

仕事と生活の調和の実現については、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン

ス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」において、労使をはじめ

国民が積極的に取り組むこと、国や地方公共団体が支援すること等により、社会全体

の運動として広げていく必要があるとされています。 

こうしたことを踏まえ、啓発のみではなく、働き方の見直しに向けた様々な取り組

みを推進するとともに、子育て家庭への就労支援や、男女がともに協力して家庭内で

の役割を担っていくことができるよう、固定的な性別役割分担意識の解消に努めま

す。 

また、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児期の教育・保育の重要性や、子育て

家庭にとって、幼児教育・保育に係る経済的な負担の軽減は、少子化対策上の施策と

して強い要望であることから、幼児教育・保育の無償化をはじめとした支援策を推進

します。 
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【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

日野市男女平等行動 

計画の推進 

■第4次男女平等行動計
画（計画年度：令和3～7
年度）を令和2年度末まで
に策定する。 

■策定にあたっては、男
女平等の視点から子育て
しやすい環境の整備やワ
ーク・ライフ・バランスに
関する事項等を盛り込
み、実態に即した計画を
つくる。 

■男女平等推進委員会及
び男女平等行動計画評価
委員会を開催し、計画の
推進と検証を行う。 

■男女平等行動計画に基
づく講演・講座、パネル展
示による啓発事業、女性
相談事業、DV被害者の支
援事業、若年層へのDV被
害防止啓発事業等を実施
し、子育て支援につなげ
る。 

■男女ともに家庭、地域、
職場等の様々な分野で自
己実現ができる男女共同
参画社会を目指す。 

継続 
男女平等

課 

幼児教育無償化 

子ども・子育て支援法等
に基づき認可保育所等の
3-5歳（非課税世帯は0-
2歳）の利用者負担額を無
償化する。また、認可外保
育施設等も月額上限を定
めて無償化する。 

■制度に基づき、各家庭
の経済的負担の軽減を図
っていく。今後も国、都の
動向を注視しながら追加
政策や見直しがある場合
は、必要に応じて検討を
行っていく。 

新規 保育課 

認証保育所など入所児
童の保護者への補助 

■保護者の負担を軽減
し、児童の健全な育成に
寄与することを目的とし
て認証保育所等に児童を
入所させている保護者に
対し、補助金を交付する。 

■幼児教育無償化と合わ
せ、保護者の経済的負担
の軽減を図るため補助を
継続していく。補助制度
は必要に応じて見直しを
行う。 

継続 保育課 

私立幼稚園園児の保護
者への補助 

■保護者の負担を軽減
し、幼児教育の振興と充
実を図ることを目的とし
て、私立幼稚園に在籍す
る幼児の保護者に対し補
助金を交付する。 

■幼児教育無償化と合わ
せ、保護者の経済的負担
の軽減を図るため補助を
継続していく。補助制度
は必要に応じて見直しを
行う。 

継続 保育課 
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方針４）健やかな成長を支える遊び・学びの場づくり        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）遊びの場の充実 

子どもがのびのびと遊べる場の確保とともに、バリアフリー化など、子どもが安全

に遊ぶことができ、親も安心して子どもを遊ばせることができる場の充実を進めるた

め、地域の集会所や公園、自然体験広場、幼児期から自然に触れ合う体験などの積極

的な活用を今後も進める一方、関係団体や関連する機関、地域の協力を得ながら、安

全に外で遊べる環境づくりに努めます。 

  

方針４）健やかな成長を支える遊び・学びの場づくり 

（１）遊びの場の充実 

自然体験広場 
プレーパーク 
地域の遊び場（公園、児童遊園など） 
中高生の居場所づくり（児童館） 

（２）学びの場の充実 

未来に向けた学びと育ちの基本構想（第３次日野市学校教育基本構想）の推進 
保護者・地域・関係機関などとの連携 
がん教育の推進 
ＩＣＴ活用教育の推進 
図書館における子どもの本への関心、興味を促す取り組み 
青少年事業 
「土曜のひろば」遊学講座 
子どもの学習・生活支援 

（３）農や自然を大切にする体験活動の充実 

保育園における農業体験 
自然環境を活かした体験学習 
幼稚園・小中学校での農業体験 
ひのっ子エコアクション 

（４）スポーツ活動の充実 

子どもの体力向上のための様々な環境づくり 
校庭の芝生化 
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p.61 

p.62 

p.56 
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p.59 
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【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

自然体験広場 

■仲田の森蚕糸公園内に
自然体験広場を夏休み期
間に開設している。 

■自然体験広場は、体験
学習の場として、自然の
中での遊びやデイキャン
プなどの野外活動の機会
を提供することで、子ど
もたちの体験活動の充
実・振興を図り、生きる力
を育むことを目的とす
る。 

■ジュニアリーダー講習
会、児童館デイキャンプ、
育成会、子ども会、市内在
住の家族などが利用して
いる。また、自然体験広場
スタッフにより自主企画
を開催し、子どもたちが
夏の楽しいひと時を過ご
している。 

■秋には１日限定の自然
体験広場として「あきな
かだ」を開催し、たき火な
ど野外での遊び場を開設
している。 

■文部科学省中央教育審
議会は、平成25年1月に
答申した「今後の青少年
の体験活動の推進につい
て」の中で、体験活動の意
義・効果として、「社会を
生き抜く力」の養成、規範
意識や道徳心の育成、学
力への好影響などを挙げ
ている。例えば、子どもの
頃の体験が豊富な大人ほ
ど、意欲・関心や規範意識
が高い人が多い。 

■野外活動の体験ができ
る市内で貴重な場となっ
ているので、継続して開
催できるように努める。 

■自然体験広場の存在を
周知し、利用者を増やし
ていく。 

継続 子育て課 

プレーパーク 

■ＮＰＯ法人が仲田の森
蚕糸公園で「なかだの森
であそぼう」（毎週金曜・
第２・第３土曜・夏休みの
３日間）を開催している。
■開催実績（平成30年
度） 

開催：64回 

参加人数：7,392人（延
べ） 

■幼児とその保護者が自
由に集い、幼児期から自
然と触れ合う体験ができ
るとともに、保護者の育
児ストレスの解消等にも
資している。 

■市は同法人に補助金を
交付し活動を支援してい
る。 

■「なかだの森であそぼ
う」以外にも市内に3つの
プレーパークが活動して
いる。 

■子どもたちが、自然の
素材や道具などを使いな
がら、子どもが思いのま
まに自分たちで遊びを生
み出せる環境は、子ども
の成長にとって重要であ
る。 

■子どもが自己責任のも
と、自然の中で思いっき
り遊び、いきいきと“子ど
もの時間”を過ごせる場
としてのプレーパークの
ような環境づくりを継続
して支援していく。 

■市内で活動している各
団体について、それぞれ
の活動に合った支援の方
法や在り方を検討してい
く。 

継続 子育て課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

地域の遊び場（公園、
児童遊園など） 

■現在、市内各所に都市
公園・緑地が約200か所。
そのほか、地区広場、遊び
場、運動広場などが73か
所。 

■子どもが安心して自由
に遊ぶことができるよう
地域特性を生かした公園
等の整備を実施する。 

■樹木の剪定・伐採など
により死角をできるだけ
少なくし、見通しの良い、
安全で安心して遊べる公
園づくりを行う。 

■水路を活用した公園な
ど自然体験ができる施設
整備を行うことにより、
豊かな体験を生み出す環
境作りを行う。 

■ユニバーサルデザイン
のまちづくりに相応し
い、誰にとっても使いや
すく、居心地の良い公園
づくりを目指す。 

継続 
緑と清流

課 

中高生の居場所づくり
（児童館） 

■中・高校生世代の居場
所となるよう、中・高生世
代が自己効力感や自己肯
定感を醸成できるよう援
助する。 

■児童館職員の専門性を
生かした中・高生世代の
居場所づくり。中・高生世
代は、話し相手を求め、自
分の居場所として児童館
を利用することから、思
春期の発達特性をよく理
解し、自主性を尊重し、社
会性を育むように援助す
る。 

■すべての児童館におい
て、中・高生専用の利用時
間（中・高生タイム等）や
事業を実施するなど、中・
高生世代が利用しやすい
環境を進めていく。 

■引き続き中・高生世代
を児童館のボランティア
として育成していく。 

新規 子育て課 

 

 

 

（２）学びの場の充実 

子どもが社会や地域に参加し、地域の中で様々な人や物事に触れ合い、自然体験、職場

体験、社会体験など経験を重ねることによって、子どもの豊かな心を育てるよう、学習の

場や機会を提供します。そのためには、地域の歴史や文化の継承と保存、ICTの活用や、

公民館・図書館・郷土資料館等の身近な地域の学びの場の保全や整備をすることも重要で

す。市全体の取り組みとして教育振興計画、生涯学習計画等で推進しています。 
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【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

未来に向けた学びと育
ちの基本構想（第３次
日野市学校教育基本構
想）の推進 

■未来に向けた学びと育ち
の基本構想（第３次日野市
学校教育基本構想）では、子
どもたち自らが育んでいっ
てほしい力として「すべて
の“いのち”がよろこびあふ
れる未来をつくっていく
力」を、基本構想の理念と
し、 

・一律一斉の学びから自分
に合った多様な学びと学
び方へ 

・自分たちで考えを語り合
いながら生み出す学び合
いと活動へ 

・わくわくがひろがってい
く環境のデザインへ 

 といったビジョンを持っ
て教育活動を行う。 

■「すべての“いのち”
がよろこびあふれる未
来をつくっていく力」
を育んでいく環境を、
学校、家庭、地域、子ど
もたちみんなでつくっ
ていく。 

拡充 学校課 

保護者・地域・関係機
関などとの連携 

■学びの基盤となる、自分
はできるという自尊感情、
自分のよさを確認する自己
肯定感、コツコツと努力を
続ける意欲や学習習慣など
を保護者や地域と連携して
育む。 

■地域や関係機関などの協
力を得て、自然体験、職場体
験、社会体験などの機会を
充実する。 

■小学校における農業
体験、地域の方を招い
た学習、中学校におけ
る職場体験の受け入れ
先など、地域･関係機関
との連携による体験学
習の充実を図る。 

継続 学校課 

がん教育の推進 

■日野市がん対策推進基本
条例を制定し、市立病院が
ある日野市ならではの環境
を生かし「健康と命の大切
さを育む」ことを大切にし
たがん教育の充実を図る。 

■日野市がん対策推進
基本条例に基づき、市
立病院医師の出前授業
などを継続して推進
し、併せて、教職員のが
ん教育に対する意識の
啓発を行い、がんに関
する教育の一層の充実
を図る。 

継続 学校課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

ＩＣＴ活用教育の推進 

■ＩＣＴ活用教育を組織的
に推進する。 

■ＩＣＴを活用して、わか
りやすく魅力ある授業を創
造し、学力の向上を図る。 

■児童・生徒の情報活用能
力の向上を図る。 

■ＩＣＴを活用して、校務
の情報化、効率化を徹底し、
教員の働き方改革を進め、
合せて児童・生徒としっか
りと向き合う時間を増や
す。 

■ＩＣＴを活用して、見え
る学校づくりを進め、学校
の信頼を高める。 

■ＩＣＴを安全に活用し、
児童・生徒に関する機微情
報を保護するために、情報
セキュリティを強化する。 

■情報安全教育を推進す
る。 

■メディアコーディネータ
ーが個々の状況に応じて、
きめ細かく支援することに
より、教員のＩＣＴ活用指
導力の向上を図る。 

■ＩＣＴ活用などによ
り、自ら課題を発見し、
協働しながら主体的な
課題解決に取り組み、
新たなアイディアを生
み出す力を育てる。 

拡充 

ＩＣＴ 

活用教育
推進室 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

図書館における子ども
の本への関心、興味を
促す取り組み 

■図書館内では、乳幼児と
その保護者が本を手に取っ
たり、読んだりしやすいよ
う工夫するほか、対象年齢
別のおはなし会の実施、児
童の調べものに必要な資料
の充実、学校への貸出、児童
向け図書館ホームページの
充実、「絵本のリスト」作成
や、保護者向け「絵本の読み
聞かせ講座」を開催する。ま
た、青少年を対象とした本
のコーナーについて、この
年代が関心を持ち必要とす
る資料を充実させる。 

■図書館の職員が学童クラ
ブや児童館、子育て関連部
署や学校へ出向いて、おは
なし会、児童向けの絵本読
み聞かせや本の紹介をした
り、小学校３年生を対象と
した図書館の利用案内を行
うなど、図書館外において
も年齢に応じた本への関心
と興味を促す取り組みを実
施する。 

■青少年の参加による読書
活動の推進に努め、中学生
と作家の交流事業、職場体
験の受け入れなどを行い、
また、同世代に本の世界の
楽しさを伝えるヤングスタ
ッフの活動を支援するな
ど、読書離れが進むとされ
る青少年にもＰＲする。 

■「日野市子ども読書
活動推進計画」により、
読書活動の推進に努め
る。子どもたちにとっ
て、図書館が身近な場
所となり、一人一人の
多様性を認め合いなが
ら、共に未来を創りだ
す力を読書から得られ
るよう支援する。 

■図書館だけでなく、
学校や子ども関連部署
と連携して、様々な事
業を行っていく。 

■図書館は、第3次日野
市立図書館基本計画に
基づき、「くらしの中に
図書館を」を基本理念
に、運営を進めている。
全ての市民にサービス
を提供することを方針
に、特別な支援を必要
とする子どもたちに対
しても各部署と連携を
とりながら事業を進め
ていく。 

■乳幼児から青少年ま
で、また、子どもの保護
者にとっても図書館が
開かれた場所となるよ
うな環境を整えてい
く。 

継続 図書館 

青少年事業 

■青少年事業として子ども
たちの興味・関心につなが
る体験学習の機会や遊びを
通じた異学年の交流の場を
提供する。また、イベント等
の実施の際にも手づくり体
験や遊び等の機会を提供す
る。 

■青少年を対象とした
事業として、日野市の
様々な地域活動等を行
う団体等と連携しなが
ら、市内の社会的資源
を活用し、子どもたち
が様々な体験、経験、学
習できる場を提供す
る。また、事業の実施の
際に地域ボランティア
の協力を得ることで、
地域内の多世代交流も
実現し、健全な子ども
の育成と地域力の向上
を図る。 

継続 
中央 
公民館 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

「土曜のひろば」遊学
講座 

■地域住民の手により子ど
もたちに学びの場を提供す
る、なお「土曜のひろば」遊
学会が主催する講座。 

■小学校３年生から中学３
年生までの男女が参加し、
異年齢、異なる学校の子ど
もたちが興味のあるものに
対して一緒に学習し合い交
流ができる。 

■地域の教育力の育成
を図っていく。 

■市民が主催する講座
として、支援を継続し
ていく。 

継続 
生涯学習

課 

子どもの学習・生活 

支援 

■貧困の連鎖を断ち切るた
め、生活困窮世帯や生活保
護世帯の子どもを対象に、
居場所をつくり社会生活の
訓練や学習支援等を実施。 

■平成27年度から市
内1か所で事業実施し、
令和元年度は4か所で
実施している。今後は
課題を検証し、事業の
担い手との調整、他の
学習支援事業（放課後
の学習支援事業等）と
の兼ね合いも考慮し、
どのような形態で増設
していくかを検討して
いく。 

継続 

セーフテ
ィネット
コール 

センター 

 

 

 

（３）農や自然を大切にする体験活動の充実 

日常的に農産物に触れる機会は、調理されてお皿の上に乗った状態がほとんどです。 

自ら農作物を育てる体験を通して、食と農と地域と自然環境の関わりを重視し、農

産物がいのちを育み、成長していく過程を大切にしながら、食への関心・興味を高揚

し、食の大切さ、食を支える農の役割、自らのくらしと社会の営みとの関わり、地域

の食文化、いのちと健康の尊さなどに対する理解を学びます。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

保育園における農業 

体験 

■「保育園食育年間計画
表」に基づき、農作物を育
てる体験をし「食を営む
力」の育成と、自然の恵み
への感謝の心を育てる活
動を行う。 

■自ら育てた農作物を使
って調理活動を行い、生
活と遊びを通じて食への
関心と大切さを知る活動
を実施していく。 

■給食で日野産農産物を
使用したり、収穫体験や、
食材に触れる体験活動を
実施していく。 

継続 保育課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

自然環境を活かした 

体験学習 

■毎年夏休みに１回、子
ども向けの自然観察会と
して、カブトムシ等の採
取、観察会を実施。併せて
昆虫の生態等をクイズ等
により楽しく学ぶ教室を
実施する。 

■水辺の楽校 

■八王子市との連携によ
り「子ども交流事業」を実
施。夏休みに浅川上流に
て水中植物の採取、観察
会、学習会を実施。 

■自然観察会は通年で実
施しているが、夏休み期
間は子ども向けの昆虫採
取、観察会を中心とした
内容とし、子どもたちが
自然や昆虫等に触れ合う
ことができる体験の場を
確保する。 

■子ども達が川辺で楽し
みながら、水中植物・生物
について学べる機会を確
保する。 

拡充 
緑と清流

課 

幼稚園・小中学校での
農業体験 

■全ての小学校及び半数
以上の中学校で学童農園
の取り組みがある。 

■地域とのつながりを大
切にし、地域の協力を得
ながら、今後も充実を図
っていく。 

継続 学校課 

ひのっ子エコアクショ
ン 

■ひのっ子エコアクショ
ンは、環境にやさしい学
校づくりを行うため、Ｐ
（Ｐｌａｎ＝計画）、Ｄ
（Ｄｏ＝実行）、Ｃ（Ｃｈ
ｅｃｋ＝点検）、Ａ（Ａｃ
ｔｉｏｎ＝見直し）のエ
コマネジメントサイクル
を取り入れた、日野市独
自の環境保全・改善に関
する取り組み。 

■児童生徒及び教職員等
が学校生活（教育活動及
び職務遂行）において、環
境負荷・環境問題に触れ、
考え、実践することによ
り、環境意識を高め、環境
にやさしい学校づくりを
行うような取り組みにし
ていく。 

継続 庶務課 

 

 

 

（４）スポーツ活動の充実 

スポーツをする機会を通じて、交流、競技力及び体力の向上を図り、子どもが健や

かに育ち、一人ひとりが生涯にわたってスポーツに親しむことのできる資質・能力の

育成を目指します。 

また、都市部におけるヒートアイランド対策として、校庭等の芝生維持管理、緑化

活動についても引き続き推進していきます。 
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【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

子どもの体力向上のた
めの様々な環境づくり 

■スポーツ推進計画を実
施する。 

■「する」「観る」「支える」
というそれぞれの視点で
スポーツに取り組むこと
を目指し、それぞれの施
策を展開する。 

■第２次スポーツ推進計
画（計画年度：令和３年～
７年度）を令和２年度末
までに策定する。 

■スポーツをする「場」の
整備と充実を図る。 

■スポーツの実践に向け
た支援と情報発信を実施
する。 

■スポーツに関わる団体
支援と人材の育成を目指
す。 

継続 

文化 

スポーツ
課 

校庭の芝生化 

■都市部におけるヒート
アイランド・緑化対策に
加え、体力向上と健康な
体づくり、生命を尊び自
然を大切にする心の養
成、豊かな人間性の育成
の3つの教育的観点から、
児童生徒等の成長にとっ
て望ましい教育環境を整
備するとともに地域コミ
ュニティの形成にも資す
るため、東京都の補助事
業である「緑の学び舎づ
くり実証実験事業」に基
づき、学校の校庭を芝生
化するもの。 

■実施校：東光寺小学校、
滝合小学校、三沢中学校
（当該3校は東京都補助
事業）豊田小学校ほか3校
（敷地の一部を整備。） 

 

 

■校庭等を芝生化するこ
とで、外で遊ぶ（スポー
ツ）児童・生徒が増加し、
体力・運動能力の向上、け
がの減少及び精神面の安
定などにつながり、また、
芝生の維持管理を地域と
連携することで、地域コ
ミュニティの形成にも資
することが期待されるた
め、今後も推進していく。 

継続 庶務課 
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基本目標Ⅱ 切れ目なく一人ひとりを大切にする支援の充実 

方針１）周産期における医療・保健・福祉の支援体制づくり        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）安心して出産し、育児ができる支援 

妊娠期の不安、親の孤立化や育て方への不安、子どもが他の子どもと触れ合う機会

が少なくなってきたことなどが原因で、心に様々な問題が生じています。 

母親が安心して妊娠・出産・育児に臨めるよう、訪問指導など、妊娠期から支援を

行うとともに、子どもの発育・発達への支援に取り組み、妊娠期からの切れ目のない

支援を行うことで、子どもの健やかな成長や発達を支援します。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

妊婦訪問指導 

■母子健康手帳申請時に
アンケートを記入しても
らい、支援を必要とする
妊婦を抽出後、地区担当
保健師により電話･面接･
訪問等により支援を行
う。 

■妊婦早期支援介入とし
て継続していく。 

継続 健康課 

方針１）周産期における医療・保健・福祉の支援体制づくり 

（１）安心して出産し、育児ができる支援 

妊婦訪問指導 
妊婦健康診査 
乳児家庭全戸訪問（赤ちゃん訪問） 
妊産婦サポート事業 
乳幼児健康診査 
経過観察健康診査 
保育園での妊婦受け入れ 
周産期ネットワーク体制の充実 
親の子育て力向上支援講座 

（２）出産前から育児を学ぶ機会の充実 

ママパパクラス 
妊産婦とその家族への食育推進 
母子健康手帳の交付 
子育て情報発信の充実 

p.63 

p.66 

p.64 

p.65 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

妊婦健康診査 

■妊娠の届け出をされた
方に、都内医療機関で使
用できる妊婦健康診査受
診票（14回分）及び子宮
頸がん検診受診票、妊婦
超音波検査受診票を交付
する。妊婦健康診査の際
に使用することで、項目
に応じ上限額まで公費負
担をする。 

■受診票を使用できない
助産所・都外医療機関で
の受診については、申請
に基づき助成金を交付し
ている。 

■母体や胎児の健康確保
を図るため、妊婦健康診
査を継続実施していく。 

継続 健康課 

乳児家庭全戸訪問（赤
ちゃん訪問） 

■出産した全ての子ども
の家庭に、助産師・保健師
が、生後28日以内に訪問
等し、赤ちゃんの発育、育
児全般のこと、お母さん
の体のことなど保健相談
を実施していく。 

■健康状態の確認及び異
常の早期発見とともに、
産後のメンタルヘルスに
重点を置き育児上の不安
を軽減し、子どもが健や
かに育つことを目的と
し、早期支援を継続実施
していく。 

継続 健康課 

妊産婦サポート事業 

■親族等の支援が受けら
れない産前産後の妊産婦
がいる家庭に対し、育児
家事訪問支援員を派遣
し、安心して母子関係を
築けるように支援をする
事業。 

■産前産後の妊産婦は精
神的にも身体的にも不安
定になり、安心して母子
関係を築くための支援が
必要である。親族等の支
援が受けられない家庭に
対し、産前産後に特化し
たヘルパー派遣の支援を
行っていく。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 

乳幼児健康診査 

■３～４か月児健診、１
歳６か月児健診、３歳児
健診を集団健診で実施。 

■上記３つの健診対象者
に対して、未受診の場合、
受診勧奨ハガキ送付や地
区担当保健師の個別訪問
等で、家庭及び乳幼児の
状況を把握し、子育て相
談や育児支援を目的にき
め細やかに展開してい
る。 

■上記の未受診フォロー
を実施しても未受診であ
った場合には全件数につ
いて子ども家庭支援セン
ターへ報告し、居所不明
児のシステムと連動させ
ている。 

■未受診把握率の更なる
向上と受診率向上を目指
す。 

■未受診者への受診勧奨
のための個別支援を実
施。また未把握児につい
ては子ども家庭支援セン
ターへ報告し、居所不明
児のシステムと連動させ
ることにより更なる受診
率の向上ときめ細やかな
育児支援を目指す。 

継続 健康課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

経過観察健康診査 

■一般健診の結果、要経
過観察とされた者につい
て、次の２点を目的に実
施している。 

①定期的な健診を通し、
健全な育成を期するとと
もに、異常の早期発見に
努める。 

②精密検査を要するほど
ではない問題点につい
て、直ちに医療機関を受
診させるのではなく、身
近な市町村で経過観察を
行うことで、保護者に心
理的・物理的負担をかけ
ずに適切なフォローを行
う。 

■市町村という身近で保
護者に負担の少ない場
で、乳幼児の成長を経過
的に確認、相談できる場
として継続する。 

継続 健康課 

保育園での妊婦受け入
れ 

■初妊婦に対し、保育園
が子育て経験の機会を提
供し、子育てへの期待・希
望が持てるようにするた
め、0歳児を受け入れてい
る保育園で、初妊婦の保
育体験受け入れを行って
いる。 

■0歳児と遊んだりおむ
つ交換や食事の様子を見
学する等に加え、子育て
相談に応じている。 

■保育園の特性を活かし
て、気軽に子育て相談が
できる場となり、地域と
の結びつきが深まるよう
積極的に取り組んでい
く。 

継続 保育課 

周産期ネットワーク 
体制の充実 

■地域で母親が安心して
出産、育児が営めること
を目的とし、市内産科医、
助産院を対象とし、「育児
サポート連絡票」の有効
活用により、要支援家庭
への、早期介入、切れ目の
ない支援を実施してい
く。 

■周産期ネットワークと
して、医療機関等との連
携の更なる強化を図るた
め、毎年医療機関等への
訪問を実施。今後も更な
る連携を図っていく。 

継続 健康課 

親の子育て力向上支援
講座 

■参加型の講習会
（ACT、ベビーマッサ
ージ）等を実施し、子ど
もを持つ親自身の“子育
て力“の向上を目的とす
る事業。 

■具体的には、養育に関
すること、子どもとの関
わり方、地域との関わり
方や行政サービスの利用
方法等、子育てに関わる
総合的な力を養うための
事業。 

■子育て力を向上するこ
とにより、親としての自
信や、子育てへの自信、子
どもとの良好な関係の構
築、また地域とのつなが
りによる社会からの孤立
化の防止等を図ってい
く。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 
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（２）出産前から育児を学ぶ機会の充実 

すべての妊婦の状況を把握し、必要な支援や情報提供を行うことで、安心して出産

し、楽しく子育てができることを目指します。また、困った時の相談先等の周知を行

っていきます。家族で協力して子育てができるよう、妊娠中の過ごし方や出産の仕組

み、情報提供や実習、体験を取り入れた教室など支援を行っていきます。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

ママパパクラス 

（両親学級） 

■安心して妊娠、出産を
迎えられるように、ママ
とパパを対象に妊娠・出
産・育児についての教室
を開催。地域での子育て
仲間をつくることを重点
に置いた内容。 

■保健コース、栄養コー
ス、沐浴コース、医師講話
コースを実施。 

■沐浴コースでは、赤ち
ゃんの泣きの理解と対処
法のDVDを取り入れた
り、パパ同士の交流時間
を設ける等、父親教育に
も重点を置いている。 

■安心して妊娠・出産を
迎え、日野市で楽しく育
児ができるよう継続して
いく。 

継続 健康課 

妊産婦とその家族への
食育推進 

■ママパパクラスの参加
者を対象とし、より良い
食生活についての意識と
理解を促し、実践ができ
るよう、「栄養コース」を
実施。 

■妊産婦とその家族を対
象に、わかりやすい栄養
相談などを行う。 

■食生活や健康に対する
意識の高い妊産婦とその
家族に向けて働きかける
ことで、生涯の健康づく
りのきっかけとなるよ
う、継続していく。 

継続 健康課 

母子健康手帳の交付 

■妊娠の届出をされた方
に、母子健康手帳を交付
する。同時に、妊婦面接を
行い、妊娠期から切れ目
のない支援を行う。 

■全ての妊婦を対象とし
て専門職が面接を行う。
心身の状況や家庭の状況
を把握し、各家庭のニー
ズに応じた支援を妊娠期
から継続していく。 

継続 健康課 

子育て情報発信の充実 

■子育てに関わる様々な
情報を、ホームページ、子
育て情報サイト、子育て
情報冊子「知っ得ハンド
ブック」、地域子育てイベ
ント情報紙「地域活動子
どもカレンダー」等様々
な方法で発信し、子育て
家庭や子育てに携わる機
関、支援者等の情報収集・
サービス利用に役立てて
もらう。 

■「地域活動子どもカレ
ンダー」、「知っ得ハンド
ブック」等による紙媒体
の情報提供に加え、従来
の「子育て情報サイト」を
リニューアルし、スマー
トフォン等の電子媒体か
ら情報を収集する保護者
ニーズに合わせ、アプリ
やプッシュ通知等を活用
した情報発信を充実させ
ていく。 

拡充 

子ども 

家庭支援
センター 
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方針２）様々な背景や課題を抱えた家庭への支援        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

方針２）様々な背景や課題を抱えた家庭への支援 

（１）児童虐待への取り組み 

児童虐待への対応 
児童虐待防止の啓発 
日野市子ども家庭支援ネットワーク連絡協議会（要保護児童対策地域協議会） 
健康課との連携強化 
虐待防止マニュアルの活用 
養育家庭啓発活動 

（２）ひとり親家庭への相談機能・情報提供の充実 

母子・父子自立支援員の相談体制の充実 
情報提供の充実 
ひとり親支援セミナー 
母子・父子自立支援プログラム策定事業 

（３）ひとり親家庭の自立に向けた支援 

母子生活支援施設入所支援 
母子家庭等自立支援給付金（教育訓練給付金、高等職業訓練促進給付金等） 
求職活動中の一時保育料の免除 
母子及び父子福祉資金・女性福祉資金の貸付 
離婚直後等のひとり親への住宅支援 
児童育成手当 
児童扶養手当 
ひとり親家庭医療費助成制度 
ひとり親家庭ホームヘルプサービス 

（４）不登校・ひきこもりの子への支援 

不登校やひきこもりの子の居場所づくり 
長期間の欠席状況にある子どもたちの教室「わかば教室」 
学校登校支援 
スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ） 

p.70 

p.68 

p.71 

p.74 

p.69 

p.72 

p.73 

p.75 
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（１）児童虐待への取り組み 

児童虐待防止対策の充実として、虐待対応を含む支援が必要な家庭に対し、関係機

関が情報を共有し、それぞれが持つ機能を発揮したネットワークによる支援を十分提

供できるよう、要保護児童対策地域協議会において、各機関のさらなる連携と機能の

強化を図ります。また、児童虐待の早期発見、早期対応のために、子どもに関わる様々

な機関や地域に対し、児童虐待防止活動の啓発活動を行います。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

児童虐待への対応 

■先駆型子ども家庭支援
センター（高幡本部）で、
子どもと家庭に関する総
合相談を行う中、児童虐
待防止に向け、相談体制
の強化や関係機関との連
携の強化を図り、児童虐
待の具体的事案に係る迅
速かつ的確な対応に努め
る。 

■虐待の芽を早期に摘む
取り組みや再発防止のた
めの見守り等を行う。 

■児童虐待に関する第一
義的な通告窓口として子
ども家庭支援センターが
迅速に対応することをは
じめ、児童虐待の予防・早
期発見のため、様々な事
業の実施や支援を行う。 

■虐待対策コーディネー
ターを配置することによ
り体制を強化し、児童相
談所や警察、教育・子育て
施設等との連携を強化す
る。また、市内各子育てひ
ろばの相談体制や関係機
関との連携を強化する。 

拡充 

子ども 

家庭支援
センター 

児童虐待防止の啓発 

■毎年11月の児童虐待
防止推進月間を中心に、
市民への様々な啓発活動
に取り組む。 

■オレンジリボンキャン
ペーン、パネル展示、講演
会等の様々な活動の実施
により、広く児童虐待防
止の啓発に努める。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 

日野市子ども家庭支援
ネットワーク連絡協議
会 

（要保護児童対策地域
協議会） 

■児童福祉法第25条の
２に法定された要保護児
童対策地域協議会の位置
づけで設置。 

■子どもとその家庭への
支援を総合的に推進する
ことを目的に、子どもに
関わる関係機関の情報の
交換や連携を図るための
運営協議会。 

■代表者会議、地域別会
議、個別ケース会議等構
成メンバーや会議の目的
にそって複数の会議を開
催し連携を深めている。 

■増加の一途である要保
護・要支援児童及びその
家庭の支援を進めるた
め、関係機関の連携の必
要性はますます高まって
いる。 

■子ども家庭支援センタ
ーは、警察、児童相談所、
教育委員会、健康福祉部
等の行政関連部署、その
他子育て関連機関間の調
整役として引続き連絡協
議会に入る機関の拡充と
更なる連携強化を図って
いく。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

健康課との連携強化 

■四半期に一度、健康課
との連携強化会議を実
施。 

■連携に関する取り決め
や、気になる乳幼児につ
いての情報交換を行い、
双方の支援サービスを適
切に運用できるように努
める。 

■健康課と子ども家庭支
援センターが組織的に連
携し、児童虐待の早期発
見・防止・迅速な対応を行
う。 

■健康課の「乳児家庭全
戸訪問事業」と子ども家
庭支援センターの「育児
支援家庭訪問事業」が連
携して実施できるよう連
携体制を整備する。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 

虐待防止マニュアルの
活用 

■平成19年度発行の虐
待防止マニュアル及び、
平成23年度発行のハン
ドブックの活用について
は、各種会議などの際に
各関係機関に呼びかけて
いる。 

■今後も、各関係機関へ
の周知及び呼びかけは継
続し、各関係機関の対応
力の向上を目指す。 

■子ども家庭支援センタ
ーと児童相談所との共有
ガイドラインの改正に伴
い、マニュアルの更新や
活用について検討する。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 

養育家庭啓発活動 

■養育家庭とは、様々な
事情により家庭で養育を
受けることができない児
童を、養子縁組を目的と
せず家庭的環境の中で養
育をし、児童の健やかな
成長を図る事業。 

■養育家庭制度の周知や
理解を深め、登録家庭の
増加を図ることを目的と
して、養育家庭普及活動
月間の取り組みや養育家
庭体験発表会の開催など
を実施している。 

■児童虐待や養育困難家
庭の相談が増え、児童養
護施設への入所児童数も
増加している中、養育家
庭のニーズはますます高
まっている。 

■事業の主体である児童
相談所と協力し、引き続
き養育家庭普及活動月間
の取り組み、養育家庭体
験発表会の開催など啓発
活動の充実を図り、市民
の理解と協力を求めてい
く。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 

 

 

 

（２）ひとり親家庭への相談機能・情報提供の充実 

ひとり親家庭が置かれている状況は、就業の形態や子どもの年齢、疾病や障害、親

など保護者の健康状態、児童虐待など様々な課題が生じやすいため、ひとり親家庭個々

の状況に即した適切な支援を行うとともに、一般の子育てや要支援家庭への施策を組

み合わせて支援します。 
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【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

母子・父子自立支援員
の相談体制の充実 

■母子・父子自立支援員
は、母子及び父子並びに
寡婦福祉法に基づき、母
子家庭及び父子家庭、寡
婦を対象に相談に応じ、
自立に必要な情報提供・
助言など行ったり、職業
能力の向上及び求職活動
に関する支援を行う。 

■具体的にはひとり親家
庭の生活上の問題、就業
についての相談、養育費、
母子及び父子福祉資金・
女性福祉資金の貸付等、
様々な相談を受けたり、
必要な支援につなげてい
く。 

■ひとり親家庭の実状に
合った極め細やかな支援
を行うため、母子・父子自
立支援員は他課との密な
連携を取ったり必要な研
修を受けて相談体制を更
に充実していく。 

継続 

セーフテ
ィネット
コールセ
ンター 

情報提供の充実 

■「ひとり親家庭のしお
り」を作成し、市役所をは
じめ各所にて配布し、国、
都、市及び関係機関の実
施する事業等、必要な情
報を必要な世帯に提供す
る。 

■改訂版を作成（不定期）
し、情報の更新を図る。ま
た広報やホームページを
活用し、常に新しい情報
の提供ができるよう、情
報収集を行う。 

継続 

セーフテ
ィネット
コールセ
ンター 

ひとり親支援セミナー 

■ひとり親の方々の養育
費やライフプラン等、生
活に役立つ様々な情報提
供の場として専門家によ
るセミナーを開催する。 

■年2～3回、単発又は連
続講座として開催する。
また年間のセミナー予定
を児童扶養手当の現況届
のお知らせに同封するな
どして、周知を図る。 

■専門家や事業担当者に
よる個別相談会も検討す
る。 

継続 

セーフテ
ィネット
コールセ
ンター 

母子・父子自立支援 

プログラム策定事業 

■母子・父子自立支援プ
ログラム策定員が児童扶
養手当受給者等の自立を
促進するために就労相談
を受け、それぞれの状況
やニーズ等に応じた自立
目標や支援内容について
個別の計画書を作成す
る。 

■ハローワークと連携し
ながら具体的な就労につ
なげ、就労開始後も継続
的な自立の支援を行う。 

■母子・父子自立支援員
が受ける様々な相談の中
で、対象となり得る人へ
積極的にアプローチをし
ていく。さらに就労支援
員やハローワークとも連
携を密にし、継続的な支
援を行う。 

継続 

セーフテ
ィネット
コールセ
ンター 
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（３）ひとり親家庭の自立に向けた支援 

ひとり親家庭の自立した生活のためには、親など保護者が安定した仕事に就き、家

庭の生計維持ができ、子どもが心身ともに健やかに成長することが望まれます。 

子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、また、

貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、必要な環境整備と教育の機会均等とな

るよう支援します。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

母子生活支援施設入所
支援 

■18歳未満の子どもを
養育している母子家庭の
母が、生活上の様々な問
題のため充分な養育がで
きない場合に、母子で入
所する児童福祉施設。 

■母子家庭の母からの申
請により個々の世帯の実
情を鑑み、入所を実施す
る。 

■入所期間を概ね2年と
し自立支援計画を立て
る。 

■母子関係に問題を抱え
る深刻な例が増えている
ことから、施設への入所
が必要であると思われる
世帯を1日でも早く支援
につなげるため、母子・父
子自立支援員の相談だけ
でなく、庁内関係各課・各
機関と連携を密にしなが
ら支援を行う。 

■入所後は自立支援計画
を立て、施設だけでなく
庁内関係各課・各機関と
連携をし、退所後の地域
での生活を見据えた支援
を行う。 

継続 

セーフテ
ィネット
コールセ
ンター 

母子家庭等自立支援給
付金 

（教育訓練給付金、高
等職業訓練促進給付金
等） 

■【母子家庭等自立支援
教育訓練給付金】 

母子家庭の母及び父子家
庭の父が就職につながる
能力開発のために受講し
た教育訓練講座の受講料
の一部を助成する。 

■【母子家庭等高等職業
訓練促進給付金】 

母子家庭の母及び父子家
庭の父が、就職に有利な
国家資格を取得するた
め、養成機関において修
業している場合、一定期
間経済的支援を行う。 

■【ひとり親家庭高等職
業訓練促進資金貸付事業
の案内】 

上記高等職業訓練促進給
付金を受給する方に対
し、東京都社会福祉協議
会が実施する「ひとり親
家庭高等職業訓練促進資
金貸付事業」の案内をお
こなう。 

■就労相談時に制度の周
知を図る。 

■広報・ホームページに
掲載中の制度内容につい
て、利用した場合の具体
的な流れや、利用状況な
どの掲載を検討する。 

■ひとり親家庭高等職業
訓練促進資金貸付事業
は、一定の条件をクリア
すれば、貸付金の償還が
免除されるため、相談時
には必ず制度の説明を行
う。 

継続 

セーフテ
ィネット
コールセ
ンター 



 

 

72 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

求職活動中の一時保育
料の免除 

■母子家庭・父子家庭の
就労を支援するため、母
子・父子自立支援員が証
明書を発行し、求職活動
中、一時保育を利用する
場合の保育料を免除す
る。 

■ひとり親支援を所管し
ているセーフティネット
コールセンターと、一時
保育を所管している子ど
も家庭支援センターとの
連携を密にし、積極的に
周知を行っていく。 

継続 

子ども 

家庭支援
センター 

  

セーフテ
ィネット
コールセ
ンター 

母子及び父子福祉資
金・女性福祉資金の貸
付 

■ひとり親家庭の生活安
定と児童の福祉の増進を
図るため、母子及び父子
福祉資金・女性福祉資金
福祉資金として必要な各
種資金の貸付を行う。 

■広報・ホームページを
活用し制度の周知を図
る。 

■自立支援策として積極
的な活用をすすめるため
に、臨時の相談窓口を開
設（8月の土曜日）する。 

継続 

セーフテ
ィネット
コールセ
ンター 

離婚直後等のひとり親
への住宅支援 

■離婚直後のひとり親の
世帯、離婚調停中の別居
世帯の自立を支援するた
め、市営住宅の一部を当
面の住居として一時的に
提供する。（2年以内） 

■住居を提供するだけで
なく、入居中の生活・子の
養育・就労などの諸問題
や退去に向けた支援を継
続的に行い、ひとり親家
庭としての自立を即して
いく。 

継続 

セーフテ
ィネット
コールセ
ンター 

児童育成手当 

■ひとり親家庭等で18
歳に達した日の属する年
度の末日以前の児童、一
定の障害等に該当する
20歳未満の児童を扶養
している人に児童育成手
当を支給。※所得制限限
度額あり。 

■児童1人につき、支給月
額は育成手当13,500
円、障害手当15,500円。 

■支給時期は6月、10月、
2月にそれぞれ4か月分
を支給。 

※令和2年3月現在 

■東京都児童育成手当に
関する条例に基づく東京
都の制度であり、都の動
向を注視しつつ、より一
層適正な支給に努める。 

継続 子育て課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

児童扶養手当 

■ひとり親家庭、それに
準ずる家庭で、18歳に達
する日以後の最初の年度
末までの児童（一定の障
害児は20歳未満）を養育
している父又は母又は養
育者に児童扶養手当を支
給。 

■所得に応じて支給額を
決める。子ども1人の場
合 、 42,910 円 ～
10,120円。子ども2人目
10,140円～5,070円、
3人目以降１人につき
6,080円～3,040円の
加算。 

■支給時期は1月、3月、
5月、7月、9月、11月の
奇数月に前2か月分を支
給。 

※令和2年3月現在 

■児童扶養手当法による
国の制度であり、法改正
等に伴う制度改定に速や
かに対応する。 

■困難な状況にある場合
が多いひとり親等への経
済的支援であり、国の動
向を注視しつつ、法令に
則った、より一層適正な
支給に努める。 

継続 子育て課 

ひとり親家庭医療費 

助成制度 

■18歳に達した日の属
する年度の末日（障害の
ある場合は20歳未満）の
児童を監護等しているひ
とり親家庭等の母または
父または養育者で、各種
医療保険に加入し所得限
度額の範囲内の者にマル
親医療証を発行し、該当
者、該当児童の受診時に
保険診療の一部負担金
（の一部）を助成。 

※令和2年3月現在 

■ひとり親家庭等医療費
助成事業実施要綱等に基
づく東京都の制度であ
り、市でも条例等を整え
事業遂行している。 

■東京都の動向を注視
し、条例等に基づいた、よ
り一層適正な助成に努
め、ひとり親家庭等の保
健・福祉の向上を図り、そ
の自立を支援する。 

継続 子育て課 

ひとり親家庭ホーム 

ヘルプサービス 

■日常生活に著しく支障
をきたしているひとり親
家庭に、申請に基づき原
則月12回以内、軽微な自
己負担でホームヘルパー
を派遣する。 

■生活、育児等の支援を
行うことで親の就業機会
の保持につなげる等、ひ
とり親家庭の福祉の向
上、生活の安定と自立を
図る。 

※令和2年3月現在 

■東京都ひとり親家庭ホ
ームヘルプサービス事業
実施要綱に基づく制度で
補助あり。市も要綱を制
定し事業を実施。 

■支援が必要なひとり親
世帯にサービスを提供で
きるよう事業内容の周知
を図り、ヘルパーや事業
者等人材確保に努め、支
障ない事業遂行に努め
る。 

■国、東京都の事業目的
や動向を注視し、事業の
適正な運用を図る。 

継続 子育て課 
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（４）不登校・ひきこもりの子への支援 

不登校・ひきこもり等で悩む本人や家族に対し、それぞれの状況に応じ専門相談、

居場所の提供を実施し、自立に向けた支援を行います。学校教育においては、すべて

の児童・生徒に対して、授業等を通して必要な意欲・態度や能力を育み、一人ひとり

のキャリア発達を支援します。 

また、ひきこもりの支援に向け、スクールソーシャルワーカー等の専門機関による

ネットワークを構築し、若者の成長を支える担い手を養成します。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

不登校やひきこもりの
子の居場所づくり 

■不登校やひきこもりの
子の居場所として市内に
10か所の児童館がある。
児童館には、児童厚生員
が配置されていて、学校
の先生や親など保護者と
は違う立場で子どもと接
し、見守りや相談相手と
しての役割を果たしてい
る。 

■その他、市内の居場所
となる施設を周知する。 

■教育委員会や小中学校
と連携し、また保護者に
対しても、居場所として
のＰＲを図る。 

継続 子育て課 

長期間の欠席状況にあ
る子どもたちの教室
「わかば教室」 

■長期間の欠席状況にあ
る児童・生徒が通室して
いる「わかば教室」では、
社会的自立の醸成並びに
学習及び学校復帰等の支
援に重点を置いている。 

■児童・生徒の学校生活
における精神的な悩み、
人間関係での不安、長期
間の欠席状況にある・登
校しぶりなど環境や学習
等の問題に関しての相談
や支援、健全育成に関す
る調査並びに資料提供や
助言を行っている。 

■eラーニングシステム
「アクティブラーニング
[日野版]」を導入し、通室
生の個に応じた学習支援
を ICT活用教育推進室と
協力して実施している。 

■長期間の欠席状況にあ
る子どもを対象に、学ぶ
意欲と基礎・基本の定着
を図り、社会的自立の醸
成並びに学校復帰を目指
す。各関係機関との連携
を密にし、一人ひとりへ
の個に応じた対応の体制
を作っていく。 

継続 
教育 

センター 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

学校登校支援 

■日野サンライズプロジ
ェクト※の趣旨に則り長
期欠席状況にある児童・
生徒の学校復帰を目指す
支援を行う。 

■各小中学校より教育セ
ンターに月毎に報告され
る「出席状況調査（児童・
生徒の出・欠席の状況調
査）」の集約・分析を通し
て対応策を検討する。 

■小・中学校訪問（対応策
相談・助言・ケース会議へ
の参加。） 

■児童・生徒の育成に係
る関係機関との連携を進
める。（日野市「わかば教
室」、日野市発達・教育支
援センター「エール」、子
ども家庭支援センター
等） 

■その他、必要に応じて
長期欠席状況にある児
童・生徒の支援につなが
ること。 

■各小中学校に日野サン
ライズプロジェクト※の
周知を図り、長期間欠席
状況にある児童・生徒の
出現を未然に防ぐ取り組
みを行う。 

■出席状況調査の分析を
深め対応策の向上を図
る。 

■長期間欠席状況にある
児童・生徒の学校復帰を
図るための支援策として
各関係機関との連携を更
に進めていくとともに、
各学校に登校支援のため
のケース会議開催を積極
的に進めていく。 

継続 

教育支援
課 

    

教育セン
ター 

 

子ども 

家庭支援
センター 

スクールソーシャルワ
ーカー（ＳＳＷ） 

■東京都のスクールソー
シャルワーカー活用事業
（補助率１／２）を活用
し、不登校やいじめ、経済
的困窮や養育困難など健
全育成上課題を抱える児
童生徒及びその家庭に対
し、学校からの依頼によ
り、スクールソーシャル
ワーカー（ＳＳＷ）を派遣
し必要な支援を行う。 

■ＳＳＷは、社会福祉等
の専門的知識等を有し、
関係機関等と連携して児
童･生徒が置かれた環境
への働きかけを行い、児
童・生徒の教育・生活環境
の改善を図るもので、現
在社会的ニーズが高まっ
ている。 
■平成26年度からＳＳＷ
の配置を開始したが、学
校からの需要が高い。こ
のため、必要とするＳＳ
Ｗの配置を行い、適切な
支援ができる体制を整え
ていく。 

拡充 
教育支援

課 

 

※ 日野サンライズプロジェクトとは、日野市の児童生徒が元気に過ごせることを願って、関係する大人

がみんなで支援にあたるためのプロジェクト。このプロジェクトのキーワードは「連携」で、学校と

保護者をはじめ、児童生徒の育成に関わる地域、教育、心理、福祉、医療など様々な専門家や専門機

関との連携・協力によって、登校しぶりや欠席が長く続いている児童生徒一人ひとりの状況や課題に

応じた支援に取り組んでいる。なお、プロジェクトの名称は、昇る朝日の元気な姿をイメージしてつ

けられたもの。 
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方針３）心と体の健やかな成長を支える環境づくり        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

方針３）心と体の健やかな成長を支える環境づくり 

（１）心の健康を守る支援の充実 

保育園巡回相談 
幼稚園巡回相談 
学童クラブ巡回相談 
エール学校派遣心理士 
スクールカウンセラー 
保育カウンセラー 

（２）障害のある子どもとない子どもが共に育つ環境づくり 

専門指導事業 
幼児グループ事業 
児童発達支援事業 
発達支援関係機関連携協議会 
特別支援教育の推進 
個別支援シート「かしのきシート」 
少年学級 
みんなの遊・友ランド 

（３）食育事業などの充実 

みんなですすめる食育条例・日野市食育推進計画 
乳幼児及びその家族への食育推進 
保育園における食育推進 
学校での食育推進事業 
学童クラブ・児童館での食育事業の展開 

（４）母子保健と医療体制の充実 

救急医療体制の充実 
二次救急診療体制の充実（地域密着型の中核病院機能の発揮） 
新生児聴覚検査 

p.77 

p.78 

p.81 

p.83 

p.78 

p.79 

p.80 

p.82 

p.82 
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（１）心の健康を守る支援の充実 

問題行動の未然防止や早期発見・早期対応を図るため、相談しやすい環境づくりや、

学校、地域、関係機関などが連携して適切に支援する体制の充実を図ります。 

また、子どもたちとより接する機会の多い、保育士や幼稚園教諭など職員の専門性

を高める必要もあります。専門職である臨床心理士などが、定期的に巡回することに

より、子どもの発達状況に応じた支援や研修などを職員に行い支援体制を強化します。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

保育園巡回相談 

■臨床心理士、言語聴覚
士等による定期的な巡回
により発達に関する相談
を保育者に対し行う。 

■発達に心配のある保護
者への個別相談も実施。 

■各保育園の巡回回数：
年3回。 

■エール（日野市発達・教
育支援センター）の巡回
相談として、保育園、幼稚
園、学童クラブ、小中学校
としての一貫した体制を
構築していく。 

継続 
発達支援

課 

幼稚園巡回相談 

■臨床心理士等による定
期的な巡回により発達に
関する相談を教諭に対し
行う。 

■各幼稚園の巡回回数：
年3回。 

■エール（日野市発達・教
育支援センター）の巡回
相談として、保育園、幼稚
園、学童クラブ、小中学校
としての一貫した体制を
構築していく。 

継続 
発達支援

課 

学童クラブ巡回相談 

■臨床心理士等による定
期的な巡回により発達に
関する相談を指導員に対
し行う。 

■各学童クラブの巡回回
数：年2回。 

■エール（日野市発達・教
育支援センター）の巡回
相談として、保育園、幼稚
園、学童クラブ、小中学校
としての一貫した体制を
構築していく。 

継続 
発達支援

課 

エール学校派遣心理士 

■市スクールカウンセラ
ー（小学校配置）を、エー
ルの相談事業との一体化
を図るためエール学校派
遣心理士へ変更 

■エール相談者の学校で
の状況観察、発達面の評
価等を行う。 

■学校とエール（日野市
発達・教育支援センター）
が連携し、子どもを見守
る体制をさらに強化す
る。 

継続 
発達支援

課 

スクールカウンセラー 

■全小・中学校にスクー
ルカウンセラーを配置
し、保護者・児童・生徒・
職員からの相談業務の充
実を図る。 

■東京都配置によるスク
ールカウンセラーと、エ
ール（日野市発達・教育支
援センター）の配置する
エール学校派遣心理士と
の連携を図り、多様な相
談内容に対応できる相談
体制を目指す。 

継続 学校課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

保育カウンセラー 

■保育カウンセラーを市
立幼稚園及び希望する私
立幼稚園に派遣をし、保
育者・保護者に対し、支援
を必要とする幼児に関す
るアドバイスをするとと
もに子育てに不安を抱え
る保護者へのカウンセリ
ングを行なう。 

■地域の保護者への子育
て支援と同時に、保育者
の研修にもなり、専門的
な視点からのアドバイス
が、子どもの良き成長へ
とつながっている。継続
して保育カウンセラー事
業に取り組んでいく。 

継続 学校課 

 

 

 

（２）障害のある子どもとない子どもが共に育つ環境づくり 

障害の状態に応じた指導や支援が必要な子どもが園や学校で増える中で、一人ひと

りのニーズに合った特別支援教育の充実と、障害のある子どもと障害のない子どもが

可能な限りともに育ち、学ぶ「インクルーシブ教育」の仕組みづくりが求められてい

ます。 

本市においても、ユニバーサルデザインの視点に立ち、言語聴覚士、作業療法士等

によるグループトレーニング、放課後デイサービスの障害児への生活能力向上の訓練

を実施するなど、保護者と子どもへのライフステージに合わせた切れ目のない支援に

ついて関係者と連携協力を取り、推進していきます。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

専門指導事業 

■言語聴覚士、作業療法
士等による個別指導、心
理士等による社会性を身
につけるためのグループ
トレーニングを実施。 

■個別指導、グループ指
導ともに質の統一、向上
化を図る。 

■指導卒業後の保育園、
幼稚園、教育機関との連
携を図っていく。 

継続 
発達支援

課 

幼児グループ事業 

■お子さんの発達の経過
を確認する親子の遊びの
グループ。 

■年齢別に２グループ実
施。（１歳６か月以降のグ
ループ・２歳以降のグル
ープ） 

■お子さんの発達の経過
観察、親同士がつながり
をもてる場を設定し、幼
児期の支援の場とする。 

継続 
発達支援

課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

児童発達支援事業 

■保育所等訪問支援（通
園事業で療育を実施して
いる職員が保育園等を訪
問し、障害児に対し、集団
生活への適応のための専
門的支援を行う）を開始 

■通園事業きぼう 

 ・３歳児クラス 

・４～５歳児クラス 

 週5日 

 ・午後クラス（保育園・ 
   幼稚園と併行通園） 
   月2回 

■児童福祉法に基づく児
童発達支援センターに変
更（令和2年10月より予
定） 

■児童発達支援センター
開設に向けて、保育所等
訪問支援を開始し、地域
の障害児、その家族、関係
機関に対する支援を行
い、障害児の中核的支援
機関としての機能を果た
していく。 

継続 
発達支援

課 

発達支援関係機関連携
協議会 

■子育て支援関係機関に
より協議会を構成し発達
面や行動面、学校生活面
において支援を必要とす
る子ども及び子どもの育
ちについて不安のある家
族を総合的に支援するも
の。 

■年１回協議会（全体会
議）を開催し、左記協議会
の設置要綱に定められた
「テーマ別会議」「個別ケ
ース会議」を必要に応じ
て開催し、子どもの発達
に関する諸問題の解決に
向け協議を実施してい
く。 

継続 
発達支援

課 

特別支援教育の推進 

■特別な支援を必要とす
る児童・生徒にとって良
い環境・良い指導は、全て
の子どもたちにとっても
良い環境・良い指導であ
るという「ユニバーサル
デザイン」の視点に立っ
た、ひのスタンダードの
取り組みを更に推進し、
小・中学校の特別支援学
級だけでなく、通常の学
級に在籍している児童・
生徒への積極的な教育支
援を行う。 

■第５次特別支援教育推
進計画（計画期間：令和2
～4年度）に基づき、特別
支援教育の推進のため、
具体的な施策を推進す
る。 

■特別支援教育に関わる
各種施策を推進する。特
に、第5次特別支援教育推
進計画に掲げている下記
の具体的な施策を推進す
る。 

■「かしのきシート」によ
る支援情報の共有と内容
の充実 

■教員の理解並びに指導
力向上に向けた取り組み
の推進 

■ひのスタンダードの実
践及び見直し 

■特別支援教室（ステッ
プ教室）における特別支
援教育推進体制の推進 

継続 
教育支援

課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

個別支援シート「かし
のきシート」 

■発達に支援を必要とす
る子どもが０歳から18
歳までライフステージを
通じて切れ目なく継続的
な支援が受けられること
を目的に『かしのきシー
ト』を作成する。保護者と
子どもの支援に関わる 

機関が連携協力すること
により子どもの健やかな
育ちの一助にしていく。 

■シート運用の安定化を
図る。また、システム導入
により円滑な連携を目指
す。 

■シートが効果的に活用
されるように、シートの
中身を充実させていく。 

継続 
発達支援

課 

少年学級 

■障害のある子どもたち
の様々な社会参加や市民
との交流をさらに増やし
ていくため、本事業で子
どもたちの生活に即した
コミュニケーションを体
験できる機会を提供して
いく。 

■保護者・ボランティア
が中心となっている事業
成果等を幅広く広報して
いくことで、多くの市民
に実行委員会が企画する
事業に参加してもらい、
市内の学び、学び合い、相
互の理解を深める交流等
を促進する。 

継続 
中央 

公民館 

みんなの遊・友ランド 

■障害のある子もない子
も一緒に遊び、笑顔で声
かけできるようなふれあ
いの場をつくることを目
的としたイベント。 

■子どもたちが一緒に遊
び、楽しい時間を共有す
ることでお互いを知り、
助け合うきっかけづくり
を行っている。 

■ボランティアスタッフ
（地域の大人・学生）が障
害のある子と接すること
を通して、障害への理解
を深めるとともに、いろ
いろな人達と触れ合うこ
とで、地域活動への関心
を高める。 

■青少年委員が運営を行
い、特別支援学校や日野
市少年学級親の会、日野
市社会福祉協議会、市内
大学等に協力をいただい
ている。 

■事業開始：平成４年２
月。 

■障害の有無にかかわら
ず、様々な人が交流する
貴重な場となっているの
で、今後も継続し、相互理
解を深めるとともに、ノ
ーマライゼーションを啓
発する。 

継続 子育て課 
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（３）食育事業などの充実 

食育をライフステージに応じて暮らしの様々な場面の中で、児童館、学童などの他

機関と連携しながら、食に関する情報提供や学習機会の充実を図ります。 

市民や有識者による食育推進会議、学校給食における食育など、幼少期からの食育

の推進により、食に対する基礎的な知識を養い、将来、安全で望ましい食生活を送る

ことができるよう、子どもの健全な発育と成長を支援します。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

みんなですすめる食育
条例・日野市食育推進
計画 

■公募市民と有識者で構
成される日野市食育推進
会議を設置し、食育計画
の進み具合を評価・検証
する。 

■家庭における食育を推
進し、朝ごはんの欠食率
を減らす。 

■日野市食育推進会議に
よる食育計画の進み具合
の評価・検証を継続して
いく。（第4期食育推進計
画を令和4年度改定予定） 

■家庭における食育を推
進し、朝ごはんの欠食率
を減らす。 

継続 健康課 

乳幼児及びその家族へ
の食育推進 

■離乳食の不安を低減さ
せるため、子どもを持っ
たばかりの保護者に対す
る食育の場として「離乳
食教室」を実施。参加者同
士の交流の場として機能
させる。 

■食生活や健康に対する
意識の高い乳幼児の保護
者に向けて働きかけるこ
とで、生涯の健康づくり
のきっかけとなるよう、
継続していく。 

継続 健康課 

保育園における食育 

推進 

■保育の一環として食育
を位置づけ、各保育園の
創意工夫のもと計画的に
食育を推進する。 

■調理保育や収穫体験、
給食で日野産農産物を利
用することで、食への関
心を持ち、食の大切さを
知る活動を実施してい
く。 

■日野市食育推進計画に
基づき、朝食の大切さを
はじめ、食に関する情報
を懇談会やおたより、イ
ンターネット等を用いて
発信し、保護者や地域家
庭の食生活や食育の充実
を支援していく。 

■「保育園食育年間計画」
に基づき、保育園の給食
を通して、園児や保護者
へ食育を実施していく。 

継続 保育課 

学校での食育推進事業 

■安全で楽しくおいしい
給食をより一層推進する
とともに、大地や自然の
恵みを大切にし、日野市
食育推進計画の遂行を図
る。 

■学校給食での地場産野
菜の利用率の向上を図
る。 

■農業体験や食材につい
ての指導。 

■食事マナーに関する指
導。 

■バランスのとれた食事
の仕方などの指導。 

■日野市みんなですすめ
る食育計画に基づき事業
を実施していく。 

■給食に日野産野菜をよ
り多く使用するなど食育
に関係するいろいろな機
会を通して生徒・保護者
へ、食や健康情報を見え
る形、わかりやすい形で
発信し、検証していく。 

■朝食の欠食割合を改善
するための情報提供等も
実施していく。 

継続 学校課 



 

 

82 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

学童クラブ・児童館で
の食育事業の展開 

■市内10児童館の事業
として食育事業を展開し
ており、子どもが自分ひ
とりでもできる比較的簡
単なランチづくりを行う
ほか、もちつきや焼き芋
等の季節行事や日本の伝
統的行事を通して食文化
を学んでいる。 

■学童クラブでは、カレ
ーづくり等の調理体験を
行い、作る側を経験する
ことで調理の仕方や楽し
さを知る場を設けてい
る。 

■地元農家の協力のも
と、芋掘り等の収穫体験
をすることで生産者の立
場や食材の大切さを学ぶ
だけでなく、食に対する
感謝の気持ちも学ぶ機会
を設けている。 

■児童館では、食事をつ
くる力を身につけ、食べ
ることの大切さや共に食
べる喜び、食に対する感
謝の気持ちを育むことが
できるような食育事業を
継続して行っていく。 
■「もちつき」や「やきい
も」などの実施により伝
統行事や季節行事の大切
さを次世代へつなぐ体験
の場とする。 
■学童クラブでは、調理
体験により、つくる喜び
や調理への興味を引き出
していく。 
■調理体験行事を通じ子
ども・保護者・学童クラブ
職員の交流を図り、子ど
もの成長の一助としてい
く。 
■食材の大切さや食に対
する感謝の気持ちを育む
機会として、作物の収穫
体験行事についても引き
続き行う。 

継続 子育て課 

 

 

 

（４）母子保健と医療体制の充実 

子どもの健康状態を定期的に把握し、病気や発育発達上の問題を早期に発見し、対

応するとともに、病気や緊急時に夜間や休日を含めて適切に対応できる小児医療体制

を充実していきます。同時に、子どもの死亡原因として高い率を占める不慮の事故な

ど、家庭内などにおける子どもの事故を防止していく必要もあります。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

救急医療体制の充実 

■救急専従医師の確保、
救急車不応需ゼロ、救急
室の設備改修など、市民
生活に直結した救急医療
の維持・継続に努めると
ともに、一層の充実を図
る。 

■全日小児科医当直体制
及び24時間365日不応
需のない救急車受け入れ
体制の堅持。 

継続 市立病院 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

二次救急診療体制の充
実（地域密着型の中核
病院機能の発揮） 

■南多摩医療圏におい
て、一次医療を担う小児
科クリニックが充実し、
近隣に二次医療機関が多
数存在する状況におい
て、市立病院が果たすべ
き役割を十分認識し、日
野市が子育てに安心を与
える地域であり続けるた
めに、更なる小児科の充
実に努めていく。 

■地域のクリニック及び
東京都立小児総合医療セ
ンターとの連携強化。 

■分娩に伴う小児科医師
や助産師とのチーム医療
による新生児医療体制の
堅持。 

継続 市立病院 

新生児聴覚検査 

■妊娠の届け出をされた
方に、出産後、都内医療機
関で使用できる新生児聴
覚検査受診票を交付す
る。新生児聴覚検査の際
に使用することで、上限
額まで公費負担をする。 

■受診票を使用できない
都外医療機関等での受診
については、申請に基づ
き助成金を交付してい
る。 

新生児聴覚検査の受診を
促進するとともに検査結
果が要精密検査であった
場合の児及び家族に対す
る支援を実施する。 

新規 健康課 
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方針４）「すべての子どもの健やかな成長を切れ目なく支援する子ども・
家庭・地域の子育て機能の総合支援拠点」の設置        

 

 

 

 

 

 

 

子育ての悩みや保護者自身の悩みを抱え込むことがないよう、複雑かつ深刻化した

相談内容に対応するため、専門相談の体制を整備し、垣根の低い相談窓口の設置が求

められています。また、関係機関の連携を強化し、子育て支援の継続性を長期にわた

り確保する体制が求められます。すべての子どもの健やかな成長を切れ目なく支援す

る子ども・家庭・地域の子育て機能の総合支援拠点である（仮称）子ども包括支援セ

ンターの早期設置を目指し、以下に掲げる３つの方向性のもと、各事業や支援策の内

容を検討するとともに、実現に必要な場所の確保と組織改編を実施します。 

① すべての妊産婦、子どもとその家庭が気軽に相談できる環境づくり 

② 関係機関の顔の見える関係づくりの支援 

③ 妊娠期から18歳までの継続的・包括的な支援 

 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

(仮称)子ども包括支援
センターの設置 

■子育てを支援する総合
相談窓口機能の整備 

■児童虐待への対応と防
止対策の強化 

■保健・福祉と教育の情
報・意識共有と連携の強
化 

■義務教育終了後（高等
学校との連携等）の継続
した支援 

■子育て支援資源の育成
と協力体制の構築 

■すべての子どもの健や
かな成長を切れ目なく支
援する子ども・家庭・地域
の子育て機能の総合支援
拠点である（仮称）子ども
包括支援センターの早期
設置を目指し、各事業や
支援策の内容を検討する
とともに、実現に必要な
場所の確保と組織改編を
実施する。 

新規 

子ども 

家庭支援
センター 

 

健康課 

 

発達支援
課 

 

子育て課 

 

 

  

方針４）「すべての子どもの健やかな成長を切れ目なく支援する子ど
も・家庭・地域の子育て機能の総合支援拠点」の設置 

（１）(仮称)子ども包括支援センターの設置 p.84 
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基本目標Ⅲ 共に生き、互いに育てあうまち 

方針１）地域で子どもの成長を支える仕組みづくり        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）子育て支援の強化に向けた市民活動（ＮＰＯなど）の支援 

少子化や家族規模の縮小などの進行により、子ども同士の交流の機会も減少し、か

つてのように他者との交流を通じて社会性を育む機会が少なくなっています。 

そうした中、子どもの豊かな人間性を育むためには、学校で学ぶことだけでなく、

多世代で守備範囲が異なる市民（団体）、子育て支援活動団体などによる生涯学習によ

り、様々な活動を行うことができる機会や場が必要となっています。 

地域に住む子どもたちをはじめ、地域に住む大人たちも参加できる異年齢や世代間

交流の機会などを充実し、子どもたちが他者の個性や考え方を理解する力を育むこと

ができる環境づくりを進めます。 

  

方針１）地域で子どもの成長を支える仕組みづくり 

（１）子育て支援の強化に向けた市民活動（ＮＰＯなど）の支援 

市民活動（ＮＰＯなど）の支援 
ひの市民活動支援センター設置・運営 

（２）地域で推進する子どもの健全育成 

民生委員・児童委員（主任児童委員） 
子ども会などへの支援 
地区青少年育成会の活動 
青少年委員の活動 
青少年問題協議会 
子ども・子育て支援会議 
手をつなごう・こどもまつり 

（３）地域と学校の連携 

コミュニティ・スクール運営事業 
ホームページでの学校情報提供 
学校地域支援本部 
地域の人材を活用した教育の充実（外部指導員など） 

p.91 

p.87 

p.86 

p.88 

p.89 

p.90 
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【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

市民活動（ＮＰＯなど）
の支援 

■多世代、守備範囲の異
なる市民（団体）が、交流
することで生まれる地域
内での自主的な連携の促
進を目指し、地域懇談会
を開催する。 

■市民活動の財源確保の
ための支援。（助成金の情
報提供、時代にあった形
での補助制度の実施） 

■子育て支援活動団体な
どによる地区センターと
いったコミュニティ施設
の活用促進。 

■妊産婦から中高生ま
で、段階に応じた子育て
サービスが、地域性を踏
まえて地域内で円滑に展
開されていく地域づくり
を目指す。 

継続 
地域協働

課 

ひの市民活動支援セン
ター設置・運営 

■ひの市民活動支援セン
ターの運営を通じて、子
育て支援活動団体の立ち
上げ支援、既存団体の活
動の充実支援、市民活動
団体間の連携促進などを
行う。 

■ひの市民活動ネットワ
ークとの協働により、市
民の力を引き出し、地域
課題の解決に取り組む。 

継続 
地域協働

課 

 

 

 

（２）地域で推進する子どもの健全育成 

地域コミュニティが希薄になりつつある現代において、地域社会における子どもを

育てる力が低下しており、その再生が求められています。そのためには、子どもや親

にとって身近な生活圏である地域が、日常的に子どもや親と接し、親の相談や子ども

の健全育成などにおいて重要な役割を担う必要があります。 

こうした状況を踏まえ、今後も地域で子育て家庭を支援し、子どもの育ちを支える

という意識を高めるとともに、地域の市民団体や関係機関との連携強化に努め、子育

て・子育ちの応援ができるあたたかい地域社会を築くことができるよう、地域におけ

る子育て支援事業の充実を図ります。 
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【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

民生委員・児童委員 

（主任児童委員） 

■児童福祉法に基づき、
民生委員が児童委員を兼
ねており、それぞれ担当
地域をもって活動してい
る。 

■更に、区域を担当する
児童委員に加え、児童を
専門に扱う主任児童委員
を設置し、10名の主任児
童委員が中学校区域ごと
に活動している。 

■児童委員は担当地域内
の児童、妊産婦、ひとり親
家庭等の福祉に関する相
談に応じ、指導または適
切な関係機関へつなぐ。
また、児童の健全育成や
母子の福祉推進のため、
地域活動に協力する。 

■主任児童委員は、担当
地域の児童委員と関係機
関との連携・調整を行う。
児童相談所、子ども家庭
支援センター、学校等と
の連携を密接にし、児童
や子育て世帯を取り巻く
環境等について、児童委
員と連携して状況把握を
行う。 

継続 
福祉政策

課 

子ども会などへの支援 

■市内子ども会に対し
て、子どもの人数に応じ
て補助金を交付してい
る。（令和元年現在59団
体） 

■子ども会活動を支援す
るためにプレイワーカー
派遣制度があり、子ども
会からの要請に応じて、
レクリエーション等の提
供を行っている。 

■支援（補助金・人材・活
動場所）を継続し、子ども
会活動の活性化を目指
す。 

継続 子育て課 

地区青少年育成会の 

活動 

■中学校地区（８地区）ご
とに組織され、家庭、学
校、地域の諸団体との連
絡調整や地域の中で行事
やイベントなどを開催す
ることで子どもたちに
様々な体験・経験の機会
を提供している。 

■８地区で構成されてい
る連合会においては、情
報交換や研修会などを実
施している。 

■【経過】 

昭和39年７月日野市青
少年問題協議会地区委員
会として発足。 

平成２年４月から日野市
地区青少年育成会とな
る。 

平成18年4月より日野市
青少年育成会連合会を発
足。 

■より多くの地域の中の
子どもたちが様々な体
験・経験ができるよう、中
学校地区（８地区）ごとの
イベントや企画を市とし
ても引き続きバックアッ
プしていく。 

■各地区育成会及び連合
会の活動が安定的かつ継
続的に実施できるよう普
及啓発に努めていく。 

継続 子育て課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

青少年委員の活動 

■青少年の健全育成及び
青少年教育の振興を図る
ため、各中学校区２名、計
１６名の青少年委員を委
嘱している。（任期２年） 

■「みんなの遊・友ラン
ド」の運営やジュニアリ
ーダー講習会をはじめと
した市事業への協力を行
っている。 

■委員の個人活動とし
て、それぞれの地域で、地
区育成会活動、児童館ボ
ランティア、小中学校・特
別支援学校のサポート等
を行っており、毎月の定
例会において、委員間・地
区間の情報を交換・共有
している。 

■青少年委員制度として
昭和35年発足。 

■会の活動・個人活動を
通して地域の青少年と関
わり、各委員の得意分野・
スキルを生かした様々な
角度からの青少年育成に
努める。 

■各委員の地域のネット
ワークを活用して、助け
合うことの大切さ、いろ
いろな人たちと触れ合う
ことの楽しさを感じても
らい、青少年を地域での
ボランティア活動に誘引
する。 

■地域と行政のパイプ役
として、青少年関係団体・
大学等と連携を取りなが
ら、子どもたち・地域のた
めに何かしたい人と子ど
もたち・地域のために活
動している人をつなぎ、
活動を支援していく。 

継続 子育て課 

青少年問題協議会 

■青少年の指導育成、保
護及びきょう正に関する
総合的施策の樹立に必要
な事項を調査審議、関係
団体相互の連絡・調整を
行う機関。 

■平成28年度より条例
の枠組みは残し、協議会
の定期的な開催は一旦中
止している。 

■青少年を取り巻く現状
と課題や各個別協議会の
進捗状況等について引き
続き注視し、時代に即し
た協議会のあり方を検討
していく。 

継続 子育て課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

子ども・子育て支援 

会議 

■子ども・子育て支援法
（平成24年法律第65
号）第77条第１項の規定
に基づく。平成25年10
月に発足。 

■委員構成委員20人以
内 

①子どもの保護者。 

②地域において子どもの
育成及び子育ての支援活
動に携わる者。 

③市内の民間企業の事業
主を代表する者。 

④市内の民間企業の労働
者を代表する者。 

⑤子ども・子育て支援に
関する事業に従事する
者。 

⑥子ども・子育て支援に
関し学識経験のある者。 

⑦関係行政機関の職員。 

⑧その他市長が必要と認
める者。 

■所掌事務 

①特定教育・保育施設（認
定こども園、幼稚園、 

保育所）の利用定員の設
定に関すること。 

②特定地域型保育事業
（小規模保育等）の利用 

定員の設定に関するこ
と。 

③市町村子ども・子育て
支援事業計画の策定・変
更に関すること。（第2期
日野市子ども・子育て支
援事業計画） 

④子ども・子育て支援に
関する施策の推進につい
て必要な事項及び施策の
実施状況の調査審議に関
すること。 

■幅広い委員構成である
ため、それぞれの委員の
立場からの現場の声を傾
聴し、次期計画の策定案
を構築する。 

■「子育てしたいまち、し
やすいまち日野」の実現
に向けて、計画の検証、評
価を行い市の施策に反映
していく。 

継続 子育て課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

 

手をつなごう・こども
まつり 

■日頃から子どもに関わ
っている諸団体（青少年
育成団体・市民団体・行政
機関・児童館など）が実行
委員会を組織し10月の
日曜日に日野中央公園・
市民プラザにて実施。親
子で楽しめるイベントを
多数用意し、子どもが日
頃の成果を発表できるス
テージも設置。子どもに
関わっている諸団体がこ
のイベントを通じ交流を
深めている。 

■【経過】 

平成３年度日野市青少年
育成市民交流集会発足。 

平成６年度「ＷＡＩＷＡ
Ｉワールド～じどうかん
まつり～」を実施。 

平成７年度「浅川で手を
つなごう」実施。 

平成15年度万願寺中央
公園に場所を移し「手を
つなごう」実施。 

平成22年度「手をつなご
う・こどもまつり」として
開始。 

■日頃から子どもたちの
育成のために活動してい
る市内の様々な団体や機
関、市民が交流・連携・協
働し、より大きな人の輪
をつくり、子どもたちの
より健やかな育ちを支え
ていくためのきっかけづ
くりの場とする。 

■子どもたちの主体的な
活動を通した自己実現の
場として確保し、「ともに
創りあげる喜び」を分か
ち合い「自分を大切にし、
また他者を思いやり尊重
する心」を涵養するため
の場とする。 

■このイベントを通して
子どもに関わっている諸
団体の交流を深め、日常
の活動でも協力関係が築 

けるよう促していく。 

継続 子育て課 

 

 

 

（３）地域と学校の連携 

昨今、地域の教育力の低下や家庭教育の充実の必要性が指摘されています。また、

学校が抱える課題は複雑化・困難化しており、教職員のみならず社会総掛かりで対応

することが求められています。このため、これからの厳しい時代を生き抜く力の育成、

地域から信頼される学校づくり、社会的な教育基盤構築等の観点から、学校と地域が

パートナーとして連携・協働するための組織的・継続的な仕組みが必要となってきて

います。 

地域の声を活かし、地域に開かれた学校づくりを一層推進していくことが必要にな

っています。学校が地域に積極的に関わることで、保護者、地域住民との信頼関係が

深まり、地域の教育資源や人材を教育活動に活かすことができるなどの効果が期待さ

れます。 

 

  



 

 

91 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

コミュニティ・スクー
ル運営事業 

■地域・保護者が学校運
営の当事者となり、共通
の目標をもって教育活動
を展開できるよう、学校
運営協議会（コミュニテ
ィ・スクール）を全小中学
校に設置する。 

■学校運営協議会の設置
が任意設置から努力義務
化されたことに伴い、全
校設置に向け、学校や地
域の意向を尊重しながら
検討を進めていく。 

拡充 学校課 

ホームページでの学校
情報提供 

■ＩＣＴ活用教育の推進
策のひとつとして、「学校
Ｗｅｂサイトによる見え
る学校づくり」を掲げ、市
内の全小中学校各校の特
色ある取り組みをホーム
ページで公開している。 

■各学校が、それぞれの
オリジナリティを出し
て、保護者や地域の方だ
けでなく、広くそれぞれ
の取り組みや活動を発信
し、見える学校づくりを
推進していく。 

継続 学校課 

学校地域支援本部 

■地域の人々が学校運営
を支援する「学校支援地
域本部」の設置を支援し、
地域全体で子どもたちを
育む環境を整備する。 

■学校の依頼と地域のボ
ランティアをつなぐ役割
のコーディネーターを各
校に配置している。 

■支援内容としては「学
習支援」「環境整備」「登下
校の見守り」「行事の支
援」、「放課後の学習支援
（一部の小・中学校）」な
どを実施。 

■市内小学校ごとに地域
支援本部を設置し、学校
と地域の連携体制の構築
や制度の周知を図る。 

■放課後の学習支援につ
いては、学校や地域の特
性に応じ実施校の拡大を
図る。 

継続 
生涯学習

課 

地域の人材を活用した
教育の充実（外部指導
員など） 

■「ひの２１世紀みらい
塾」として、特技を活かし
て教えたいという市民講
師や、市職員を派遣・紹介
し、市民の学び合いを支
援する。 

■生涯学習推進基本構
想・基本計画をもとに、よ
り効果的な市民の学び合
いができるよう検討して
いく。 

継続 
生涯学習

課 
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方針２）安心して子育てができる 安全なまちづくり        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）安全、安心なまちづくりの推進 

子どもの「安全」「安心」を守るため、地域の方々のご協力のもと、様々な活動を

行います。登下校時における子どもたちの安全・安心を確保するための見守り、パト

ロールの実施、子どもたちへの事件や事故、不審者情報、安全確保に関する情報の発

信など、学校、地域、家庭がひとつになって、子どもにとって安全で安心なまちづく

りを目指していきます。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

通学路など登下校の 

安全確保 

■日野市通学路交通安全
プログラムに基づき、警
察、道路管理者、学校、Ｐ
ＴＡ、教育委員会による
通学路の合同点検をＰＤ
ＣＡサイクルにより行っ
ていく。 

■小学校の通学路に防犯
カメラを設置し、防犯効
果を高める。 

■児童またはＰＴＡが地
域を見回り、自ら危険箇
所を見つけ、安全マップ
を作成し配布する。 

■日野市通学路交通安全
プログラムに基づく通学
路の合同点検を実施して
いく。 

■全小学校の通学路に設
置した防犯カメラの効果
を検証するとともに、登
下校の安全確保に必要な
箇所への設置を検討す
る。 

■学校、家庭、地域が一体
となり、安全マップを毎
年更新し、充実を図る。 

継続 学校課 

方針２）安心して子育てができる 安全なまちづくり 

（１）安全、安心なまちづくりの推進 

通学路など登下校の安全確保 
学校防犯カメラ 
スクールガードボランティア 
セーフティ教室の実施 
災害発生などメール配信サービス 
あいさつ運動 
自主防犯組織育成支援事業 
市内安全パトロール 
「こどもを守るネットワーク」事業 

（２）子育てしやすいまちづくり 

住宅マスタープランの推進 
通学路の整備 
まちづくりマスタープランの推進 p.96 

p.92 

p.93 

p.94 

p.95 

p.95 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

学校防犯カメラ 

■学校等敷地内への不審
者対策として、児童生徒
等の安全を確保するた
め、門または昇降口の付
近にカメラを設置し、施
設内への立ち入りを撮影
及び確認するもの。全小
中学校設置。 

■学校等の敷地内におけ
る児童生徒等の安全を確
保するため、不審者等の
敷地内への立ち入りを今
後も防犯カメラにて常時
確認していく。 

継続 庶務課 

スクールガードボラン
ティア 

■子どもの安全や地域の
安心確保のためには、保
護者や地域の人たちによ
る“見守り”が大変重要な
ことから、「ウォーキング
やジョギングをしなが
ら、通学路をパトロール
する。」「買い物の時間を
下校時間に合わせ、通学
路を通ってみる。」「散歩
のコースを通学路にし
て、登下校時に子どもた
ちと歩く。」など、ひとり
でも多くの大人が、自分
のできる範囲で、無理な
く長期的に子どもたちを
見守っていただくボラン
ティアのこと。 

■小学校ごとに登録して
いただき、登録後「スクー
ルガードボランティア」
の腕章・笛・ボランティア
証・ベスト・帽子・横断旗
を貸し出しする。 

■市内の小学校全校でボ
ランティアが活動してい
る。登録者も年々増加し
ており子どもたちや地域
の防犯、安全に寄与して
いるので、さらなる拡が
りを見せるような事業展
開を行っていく。 

継続 庶務課 

セーフティ教室の実施 

■小学校、中学校全校で
セーフティ教室を関係機
関の方を講師に招いて開
催している。 

■保護者や地域も参加し
た形式での充実を図って
いく。 

■非行防止・犯罪の未然
防止を目的として、警察
等関係機関と連携して、
小・中学校で年１～２回
実施。保護者、地域の方と
の意見交換会を実施して
いる。 

■今後も、地域、関係機関
と連携して小中学校全校
でセーフティ教室を実施
し、健全育成の充実を図
る。 

継続 学校課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

災害発生などメール配
信サービス 

■あらかじめ登録してい
ただいた携帯電話やパソ
コンのメールアドレス
に、災害発生等の情報を
配信するサービス。学校
や幼稚園、学童クラブか
らの情報も受け取れる。 

■提供する情報は、①学
校・幼稚園生活情報及び
学童クラブ情報②防災安
全情報③障害者行方不明
情報であり、受け取る情
報の選択が可能。 

■当初は緊急性の高い情
報だけを取り扱っていた
が、発信先の間口が広が
ることによりその他の防
災情報・生活情報等の提
供要望も多いので、担当
窓口の一本化を図るよう
調整を行い、より使いや
すく有益な情報発信がで
きるようなシステムを構
築する。 

継続 庶務課 

あいさつ運動 

■第22期青少年問題協
議会の提言を受けて、平
成17年度より事業を開
始。 

■地域で子どもと大人が
あいさつを交わすことに
より、お互いに顔見知り
になり、地域の結びつき
を強めて、子どもの安全
を守ることが趣旨。 

■具体的には、9月を除く
奇数月、及び8月の最初の
登校日に教職員、市職員、
保護者、自主防犯組織、自
治会、市民活動団体、シル
バー人材センターなど地
域の人々が校門前で生徒
の登校をあいさつで迎え
る。 

■小中学校にあいさつ運
動ののぼり旗を掲げてい
る。 

■地域の大人同士がつな
がり、大人と子どもが互
いに顔の見える関係づく
りが進んでいるが、依然
として子どもが巻き込ま
れる痛ましい事件の報道
が後を絶たない現状もあ
る。 

■より多くの地域の皆様
に関わっていただけるよ
う、参加しやすいきっか
けづくり、関係機関と連
携し防犯意識をさらに向
上することなどが課題。 

■子どもたちが、地域の
大人に見守られていると
いう安心感の中で成長で
きるよう、子ども関連の
関係団体等の協力を得て
さらに地域のつながりを
広げていきたい。 

継続 子育て課 

自主防犯組織育成支援
事業 

■地域との合同防犯パト
ロールの実施や自主防犯
組織育成事業交付金の交
付等、人的・物的支援を行
うとともに、各種防犯研
修会等を実施することに
より、防犯活動の更なる
強化、及び市民の防犯意
識の向上を図る。 

■自主防犯組織の新規結
成を促進するとともに、
既存組織の更なる活性化
を図る。 

継続 
防災安全

課 

市内安全パトロール 

■下校時の子どもの見守
りを中心に、専門知識を
持った警視庁ＯＢが、犯
罪特性に留意した青色防
犯パトロール等を実施
し、学校や学童クラブを
定期的に巡回して犯罪の
発生状況や不審者情報を
職員と共有することによ
り、各種犯罪の抑止及び
防犯体制の強化を図る。 

■地域に密着した防犯パ
トロールを推進すること
により、子どもが犯罪に
巻き込まれない地域社会
の実現を目指す。 

継続 
防災安全

課 



 

 

95 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

「こどもを守るネット
ワーク」事業 

■市庁用車に指定ステッ
カーを貼付するととも
に、車両業務中に、子ども
の身の危険を察知、ある
いは、子どもから救助を
求められた際に、子ども
を一時的に保護し、警察
に通報する事業。 

■引き続き、継続実施す
る。 

継続 
防災安全

課 

 

 

 

（２）子育てしやすいまちづくり 

公共施設、道路、公園などの整備や改修時には、ユニバーサルデザインの考え方を

取り入れるとともに、既存施設については、ベビーカーでの親子連れや障害者が利用

しにくい道路や交通機関、公共施設などのバリアフリー化を進めます。 

さらに、子どもや乳幼児等の親子連れに対する交通面での安全性に留意し、交通安

全設備の設置、道路の拡幅や歩道の設置、交差点の改良など安全な道路交通環境の整

備を推進します。 

道路、公園など計画的な整備を行う、まちづくりマスタープランでは、防災計画、

消防等、より良い環境づくりに取り組むため、見直しと充実を図ります。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

住宅マスタープランの
推進 

■高齢者向け住宅の確
保、三世代近居・隣居・同
居の推進、住み替えやリ
バースモーゲージの推
進、新たな公営住宅施策
の展開、省エネルギー住
宅の普及促進、住宅の耐
震改修促進等、「日野いい
プラン2020」「環境基本
計画」「行財政改革大網」
等の見直された基本構
想・基本計画と整合した
住宅政策を推進する。 

■平成27年3月に改訂し
た日野市住宅マスタープ
ランに基づき、子育て支
援にもつながる住宅施策
を総合的かつ計画的に推
進する。 

継続 
都市計画

課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

通学路の整備 

■第2次日野市バリアフ
リー特定事業計画の策定
や、各小学校の通学路の
点検など、市民参画によ
る道路整備を図る。 

■第2次日野市バリアフ
リー特定事業計画に基づ
き、歩道のバリアフリー
化を図る。 

■通学路交通安全プログ
ラムに基づき、教育委員
会、学校関係者、ＰＴＡ、
各管理者による合同点検
の継続、対策の改善、充実
等をＰＤＣＡサイクルで
実施し、通学路の安全性
向上を図る。 

継続 道路課 

まちづくりマスター 

プランの推進 

■安全安心で利便性が高
く若年層や子育て層が定
住する都市の実現を目指
し、多様化する暮らし方
を支えるまちとして、ラ
イフステージに合せて選
択できる多様な住まいの
提供や子育てしやすいま
ちづくりの推進を図る。 

■平成31年4月に改訂し
た日野市まちづくりマス
タープランに基づき、子
育てしやすいまちづくり
を進めるため、道路・公園
などの施設整備や暮らし
やすいまちとするための
仕組み作りをするなど、
まちづくりを総合的かつ
計画的に推進する。 

継続 
都市計画

課 
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基本目標Ⅳ 命を慈しむ心を育て、次の世代の親を育てる 

方針１）家族や地域の人とのふれあいの促進        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）家族のふれあいの促進 

子どもたちは、家庭や学校、地域社会などそれぞれの場で多様な人々との交流を通

して心身ともに健全に成長していきます。特に家庭は、基本的なしつけや社会規範を

身につける、全ての教育の出発点であり、心豊かな人間育成の場であることから、今

日、家庭の果たすべき役割はますます重要となっています。家族のふれあい、スキン

シップを何度も繰り返すことで、子どものコミュニケーション能力も育てていきます。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

家族ふれ愛の日の啓発 

■第23期青少年問題協
議会の提言を受けて、平
成20年度より事業を開
始。 

■毎月第３日曜日を「家
族ふれ愛の日」と定め、親
子の会話、心のかよう温
かな家庭づくりが推進で
きるよう市ホームページ
やSNS等を活用して啓発
していく。 

■国、東京都が定めてい
る「家族の日」・「家族ふれ
あいの日」とも併せ、家族
のふれあいについて啓発
活動を継続していく。 

継続 子育て課 

方針１）家族や地域の人とのふれあいの促進 

（１）家族のふれあいの促進 

家族ふれ愛の日の啓発 
親子ふれあい事業 
家庭教育学級 

（２）異年齢交流の促進 

幼稚園・保育園での中高生の受け入れ 
ジュニアリーダー講習会 

（３）子どもの人権を尊重する意識の向上 

道徳教育の充実 
人権教育の充実 
いじめ防止総合対策の推進 
人とかかわる力の育成 
子ども条例の推進 
いのちの学校 

p.97 

p.98 

p.99 

p.98 

p.99 

p.100 

p.101 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

親子ふれあい事業 

■親子のふれあいを促進
するため、３～４か月児
健診後に親子の交流する
機会を設定し、保育士に
よる手遊びや絵本の読み
聞かせを実施。 

■親子のふれあい促進の
きっかけの場となるよ
う、継続していく。 

継続 健康課 

家庭教育学級 

■市内小中学校ＰＴＡへ
の委託による家庭教育学
級や、生涯学習課による
講演会などにより、家庭
教育の充実や、主な担い
手である保護者の教育力
向上を図る。 

■各小・中学校ＰＴＡに
よる学習活動の充実。 

■講演会開催や、市ホー
ムページ等での情報発信
による家庭教育の啓発及
び保護者の意識向上。 

継続 
生涯学習

課 

 

 

 

（２）異年齢交流の促進 

異年齢の子どもや地域の大人との様々な触れ合いや交流を深めることは、幼児にと

って貴重な体験となるばかりでなく、ボランティアの大学生、中高校生にとっても年

下の子どもと接する楽しさを実感し、親の役割等について考える機会になります。ま

た、体験を通じて異世代間相互の理解を深め、敬愛の心や支え合いが育まれるよう交

流の促進に努めます。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

幼稚園・保育園での中
高生の受け入れ 

■子どもへの理解を深
め、命の尊さ、慈しむ心、
家族の大切さや家族をも
つ喜びが持てるよう、地
域の高等学校・中学校と
連携して中高生等の保育
体験を受け入れる。 

■中高生を対象に、保育
園の行事参加や保育園職
場紹介などの交流を深め
る。 

■今後も、地域の高等学
校・中学校と連携して中
高生等の保育体験を積極
的に受け入れる。 

継続 保育課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

ジュニアリーダー 

講習会 

■昭和41年度に開始さ
れ、異年齢交流・地域交流
を通して、思いやりの心
や生きる力を養い、地域
への愛着・関心を深める
事業。 

年10回実施（平成30年
度） 

■効果 

企画・運営を高校生以上
のボランティアリーダー
が行うことで、将来地域
で活動する人材の育成を
目指している。「地域活動
の担い手の育成」 

■ボランティアリーダー
は地域貢献の一環とし
て、子ども会や地域の行
事・イベントに赴き、お手
伝いやレクリエーション
提供等の地域活動を行っ
ている。 

■小中学生を対象に、キ
ャンプ等の野外活動や地
域交流を行い、子どもた
ちの体験活動の充実を図 

る。 

■ボランティアリーダー
の地域活動への参加を促
し、ジュニアリーダー講
習会の認知度を高めると
ともに、講習会の成果を
地域へ還元していく体系
づくりに努める。より一
層地域と密着した活動を
進めていく。 

■青少年委員による育成
環境の整備、地域に根ざ
した活動を進め、地域で
活躍できる人材の育成を
行っていく。 

継続 子育て課 

 

 

 

（３）子どもの人権を尊重する意識の向上 

「児童の権利に関する条約」が定められた後も、体罰や子ども同士のいじめなど、

子どもの人権を侵害する事件は社会的な問題となっています。 

このような状況を踏まえて、子どもの人権侵害の防止や、侵害を受けた子どもへの

相談・支援体制といった子どもの権利を擁護する体制を構築していきます。 

また、子どもの人権を尊重する意識の向上を図るため、市民や関係機関職員等への

啓発を進めます。 

 

【 主な取り組み 】 

事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

道徳教育の充実 

■「特別の教科 道徳」が
実施されたことに伴い、
考える道徳、議論する道
徳を推進する。 

■全ての小・中学校で学
校、家庭、地域との連携に
より道徳授業地区公開講
座を開催している。公開
講座の開催を通して道徳
授業の質の向上を図る。 

■道徳教育推進教師を中
心に、道徳教育や道徳授
業地区公開講座の体制を
整え、道徳の時間の活性
化や内容の充実を図る。 

継続 学校課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

人権教育の充実 

■自分の大切さととも
に、他の人の大切さを認
めることができる子ども
を育成する。 

■各幼稚園、学校に人権
教育理解推進委員を１名
置き、様々な人権課題に
ついて研修を深めてい
る。引き続き人権課題に
応じた研修を企画してい
く。 

■人権教育推進委員を中
心に人権課題を深める実
践や指導計画作成につい
ての理解を深めるよう研
修内容の充実を図る。 

継続 学校課 

いじめ防止総合対策の
推進 

■自分の大切さととも
に、他の人の大切さを認
めることができる子ども
を育成する。 

■各幼稚園、学校に人権
教育理解推進委員を１名
置き、様々な人権課題に
ついて研修を深めてい
る。引き続き人権課題に
応じた研修を企画してい
く。 

■いじめ防止基本方針に
基づく体制整備等取組の
充実を図る。 

■人権教育（互いに尊重
し合う態度や他者と共に
生きる力の育成）の推進
を図る。 

継続 学校課 

人とかかわる力の育成 

■他者への思いやりや社
会性を育てるために、グ
ループや班活動の工夫、
異年齢交流や職場体験、
部活動や学校行事などの
充実を図る。 

■多様な体験や学習を通
して、人を思いやり自分
を大切にする心、感動す
る心や努力する心を育
む。 

■特別養護老人ホームへ
の施設訪問、昔遊びなど
の学習を通して、高齢者
とのふれあい学習を継続 

し、計画的な交流をすす
める。 

継続 学校課 

子ども条例の推進 

■児童憲章や児童の権利
に関する条約に基づい
て、子どもの生きる権利、
育つ権利、守り守られる
権利、参加する権利と子
どもが健全に育つための
責務に関する基本理念を
定め、市と市民が一人ひ
とりの子どもの権利を尊
重し、保障、擁護すること
で子どもの幸福の実現を
目指し、子どもが健全に
育つことができる環境を
つくること。 

■行政、子育て事業者、地
域住民、保護者が子ども
の目線に立つことが子ど
もの最善の利益の保護、
実現につながるため、
様々な機会を活用し、普
及・啓発を図る。 

■日野市子ども条例の理
念を「新！ひのっ子すく
すくプラン」で具現化し
ていく。 

■条例第19条推進体制、
20条委員会の設置につい
ては、子ども・子育て支援
会議との関係を整理す
る。 

継続 子育て課 
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事業名 内容 方向性 区分 主担当課 

いのちの学校 

■市内中学校で、道徳な
どの時間を利用し、一人
ひとりが、かけがえのな
い「命」の大切さを考えて
もらうためのパネル展示
や講演会を実施。 

＜パネル展示＞いのちの
メッセージ展 

＜講演会＞遺族の講演 

■中学生の間に一度は受
講できるよう、１年に２
～3校で事業実施を予定。
パネル展示や講演会を行
い、全校生徒と教職員、保
護者や地域の方にも参加
していただき「命」の大切
さを考えてもらう。 

継続 

セーフテ
ィネット
コールセ
ンター 
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放課後子ども教室「ひのっち」（43 ページ）のオリジナルキャラクターで、「のっち」という名前です。 
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第５章 教育・保育の 

       量の見込みと確保方策 
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１ 量の見込みと確保方策の考え方 

（１）量を見込む区分について        

教育・保育の必要量は、提供区域別に認定区分ごとに見込むこととされているため、

市内全域を１区域として必要量を見込みものとし、１号、２号、３号の認定区分ごと

に分けて算出しています。 

ただし、幼稚園については、保護者の就労の有無にかかわらず利用できることにな

っており、ニーズ調査結果をみても、共働きでも「幼稚園」を希望する保護者がいる

ことから、幼稚園を希望する２号認定子どもについては、これを「学校教育の希望が

強いもの」として、分けて量を見込むとともに、３号認定についても、０歳と１・２

歳で職員の配置基準や児童１人当たりの施設の面積要件などが異なるため、これを分

けて量を見込むこととします。 

 

【 量を見込む区分 】 

認定区分 対象者 利用先 

１号認定 ３歳以上で教育を希望している子ども 
幼稚園 

認定こども園 

２号認定 

３歳以上で、「保育の必要な事由」※に該当するが、幼稚
園の利用を希望する子ども（２号（学校教育の希望強）
と表記） 

幼稚園 

認定こども園 

３歳以上で、「保育の必要な事由」※に該当し、保育所・
認定こども園での保育を希望している子ども 

保育所 
認定こども園 

３号認定 
３歳未満で、「保育の必要な事由」※に該当し、保育所・
認定こども園等での保育を希望している子ども（以下、
３号(０歳)・３号(１・２歳)と表記） 

保育所 
認定こども園 
地域型保育事業 

 

※「保育の必要な事由」とは、就労（フルタイム、パートタイム、夜間、居宅内労働など）、妊娠・出

産、保護者の疾病・障害、同居又は長期入院をしている親族の介護・看護、災害復旧、求職活動、就

学、虐待やＤＶのおそれがあること、育児休業取得中に既に保育を必要としている子どもがいて継続

利用が必要であること、その他市町村が認める場合をいいます。 

なお、本市における「保育の必要な事由」のうち、「就労」については月 48時間を下限時間とします。 
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（２）量の見込みの算出方法        

見込み量の推計方法は、全国共通の算出方法が国から示されており、下記のフロー

となっています。なお、アンケートの回答により算出した量見込みが実態と大きく乖

離する場合は、妥当性を検証した上で、実績をもとに量見込みを算出する場合もあり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）量の見込みと確保方策の見直し        

現状では見込量に対し提供体制が確保されていますが、今後の就学前児童人口の変

化や就労意向の変化を踏まえ必要に応じて確保方策について再検討し、見直しを行い

ます。  

市民のニーズに対応できるよう、新

制度では、潜在家庭類型でアンケー

ト回答者の教育・保育のニーズを把

握することがポイントです。 

〇現在パートタイムで就労している

母親のフルタイムへの転換希望 

〇現在就労していない母親の就労希

望 

例えば、放課後児童健全育成事業等は

保育を必要とする家庭に限定されて

います。 

タイプＡからタイプＦの８つの家庭

類型があります。 

本当に利用したい真のニーズの見極

めが重要です。 

将来児童数を掛け合わせることで、令

和２年度から令和６年度まで各年度の

見込み量が算出されます。 

 

 

 

 

 

～家庭類型の算出～ 

アンケート回答者を両親の就労状況でタイプを分類します。 

 

～潜在家庭類型の算出～ 
ステップ１の家庭類型からさらに、両親の今後１年以内の就労意向を

反映させてタイプを分類します。 

～潜在家庭類型別の将来児童数の算出～ 
人口推計を算出し、各年の将来児童数と潜在家庭類型を掛け合わせま

す。 

～事業やサービス別の対象となる児童数の算出～ 

事業やサービス別に定められた家庭類型等に潜在家庭類型別の将来

児童数を掛け合わせます。 

 

～利用意向率の算出～ 

事業やサービス別に、利用希望者数を回答者数で割ります。 

～見込み量の算出～ 

事業やサービス別に、対象となる児童数に利用意向率を掛け合わせま

す。 
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２ 幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育 

各認定区分に応じた年度別の量の見込みと確保方策は以下の通りです。 

 

【 令和２年度 】 

 

令和２年度 

１号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を 

希望 
左記以外 ０歳 １・２歳 

児童数（推計） 4,727 1,396 2,831 

量の見込み（Ａ） 1,623 335 2,769 316 1,567 

確保量 

特定教育 
・保育施設 

幼稚園、 
保育所、 
認定こども園 

1,082 2,472 288 1,278 

確認を受けない幼稚園 1,770 － － － － 

幼稚園（未移行園含む）＋預かり
保育（長時間・通年） 

0 240 － － 

特定地域型 
保育事業 

小規模保育、 
家庭的保育、 
居宅訪問型保育、 

事業所内保育等 

－ － － 3 79 

企業主導型保育事業 － － 0 0 25 

認可外 
保育施設 

認証保育所 
など上記以外 
の施設 

－ － 164 72 196 

確保量合計（Ｂ） 2,852 2,876 363 1,578 

過不足（Ｃ）＝（Ｂ）－（Ａ） 894 107 47 11 

当該年度までに新たに確保する量 

特定保育施設（Ｄ） － － － － － 

確保後の過不足（Ｃ）＋（Ｄ） － － － － － 
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【 令和３年度 】 

 

令和３年度 

１号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を 

希望 
左記以外 ０歳 １・２歳 

児童数（推計） 4,574 1,386 2,843 

量の見込み（Ａ） 1,571 324 2,680 314 1,573 

確保量 

特定教育 
・保育施設 

幼稚園、 
保育所、 
認定こども園 

952 2,472 288 1,278 

確認を受けない幼稚園 1,770 － － － － 

幼稚園（未移行園含む）＋預かり
保育（長時間・通年） 

0 240 － － 

特定地域型 
保育事業 

小規模保育、 
家庭的保育、 
居宅訪問型保育、 

事業所内保育等 

－ － － 3 79 

企業主導型保育事業 － － 0 0 25 

認可外 
保育施設 

認証保育所 
など上記以外 
の施設 

－ － 164 72 196 

確保量合計（Ｂ） 2,722 2,876 363 1,578 

過不足（Ｃ）＝（Ｂ）－（Ａ） 827 196 49 5 

当該年度までに新たに確保する量 

特定保育施設（Ｄ） － － － － － 

確保後の過不足（Ｃ）＋（Ｄ） － － － － － 
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【 令和４年度 】 

 

令和４年度 

１号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を 

希望 
左記以外 ０歳 １・２歳 

児童数（推計） 4,376 1,375 2,828 

量の見込み（Ａ） 1,503 310 2,564 312 1,565 

確保量 

特定教育 
・保育施設 

幼稚園、 
保育所、 
認定こども園 

952 2,472 288 1,278 

確認を受けない幼稚園 1,770 － － － － 

幼稚園（未移行園含む）＋預かり
保育（長時間・通年） 

0 240 － － 

特定地域型 
保育事業 

小規模保育、 
家庭的保育、 
居宅訪問型保育、 

事業所内保育等 

－ － － 3 79 

企業主導型保育事業 － － 0 0 25 

認可外 
保育施設 

認証保育所 
など上記以外 
の施設 

－ － 164 72 196 

確保量合計（Ｂ） 2,722 2,876 363 1,578 

過不足（Ｃ）＝（Ｂ）－（Ａ） 909 312 51 13 

当該年度までに新たに確保する量 

特定保育施設（Ｄ） － － － － － 

確保後の過不足（Ｃ）＋（Ｄ） － － － － － 
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【 令和５年度 】 

 

令和５年度 

１号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を 

希望 
左記以外 ０歳 １・２歳 

児童数（推計） 4,249 1,360 2,806 

量の見込み（Ａ） 1,459 301 2,489 308 1,553 

確保量 

特定教育 
・保育施設 

幼稚園、 
保育所、 
認定こども園 

952 2,472 288 1,278 

確認を受けない幼稚園 1,770 － － － － 

幼稚園（未移行園含む）＋預かり
保育（長時間・通年） 

0 240 － － 

特定地域型 
保育事業 

小規模保育、 
家庭的保育、 
居宅訪問型保育、 

事業所内保育等 

－ － － 3 79 

企業主導型保育事業 － － 0 0 25 

認可外 
保育施設 

認証保育所 
など上記以外 
の施設 

－ － 164 72 196 

確保量合計（Ｂ） 2,722 2,876 363 1,578 

過不足（Ｃ）＝（Ｂ）－（Ａ） 962 387 55 25 

当該年度までに新たに確保する量 

特定保育施設（Ｄ） － － － － － 

確保後の過不足（Ｃ）＋（Ｄ） － － － － － 
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【 令和６年度 】 

 

令和６年度 

１号認定 

２号認定 ３号認定 

教育を 

希望 
左記以外 ０歳 １・２歳 

児童数（推計） 4,250 1,348 2,780 

量の見込み（Ａ） 1,459 301 2,490 306 1,539 

確保量 

特定教育 
・保育施設 

幼稚園、 
保育所、 
認定こども園 

952 2,472 288 1,278 

確認を受けない幼稚園 1,770 － － － － 

幼稚園（未移行園含む）＋預かり
保育（長時間・通年） 

0 240 － － 

特定地域型 
保育事業 

小規模保育、 
家庭的保育、 
居宅訪問型保育、 

事業所内保育等 

－ － － 3 79 

企業主導型保育事業 － － 0 0 25 

認可外 
保育施設 

認証保育所 
など上記以外 
の施設 

－ － 164 72 196 

確保量合計（Ｂ） 2,722 2,876 363 1,578 

過不足（Ｃ）＝（Ｂ）－（Ａ） 962 386 57 39 

当該年度までに新たに確保する量 

特定保育施設（Ｄ） － － － － － 

確保後の過不足（Ｃ）＋（Ｄ） － － － － － 
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【 今後の方向性 】 

ニーズ調査の結果を考慮するとともに、就学前児童人口や保育需要の推移等を注視

し、各施設が将来にわたり安定した事業運営が継続できるよう、需要と供給のバラン

スを見極めながら、必要な対応を検討していきます。 

また、保育士の人材確保対策の充実など、保育の質の維持・向上を図ります。 

 

 

３ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び推進等に関する事項 

・保護者の就労状況に関わりなく、子どもが教育・保育を一体的に受けることのでき

る認定こども園の設置について、保育所や幼稚園のニーズ量や地域の実情に応じて、

事業を行う者と相互に連携し、推進方法について協議、検討していきます。 

また、幼児期の学校教育・保育と小学校教育との円滑な接続の取組推進、保幼小連

携を実施します。 

・小学校入学直後に学習に集中できない、望ましい人間関係を築くことができにくい

など、小学校生活にうまく適応できない（いわゆる小一プロブレム）子どもが増加

する傾向にあるなか、幼児期の学校教育（幼稚園、保育所、認定こども園）と小学

校教育が、それぞれの段階における役割と責任を果たすとともに、子どもの発達や

学びの連続性を保障するため、両者の教育が円滑に接続し、教育の連続性・一貫性

を確保した、子どもに対する体系的な教育を推進します。 

・保護者が子育てのための施設等利用給付を円滑に利用できるよう、公正かつ適正な

支給を確保するとともに、保護者の経済的負担の軽減や利便性等を勘案しつつ、必

要な対応について検討を行います。 

・保育士の⼈材確保対策の充実など、保育の質の担保・向上を図るとともに、国等の

動向を踏まえ、教育・保育に関する専門性を有するアドバイザー等を活用していき

ます。 

・国際化の進展に伴い、教育・保育施設等において、海外から帰国した幼児や外国人

幼児、両親が国際結婚の幼児などの外国につながる幼児の増加が見込まれることを

踏まえ、当該幼児が円滑な教育・保育等の利用ができるよう、保護者及び教育・保

育施設等に対し必要な支援を推進していきます。 
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113 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 地域子ども・子育て 

       支援事業の 

       量の見込みと確保方策 
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１ 量の見込みと確保方策の考え方 

（１）量の見込みの算出方法        

量の見込みは、基本的には、就学前児童および就学児の保護者を対象者としたニー

ズ調査の結果をもとに、国の手引きの手順に沿って算出しますが、利用状況や事業特

性に応じて、適切な推計方法を検討し、算出しました。 

 

（２）提供体制の確保方策の考え方        

提供体制の確保方策については、現状の提供体制、事業者の意向調査等を踏まえ、

「量の見込み」に対応するよう提供体制の内容及び実施時期を設定します。 

 

（３）量の見込みと確保方策の見直し        

算出した量の見込みが実績に比べて過大と考えられる事業があることから、教育・

保育事業と同様に、令和４年度の利用実績等から量の見込みについて中間見直しを行

い、それに対応して確保方策についても再検討し、見直しを行います。 
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２ 量の見込みと提供体制の確保方策 

（１）利用者支援事業        

【 概要 】 

子どもやその保護者の身近な場所で、地域の子ども・子育て支援について、子ども

やその保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機

関との連絡調整等を総合的に行う事業です。 

・基本型・・・主として、地域子育て支援拠点等身近な場所で、日常的に利用でき、かつ相談
機能を有する施設で実施する事業 

・特定型・・・主として市区町村の窓口で、子育て家庭等から保育サービスに関する相談に応
じ、地域における保育所や各種の保育サービスに関する情報提供や利用に向けての
支援などを行う事業 

・母子保健型・・・主として、市町村保健センター等母子保健に関する相談機能を有する施設
で実施する事業 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

設置個所 0 0 
1 

(母子保健型) 

1 

(母子保健型) 

2 

(特定・母子
保健型) 

 

 

【 量の見込みと確保方策 】 

 令和２年 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 2 2 2 2 2 

 基本型・特定型 1 1 1 1 1 

 母子保健型 1 1 1 1 1 

確保方策（Ｂ） 2 2 2 2 2 

 基本型・特定型 1 1 1 1 1 

 母子保健型 1 1 1 1 1 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

 

【 今後の方向性 】 

市役所窓口で保育サービス利⽤に対する相談業務、保育所入所待機児童への⽀援、

保育サービスの情報収集・提供業務に取り組みます。 

保健師等の専門職が、妊娠から出産、子育てにわたるまでの母子保健や育児に関す

る様々な相談に応じ、その状況を継続的に把握することで、切れ目のない支援体制を

構築します。  
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（２）時間外保育事業        

【 概要 】 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外において、認定

こども園、保育所等において保育を実施する事業です。 

市内認可保育所等で、概ね１歳児以上の在園児を対象に実施しており、月極利用や

スポット利用などの種別があります。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

月間人数 2,102 2,063 2,231 2,228 2,155 

 

 

【 量の見込みと確保方策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 2,093 2,058 2,005 1,967 1,958 

確保方策（Ｂ） 2,093 2,058 2,005 1,967 1,958 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

 

 

【 今後の方向性 】 

就労形態の多様化等に伴い、保育時間を延長して子どもを預けられる環境が必要と

されています。こうした需要に対応するため、安心して子育てができる環境を提供し

ていきます。 
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（３）放課後児童健全育成事業（学童クラブ事業）        

【 概要 】 

保護者の就労等により昼間適切な監護を受けることができない小学校に就学してい

る児童に対し、適切な遊び及び生活の場を提供し、その健全な育成を図る事業です。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

登録児童数 1,687 1,688 1,775 1,843 1,931 

定員 2,072 2,103 2,197 2,241 2,241 

 

 

【 量の見込みと確保方策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 2,367 2,405 2,471 2,455 2,379 

 １年生 739 733 762 727 661 

 ２年生 670 716 710 739 704 

 ３年生 611 614 656 651 677 

 ４年生 178 170 174 170 169 

 ５年生 107 110 105 107 105 

 ６年生 62 62 64 61 63 

確保方策（Ｂ） 2,367 2,405 2,471 2,455 2,379 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

 

 

【 今後の方向性 】 

利用ニーズには、今後も現定員数で対応できるものと思われます。しかし、一部の

地域では入会児童数の増加が見込まれることから、余裕教室等の更なる活用を図り対

応していきます。 

また、利用料についても「日野市手数料、使用料等の見直し基準」に基づき、定期

的な見直しを検討してまいります。 

 

  



 

 

118 

（４）放課後子ども教室        

【 概要 】 

市内全ての児童を対象に学校施設を利用し、放課後などの安全・安心な居場所づく

りを地域の方々の参画を得て、遊び、勉強、スポーツ・文化活動、住民との交流活動を行

う取り組みを実施することにより、子どもたちが地域社会の中で、心豊かで健やかに育ま

れる環境づくりを推進する事業です。 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

開催日数 185.1 187.5 189.4 191.3 193.5 

学校数 17 17 17 17 17 

 

 

【 今後の方向性 】 

新・放課後子ども総合プランに沿って引き続き学童クラブと放課後子ども教室を一

体的な、または連携による実施を推進します。また、夏休み期間中の開催実施校の拡

大を図ります。 
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（５）子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業）        

【 概要 】 

家庭における子どもの養育が様々な事情で困難となった場合に宿泊を伴って一時的

に子どもを預かるショートステイ事業と、家族の残業等で保護者の帰宅が夜間にわた

り、一時的に子どもの保育ができない場合に夕方から夜まで預かるトワイライトステ

イ事業です。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

ショートステイ 

年間延べ利用日数 
144 197 149 187 338 

トワイライトステイ 

年間延べ利用日数 
446 385 125 63 216 

 

 

【 量の見込みと確保方策 】 

① ショートステイ 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 343 340 336 331 328 

確保方策（Ｂ） 343 340 336 331 328 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

 

② トワイライトステイ 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 219 215 209 205 204 

確保方策（Ｂ） 219 215 209 205 204 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

 

 

【 今後の方向性 】 

支援を必要としている家庭を利用につなげることで、育児が継続できるよう支援し

ていきます。 
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（６）乳児家庭全戸訪問事業        

【 概要 】 

保健師又は訪問指導員が、生後120日までの乳児のいる全ての家庭を訪問する事業

です。訪問のうえ育児環境を確認し、産婦の育児不安の解消、産後のメンタルヘルス

対策、子どもの発育確認、虐待の早期発見・防止を行い、必要に応じて継続支援につ

なげます。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

年間延べ訪問件数 1,446 1,560 1,509 1,336 1,289 

 

 

【 量の見込みと確保方策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 1,396 1,386 1,375 1,360 1,348 

確保方策（Ｂ） 1,396 1,386 1,375 1,360 1,348 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

 

 

【 今後の方向性 】 

少子化や核家族化により孤立したり、祖父母や近隣住民からの援助もない中で子育

てをしていく保護者が、不安に陥らないよう安心して子育てができるよう必要な支援

や助言を行うために全戸訪問につとめていきます。また、相談支援については、職員

の相談技術のさらなるスキルアップを図り、事業内容を充実させていきます。 
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（７）養育支援訪問事業        

【 概要 】 

養育支援が特に必要であると認められる家庭を訪問し、保護者の育児、家事などの

支援を行い、養育能力を向上させるための事業です。保護者が安心して出産、子育て

ができる環境づくりと、育児不安や産後うつ症状等への予防・ケアを目的とします。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

年間延べ派遣人数 296 230 424 473 450 

 

 

【 量の見込みと確保方策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 450 450 450 450 450 

確保方策（Ｂ） 450 450 450 450 450 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

 

 

【 今後の方向性 】 

乳児家庭全戸訪問事業等で養育に関する支援が必要と判断される家庭に継続的に訪

問し、指導・助言を行うことにより、適切な養育の実施が確保されるよう支援してい

きます。また、相談支援や育児・家事援助を行うことで、家庭の抱える養育上の課題

の解決、軽減を図ります。 
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（８）地域子育て支援拠点事業        

【 概要 】 

妊娠期の方、乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについ

ての相談を受けたり、情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

本市では、市と市民活動団体との協働事業・共同事業・委託事業・指定管理者によ

るものなど、様々な運営形態の子育てひろば事業等を実施しています。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

年間延べ利用件数 125,563 121,916 118,461 113,404 106,432 

 

 

【 量の見込みと確保方策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 122,791 122,849 122,094 121,019 119,915 

確保方策（Ｂ） 
122,791 

（21か所） 

122,849 

（21か所） 

122,094 

（21か所） 

121,019 

（21か所） 

119,915 

（21か所） 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

 

 

【 今後の方向性 】 

利用者のニーズに沿った地域子育て支援拠点を確保し、妊娠期の方、乳幼児とその

保護者が孤立することなく子育てをできる環境を整備していきます。 

今後も引き続き、地域の身近なところで子育て相談や仲間づくりができる場として

周知を図りつつ、運営の質的向上を図っていきます。 
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（９）一時預かり事業        

【 概要 】 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として

昼間に、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、

一時的に預かり、必要な保育を行う事業です。 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

幼稚園における 
在園児を対象 

とした一時預かり 

― 2,714 8,986 8,053 7,849 

その他定期的な利用 5,785 5,916 4,965 5,072 5,147 

 

【 量の見込みと確保方策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 14,196 13,818 13,311 12,975 12,955 

 

幼稚園における 
在園児を対象 

とした一時預かり 

8,974 8,684 8,308 8,067 8,069 

 
その他定期的な利
用 

5,222 5,134 5,003 4,908 4,886 

確保方策（Ｂ） 14,196 13,818 13,311 12,975 12,955 

 

幼稚園における 
在園児を対象 

とした一時預かり 

8,974 8,684 8,308 8,067 8,069 

 
その他 
定期的な利用 

5,222 5,134 5,003 4,908 4,886 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

 

幼稚園における 
在園児を対象 

とした一時預かり 

0 0 0 0 0 

 
その他定期的な利
用 

0 0 0 0 0 

 

【 今後の方向性 】 

幼稚園・認定こども園における一時預かり事業は、１号認定による利用者に対する

大きな子育て支援の柱となるため、提供体制を充実していきます。 

また、その他保育ニーズの志向が高い利用者についても、多様な保育ニーズの受け

皿として提供体制の確保に努めます。  
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（10）病児保育事業（病児・病後児保育事業）        

【 概要 】 

病児及び病後児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、

看護師等が一時的に保育する事業です。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

年間延べ利用日数 671 1,045 1,201 1,161 1,150 

 

 

【 量の見込みと確保方策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 1,149 1,138 1,126 1,110 1,098 

確保方策（Ｂ） 1,149 1,138 1,126 1,110 1,098 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

 

 

【 今後の方向性 】 

ニーズに適切に対応しつつ、引き続き事業関係者との連絡調整及び共通理解を図り、

事業を実施します。 
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（11）ファミリー・サポート・センター事業        

【 概要 】 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等

の援助を受けることを希望する者（依頼会員）と当該援助を行うことを希望する者（提

供会員）との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 

 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

育児支援件数（総数） 4,027 3,971 3,601 4,385 4,643 

育児支援件数（小学生） 1,190 1,060 763 1,026 948 

 

 

【 量の見込みと確保方策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（Ａ） 9,597 9,580 9,606 9,508 9,349 

確保方策（Ｂ） 9,597 9,580 9,606 9,508 9,349 

差引（Ｂ）-（Ａ） 0 0 0 0 0 

 

 

【 今後の方向性 】 

多様化するニーズに適切に対応するため、講習会の実施等により提供会員の資質向

上を図ります。 

今後も、活動件数の増加に向けて、活動内容の充実を図りながら提供会員の確保に

努めます。 
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（12）妊婦健康診査事業        

【 概要 】 

医療機関において妊婦の健康診査を行うことで、健康管理を促し、妊婦及び乳児の

死亡率の低下、流産・死産の防止を図る事業です。 

妊娠の届け出の際に母子健康手帳交付と併せて14回分の妊婦健康診査受診票を交

付します。また、出産予定日現在35歳以上となる妊婦を対象に、超音波検査１回分の

受診票を交付します。 

 

【 現状 】 

 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

受診対象者数 1,533 1,613 1,491 1,406 1,402 

受診券交付数（延べ） 21,462 22,582 20,874 19,684 19,628 

 

【 量の見込みと確保方策 】 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 1,396 1,386 1,375 1,360 1,348 

検診回数（延べ） 15,356 15,246 15,125 14,960 14,828 

確保体制 

実施医療機関4か所 日野市立病院他3病院 

0歳児の人口推計から算出 

母体や胎児の健康確保を図るため、妊婦健康診査を継続実施してい
く。 

 

【 今後の方向性 】 

妊娠期の経済的負担を軽減し、適正な時期に定期的な受診がされるよう促すことに

より、異常の早期発見・早期治療及び精神的不安の解消を目指していきます。 

また、受診対象者全員が受診できるように，見込まれる量に対して体制を確保しま

す。 

 

 

（13）実費徴収に係る補足給付を行う事業        

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、私立幼稚園(新制度園を除く)に在籍する子

どもの保護者に対して施設に支払った給食費のうち、副食材料費に相当する額を助成

する事業です。 
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第７章 計画の推進に向けて 
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１ 施策の実施状況の点検 

本計画に基づく取り組みの実施に当たっては、年度ごとに点検・評価を行い、その

結果を踏まえたうえで取り組みの充実・見直しを検討する等、PDCAサイクルを確保

し本計画を計画的かつ円滑に推進することが重要です。 

計画の適切な進行管理を進めるために、庁内関係各課を中心に具体的施策の進行状

況について把握するとともに、「日野市子ども・子育て支援会議」において、施策の実

施状況について点検、評価し、これに基づいて対応を

実施するものとします。 

施策の実施状況を確認するためには、より多くの市

民の方々からご意見をいただくことが必要です。その

ため、従来のアンケートだけでなく、市から積極的に

若者が活動する場所に出向いて意見を聴取していく

等、様々な手法を検討します。 

 

 

 

 

２ 計画の進捗状況の公表 

計画の進捗状況は、次世代育成支援対策推進法及び子ども・子育て支援法で定めら

れている事業について、年に１回ホームページで公表します。 

また、計画の見直しや国の動向等で、市民生活に影響を及ぼすと判断される事由が

発生した時は、パブリックコメント（意見公募）を実施するとともに、広報やホーム

ページで周知します。 

 

３ 市民・企業・関係機関との連携 

計画を推進していくためには、児童相談所等の行政組織、民生委員・児童委員協議

会や子育てに関係する市民活動団体等との連携、そして、地域の方たちの協力と参加

が必要です。そのため、市民に対して積極的に情報提供をしていくとともに、市と各

種団体、地域住民との連携を図ります。市町村は子育てに対して多様化するニーズに

対応していくため、保育士、教員、保健師などの子育てに関わる専門職員だけでな

く、ボランティアなど、子育て支援を担う幅広い人材の確保・育成に努め、幅広い連

携を図りながら、地域資源を活かした子育て支援の充実を図ります。
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     資料編 
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１ 子ども・子育て支援会議議事一覧 

開催日 議題 

令和元年６月 20 日 

第１回 子ども・子育て支援会議 

〔審議事項〕 

➀日野市子ども・子育て支援事業計画の進捗状況について 

②次期計画策定について 

〔報告事項〕 

➀幼児教育無償化について 

②令和元年度スーパーひのっち「なつひの」の実施について 

③子ども家庭相談受理件数について 

令和元年８月１日 

第２回 子ども・子育て支援会議 

〔審議事項〕 

➀新!ひのっ子すくすくプラン(第 5 章 163 事業)の進捗状

況について 

②次期計画策定について 

③幼児教育無償化について 

〔報告事項〕 

➀令和３年度学童クラブ民間活力導入(運営委託)について 

令和元年９月 26 日 

第３回 子ども・子育て支援会議 

〔審議事項〕 

➀量の見込みについて 

②次期計画の体系に基づく施策・事業について 

〔報告事項〕 

➀（仮）子ども包括支援センター基本方針について 

②公立保育園の民営化について 

③実費徴収に係る補足給付を行う事業について 

令和元年 10 月 31 日 

第４回 子ども・子育て支援会議 

〔審議事項〕 

➀次期計画の体系に基づく施策・事業について（一部変更） 

②量の見込み及び確保方策について（第 5 章・第 6 章） 

③計画書(素案)について 

〔報告事項〕 

➀学童クラブの民間活力の導入（運営委託）について 

令和元年 11 月 28 日 

第５回 子ども・子育て支援会議 

〔審議事項〕 

➀計画書(素案)について 

②パブリックコメントについて 

令和２年２月 20 日 

第６回 子ども・子育て支援会議 

〔審議事項〕 

➀次期計画パブリックコメントの報告について 

②次期計画書素案について 

〔報告事項〕 

➀学童クラブ民間活力の導入等に関する検討会について 

②とよだ保育園民営化に関する報告書について 
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２ 子ども・子育て支援会議委員名簿 

※計画の策定を行った平成 31 年４月から令和２年３月に委嘱をした委員を記載しています。 

（◎会長 ○副会長） 

区 分 団体名等 氏 名 備 考 

子どもの保護者 

日野市公立保育園父母会連合会 会長 門田 剛和  

日野市私立幼稚園父母連合会 副会長 浅原 早苗  

日野市学童保育連絡協議会 会長 朝倉 梢恵  

日野市立小中学校ＰＴＡ協議会 顧問 東 桜子  

地域において 

子どもの育成及び

子育ての支援活動

に携わる者 

日野市青少年育成会連合会 

大坂上中地区青少年育成会 
横川 恭子  

日野市青少年委員の会 寺田 達也  

日野市民生委員・児童委員協議会 

東部地区副会長 
久冨 明美  

事業主を 

代表する者 

コニカミノルタ株式会社 

人事部 タレントマネジメントグループ 
北村 昭子  

労働者を 

代表する者 
連合南多摩地区協議会 副議長 佐々木 慎也  

子ども・子育て支援 

に関する事業に 

従事する者 

日野市私立幼稚園協会 会長 稲田 勝之  

日野市社会福祉法人立保育園連合会 原嶋 正子  

一般社団法人 

東京都認証保育所事業者の会 

代表理事 

青嶋 暁子  

特定非営利活動法人 

子どもへのまなざし 理事 
小俣 彰男  

特定非営利活動法人 

市民サポートセンター日野 

理事・事務局長 

土屋 和子 ○ 

学識経験者 実践女子大学 教授 田中 正浩 ◎ 

公募市民 公募市民 柊澤 利也  

関係行政機関の職

員 

日野市公立小学校長会 

日野第七小学校 校長 
小林 光市  

日野市教育委員会教育部 部長 山下 義之  

日野市健康福祉部 部長 赤久保 洋司  

日野市子ども部 部長 篠崎 忠士  
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３ 子ども・子育て支援会議事務局名簿 

 

※計画の策定を行った平成 31 年 4 月から令和 2 年 3 月に携わった職員を記載しています。 

部 署 役 職 氏 名 備 考 

子育て課 

課長 仁賀田 宏  

課長補佐 
熊谷 真知子  

木暮 博  

副主幹 佐々木 哲  

係長 
大沢 百代  

横堀 加奈代  

主査 中村 由加里  

主任 奥 絵里奈  

保育課 

課長 中田 秀幸  

課長補佐 綿貫 真二  

係長 
前島 洋一  

石原 収  

主査 奥村 周  

子ども家庭支援

センター 

センター長 正井 暢子  

係長 

小出 剛  

藤井 美奈子  

吉沢 隆助  

主査 三輪 昇史  
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４ 日野市子ども・子育て支援会議条例 

平成 25 年９月 30 日 

条例第 24 号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号。以下「法」という。）第 77 条第１

項の規定に基づき、日野市子ども・子育て支援会議（以下「支援会議」という。）を置く。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

（所掌事務） 

第３条 支援会議は、法第 77 条第１項各号に掲げる事務を処理するものとする。 

２ 支援会議は、前項に規定する事務に関し、必要に応じ市長に意見を述べることができる。 

（組織） 

第４条 支援会議は、委員 20 人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 子どもの保護者（市内に住所を有する者に限る。） 

(2) 地域において子どもの育成及び子育ての支援活動に携わる者 

(3) 市内の民間企業の事業主を代表する者 

(4) 市内の民間企業の労働者を代表する者 

(5) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(6) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

(7) 関係行政機関の職員 

(8) その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第５条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任を妨げないものとする。 

（会長及び副会長） 

第６条 支援会議に、会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、支援会議を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 
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（会議） 

第７条 支援会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 支援会議は、委員の過半数の出席をもって成立するものとする。 

３ 支援会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

（意見の聴取等） 

第８条 会長は、支援会議において必要があると認めるときは、関係者の出席を求めてその意

見若しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資料の提出を求めることができる。 

（専門部会） 

第９条 支援会議は、専門的な事項を調査審議するため必要があるときは、専門部会を置くこ

とができる。 

（報酬及び費用弁償） 

第 10 条 委員の報酬は、日野市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（昭和 38 年条例第 13 号）の定めるところによる。 

（庶務） 

第 11 条 支援会議の庶務は、子ども部において処理する。 

（委任） 

第 12 条 この条例に定めるもののほか、支援会議の運営に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 25 年 10 月１日から施行する。 

（日野市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 日野市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和 38 年条例第

13 号）の一部を次のように改正する。 
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５ 日野市子ども・子育て支援会議条例施行規則 

平成 25 年 11 月 27 日 

規則第 53 号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、日野市子ども・子育て支援会議条例（平成 25 年条例第 60 号。以下

「条例」という。）の施行について、必要な事項を定めるものとする。 

（会議の招集） 

第２条 会長は、条例第１条に規定する日野市子ども・子育て支援会議（以下「支援会議」と

いう。）を招集しようとするときは、あらかじめ、日時、場所及び議題その他必要な事項を支

援会議の委員（以下「委員」という。）に通知するものとする。 

（欠席の申出） 

第３条 委員は、支援会議に出席することができないときは、あらかじめ、その旨を会長に申

し出なければならない。 

（会議の公開等） 

第４条 支援会議は、公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立な審議

に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときその他正当な理由があると認めるときは、

会議を非公開とすることができる。 

２ 会議を傍聴しようとする者（以下「傍聴人」という。）は、あらかじめ会長に申し出なけれ

ばならない。 

３ 会長は、あらかじめ設けた傍聴席が満員になったときは、傍聴を制限することができる。 

４ 傍聴人は、会長が会議を非公開とすると判断した場合は、速やかに退場しなければならな

い。 

５ 会長は、傍聴人が指示に従わないときは、退場させることができる。 

（協力の依頼） 

第５条 条例第８条の規定に基づく関係者に対する必要な協力等の依頼は、会長が行う。 

（議事録） 

第６条 議事録における議事は、次の事項を含め、議事録に記載するものとする。 

(1) 支援会議の日時及び場所 

(2) 出席した委員の氏名 

(3) 議事となった事項 

２ 議事録及び配布資料は、公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立

な審議に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときその他正当な理由があると認めると

きは、議事録及び配布資料の全部又は一部を非公開とすることができる。 
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３ 前項の規定により議事録の全部又は一部を非公開とする場合には、会長は、非公開とした

部分について議事要旨を作成し、これを公開するものとする。 

（専門部会） 

第７条 条例第９条に規定する専門部会（以下「部会」という。）は、支援会議から付託された

専門的な事項について調査審議するものとする。 

２ 部会は、会長が指名する委員及び条例第８条の規定により会長が認めた関係者（以下「部

会員」という。）をもって組織する。 

（部会長等） 

第８条 部会に部会長を置き、会長が指名する部会員がこれに当たる。 

２ 部会長は、部会を代表し、会務を総理する。 

３ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、あらかじめ部会長が指名する部会員

がその職務を代理する。 

４ 部会は、部会員の過半数の出席をもって成立するものとする。 

５ 部会の議事は、出席部会員の過半数で決し、可否同数のときは、部会長の決するところに

よる。 

（意見の聴取等） 

第９条 部会長は、部会において必要があると認めるときは、関係者の出席を求めてその意見

若しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資料の提出を求めることができる。 

（準用） 

第 10 条 第２条から第６条までの規定は、部会について準用する。この場合において、これ

らの規定中「支援会議」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と読み替える

ものとする。 

（支援会議への報告） 

第 11 条 部会長は、支援会議から付託された事項について調査審議をしたときは、その結果

を支援会議に報告しなければならない。 

（委員の辞職） 

第 12 条 委員を辞職しようとするときは、事由を付して市長に届け出なければならない。 

（委任） 

第 13 条 この規則に定めるもののほか、支援会議の議事その他の運営に関し必要な事項は、

会長が支援会議に諮って定めるものとする。 

付 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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